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の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
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１．はじめに
　統計的マッチングは，異なるデータソース
を個体ベースで融合（Data fusion）することで，
情報資源の統合的活用を可能にするとともに，
新たな分析枠組みを提供するものである。し
かしながら，異なる標本から構成される 2つ
のデータセットに対して，両者にたまたま共
通して存在する変数セットを接着剤代わりに
融合するため，作製されたマッチング・デー
タに基づく統計量に関してはマッチング誤差
が極めて大きな問題となる。
　実際にマッチングの適用が必要な場面にお

いては，当然，真値や完全データ1）による推
定値は不明であるから，マッチング・データ
からのアウトプットとしての推定値が利用可
能な精度を保持しているか否かの判断は困難
といえる。そのため，統計的マッチングの利
用可能性は，融合対象であるデータセットの
特徴や条件を考慮しながら，完全データによ
る推定値（あるいは真値）が入手できるよう
な特殊な状況をうまく利用して，推定値の分
布や特性を詳細に吟味・検討し，その成果を
現実の場に敷衍するという方法が有力である。
本稿のアプローチもそのような方向に沿って
いる。
　統計的マッチングに関する研究蓄積のなか
で主要な成果のひとつにRässler（2002）が

栗原由紀子＊
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統計的マッチングにおける推定精度とキー変数選択の効果

―法人企業統計調査ミクロデータを対象として―

要旨
　本稿は，法人企業統計調査（財務省）に関する調査票情報の利活用範囲の拡大を
目指して，統計的マッチングによるパネルデータの作成可能性を検討した。とくに
統計的マッチング手法の比較とともに，精度の高いマッチング推定量（相関係数）
を得るためのキー変数選択の条件とその効果について抽出実験により検証を行った。
　結果は次の三点に整理できる。まず，マハラノビス法とベイジアン回帰補定法
（NIBAS）の比較において，NIBASによる推定量のバイアスが相対的に小さいこと
を確認した。また，NIBASで適切な推定量を得るための条件としては，条件付従
属性がゼロ近傍に位置することのみならず，目標変数との相関が可能な限り強い
キー変数セットを用意することが求められる。最後に，NIBASに基づく多重代入
法から構成される95％信頼区間については，高い比率で真値をカバーしており，
マッチングによる不確実性が多重代入法によりかなりの程度捉えられていることを
確認した。

キーワード
ベイジアン回帰補定法，多重代入法，マハラノビス法，正準相関係数，標本実験

＊　弘前大学人文学部
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挙げられる。パラメトリック・モデルによる
統計的マッチングの手法を比較したものであ
り，異なる調査結果から得られた消費支出に
関するデータとテレビの視聴時間データとの
融合を行うことで，マッチング手法の精度比
較を行っている。日本においては，荒木・美
添（2007）が，家計調査と貯蓄動向調査（総
務省統計局）に関して統計的マッチングを行
い，ノンパラメトリック手法である各種最近
隣距離法による結果の相違が検討されている。
また，栗原（2012b）では，ノンパラメトリッ
ク手法のマハラノビス距離関数を用いて中小
企業景況調査（中小企業整備基盤機構）から
疑似パネルデータを作製し，景況調査のパネ
ル分析を試みている。これに対して，坂田・
栗原（2013）では，ノンパラメトリック手法
およびパラメトリック手法を，法人企業統計
調査（財務省）の調査票情報に適用し，マッ
チング・データから得られる統計量のバイア
スや平均二乗誤差を比較することで，有効な
推定量を得るためのマッチング手法を検証し
ている。
　マッチングの有効性を示すには，標本抽出
による推定量の変動を考慮したうえで，マッ
チングによる推定量のブレを評価する必要が
ある。しかし先行研究では標本は固定された
ままであり，標本抽出の影響に対して十分に
注意が払われているとは言い難い。そこで本
研究は，法人企業統計調査（財務省）の調査
票情報（以下では，法企データとも呼称する）
を用いて，抽出実験を行うことにより，法企
データのパネル分析に向けたマッチングの精
度検証を試みている。
　法企データは，資本金規模10億円以上の
大企業に限定すれば全数調査が行われており，
その階層であれば原理的には識別子によりパ
ネル化できる2）。しかし，中小・中堅企業は
確率抽出によるサンプルであることから，識
別子が利用できたとしても年度をまたがる
（1年を超える）パネル化は困難である。し

たがって，法企データによるこの階層のパネ
ル分析は，有効性が検証された統計的マッチ
ングによって実現することができる。
　法企データのパネル化では，同一調査の照
合を行うのですべてが共通変数と思われがち
であるが，標本も異なり観測時点も異なるの
ではキー変数の役割を果たさない。そのため，
時間的に一定，もしくは変動が少ないと想定
される調査項目の異時点データをキー変数に
用いるという工夫も考えられるが，作製され
たデータセットの有効性という点では疑義が
残る。
　しかしながら，法企データの一部項目につ
いては，当期の実績値に加え前期実績値も同
時に記入されており，統計的マッチングにお
いて問題となるキー変数の時点間のズレに関
しては，これらの調査項目を利用すれば理論
的には解消できる。いわば，統計的マッチン
グには比較的有利なデータセットの条件を法
企データは有している。そこで本稿は，この
ような特性を活用して，法人企業統計調査か
ら統計的マッチングにより作製した疑似パネ
ルデータ分析の可能性を図るため，真値が把
握可能な標本階層を検証範囲として，そこか
らリサンプルした異なる標本間のパネル的融
合による推定値の特性を精査することを目的
とする。これにより，統計的マッチング手法
の選択と推定バイアスとの関係，およびマッ
チングに使用するキー変数の選択条件とその
効果を明らかにしていく。

２．統計的マッチングの概要
　統計的マッチングの基本概念を整理してお
こう。分析目標は変数Xと変数Y（X，Yを
目標変数と呼ぶ）との相関係数の推定に限定
する。しかしXとYは同時に観察されておらず，
2つのデータセットAおよびBに分離されて
観察されているものとする。AおよびBには
マッチングのために利用可能なキー変数セッ
トZが含まれており，A，Bそれぞれのデー
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タセットの内容をA：［Y, Z］，B：［X, Z］と
表すことにする。統計的マッチングは，この
ようなデータセットAおよびBから共通の
キー変数 Zを利用して，拡張データセット
［X, Y, Z］を作製するものである3）。なお，マッ
チングにより拡張される側のデータセットを
recipientファイル，変数情報を提供し融合さ
れる側のデータセットをdonorファイルと呼
び，以下ではAに recipientファイル，Bに
donorファイルの役割を割り当てている。統
計的マッチングの精度は，採用するマッチン
グ手法，条件付き独立性の仮定の成否，目標
変数とキー変数との相関特性に規定される。
以下に，それらの理論的要点を整理しておく4）。

2.1　マッチング手法
　統計的マッチング手法は，ノンパラメト
リック法とパラメトリック法の 2つに大別で
きる。前者は，距離関数を定義して，キー変
数に関して最も距離が近い個体同士を接合す
るものである。これに対して，後者は，キー
変数と目標変数の間に統計モデルを想定し，
その推定値や予測値を利用して理論分布のパ
ラメータを求め，その分布から確率的に発生
させた値を補定値とする。本稿では，マハラ
ノビス法とベイジアン回帰補定法を，ノンパ
ラメトリック法とパラメトリック法の代表的
手法としてそれぞれとり挙げ，統計的マッチ
ングを実行している5）。

（a）　マハラノビス法
　ノンパラメトリック手法の一つであるマハ
ラノビス法は，キー変数をマハラノビス距離
関数（Mahalanobis Distance，以下MHLと略
称）に適用して，各要素の距離を測定し，最
も距離が最小となる要素同士を接合するもの
である6）。
　その特徴としては，マッチング計算には
キー変数のみを利用し目標変数は利用しない
こと，また補定される値はdonorファイルの

値が直接使用され，新たに推定した値ではな
いことなどが挙げられる。
　なお，接合後のマッチング・データから相
関係数とその信頼区間を算出する方法は，通
常の完全データを用いた方法と同様である。
まず相関係数 r̂を算出し，それを⑴式により
θ̂へと変換し，θ̂の分散推定値が V(θ̂ )＝1/(n1

－3) であることを用いて，⑵および⑶式に
よりθ の信頼区間 [ , ]θ θ を算出する。ただし，
n1はサンプルサイズである。

⑴

⑵

⑶

　その後，⑷式に基づく逆変換（チルダで表
示）により相関係数およびその信頼区間を算
出する。

⑷

（b）　回帰補定法と多重代入法
　回帰補定法は欠損値処理のために開発され
たものであり，データセットに多変量正規分
布を仮定して，そのパラメータを回帰モデル
などにより求めたうえで，推定に必要な分布
のパラメータの値や目標変数への補定値を確
率的に発生させるものである。本稿では，ベ
イズモデルを援用してパラメータ推定を行う
ベイジアン回帰補定法（NIBAS；Non－itera-

tive Bayesian－based Imputation）を適用する7）。
マハラノビス法とは異なり，回帰補定法では，
キー変数だけでなく目標変数も補定に利用さ
れ，また補定値はドナーファイルの値を直接
用いるのではなくモデルからの推定値が利用
される。なお，補助情報がある場合には，そ
れをモデルに取り込み精度改善に役立てられ
る柔軟さも有している。
　NIBASはある特定の分布から確率的にパ

ˆ1 1ˆ log
ˆ2 1
r
r

θ +
=

−

ˆ ˆ1.96 ( )Vθ θ θ= −

ˆ ˆ1.96 ( )Vθ θ θ= +

ˆexp(2 ) 1
ˆexp(2 ) 1

r
θ
θ

−
=

+
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ラメータや補定値を発生させるため，その補
定値は変動し，同時に補定後のデータから得
られる統計量も変動する。多重代入法（Mul-

tiple Imputation）では，このような確率分布
に基づいて発生させた変動を，統計的マッチ
ングによりデータを作製することの不確実性
を表すものと捉え，この不確実性まで含めて
推定値の評価を行う。そのために，統計的
マッチングを複数回実行し，マッチング回毎
に推定値を算出し，その推定値集合の平均値
を統計的マッチングの推定値とする8）。以下
では，多重代入法により得られた推定値を
MI値と略称する。
　MI値とその信頼区間は次のように求めら
れる。まず，統計的マッチングを M 回繰り
返すものとする。そのうちの任意の試行回を
m(m＝1, …, M) としたとき，マッチング・デー
タから算出される相関係数の変換値は⑴式に
したがって θ̂ mとして与えられる。このとき，
MI値は θ̂ 1, …, θ̂ Mの平均値として計測される。

⑸

　次に，MI値の分散は，1回の推定値に対
する群内分散 W（Within Variance）と，推定
値間のばらつきである群間分散 B（Between 

Variance）を複合的に考慮した総分散 T（Total 

Variance）で与えられる。W は，M 回のマッ
チングから得られる推定値の分散 V̂(θm) の
平均値を，B は M 回分の推定値 θ̂ mの分散
を意味している。

⑹

⑺

⑻

　MI値については，推定値の分散を総分散
として，自由度ν の t 分布に従うことが知
られている。

1

1ˆ ˆMMI
mmM

θ θ
=

= ∑

1
ˆ( )M

m mV
W

M
θ=Σ

=

2
1
ˆ ˆ( )
1

M MI
m mB
M
θ θ=Σ −

=
−

1
1T B W
M

⎛ ⎞= + +⎜ ⎟
⎝ ⎠

⑼

MI値による信頼区間 [ , ]θ θMI MI（信頼係数を
1－αとする）は，この性質を利用して⑽お
よび⑾式により求められる。

 
⑽

 
⑾

　相関係数のMI値は，相関係数の変換値（M

回分）の平均値により算出している。そのた
め，相関係数の変換値に関するMI値や信頼
区間の値についても，⑷式により逆変換した
値を求めている。なお，NIBASによる推定
値の算出には，Rässler（2002）のSPLUSコー
ドを参考に，統計ソフトRのためのプログラ
ムを作成し，分析に用いている9）。

2.2　条件付き独立性
　Zをキー変数としてマッチングする場合，
XとYに関するZの条件付き分布の独立性
（CIA；Conditional Independence Assump-

tion）が成立していることが前提となる。

f (X, Y|Z)＝f (X|Z) f (Y|Z) ⑿

　この条件の成否を捉えるには完全データが
必要であるが，実際に統計的マッチングが必
要とされる状況では観測不可能である。しか
し本稿では検証の条件として，その成否の程
度を確認しておかねばならない。そのために，
完全データから目標変数XおよびYのそれぞ
れをキー変数に対して回帰した残差 εXと εY

との相関係数を求め，これに基づきCIAの成
否を評価する10）。これは，いわば条件付き従
属性（CID；Conditional Independence and De-

pendence Index）を示すものであり，CIDが
ゼロに近いほど，マッチングの精度が高いと
期待できる。

2

( 1) 1
1

1
ν

⎡ ⎤
⎢ ⎥
⎢ ⎥= − +

⎛ ⎞⎢ ⎥+⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦

W
M

B
M

/ 2
ˆ( )αθ θ ν= −MI MI t T

/ 2
ˆ( )αθ θ ν= +MI MI t T



統計的マッチングとキー変数選択栗原由紀子

5

X＝Z'β＋εX, Y＝Z'β＋εY ⒀

2.3　目標変数とキー変数との相関
　マッチング精度を高める条件のひとつとし
て，recipient側の目標変数Xとキー変数Zと
の相関，またはdonor側の目標変数Yとキー
変数Zとの相関はできるだけ強いことが望ま
しい。当然，XとZおよびYとZの両方の相
関が極めて強いことが理想的であるが，入手
したデータセットがそのような都合のよい条
件を満たすとは限らない。そこで，より現実
的な場面を想定して，許容できる範囲の精度
で推定量を得るには，XとZの相関またはY

とZの相関のうち一方だけでも強ければよい
のか11），あるいはやはり両方の相関がある程
度強い必要があるのか，そのときその相関の
強さはどの程度あればよいのか，といった実
際的な問題への指針となるべく検証作業が設
定される必要がある。
　本稿では，目標変数と複数のキー変数との
相関の強さを測るために，正準相関係数
（CCE；Canonical correlation coefficient esti-

mation）12）を用いている。周知のように，こ
れは 2つの変数群の相関構造を探るための手
法であり，とくに複数の変数の相関構造を 1

つの合成指標として捉えることができる。

３．検証方法
3.1　データセットの特徴
　本稿では，法人企業統計調査（四半期調査）
の2001年第 1四半期と2000年第 4四半期に
関する調査票情報を用いて検証を進める。検
証対象は，資本金10億円以上の製造業で識別
子によりパネル化が可能であるn＝622社13）

を利用して，2001年第 1四半期の収益性指
標である総資本経常利益率と，その二期（半
年）前の安全性指標である2000年第 3四半
期の自己資本比率との相関係数の算出を目標
とする14）。
　マッチング検証用のデータセットは，表 1

に示すように，目標変数として recipientには
総資本経常利益率（Y），donorには自己資本
比率（X）を設定し15），キー変数はそれぞれ
Z1～Z8とする16）。本稿では，donor側の［X, Z］
データセットを用いて，recipient側のXを統
計的マッチングにより補定することで，［X, 

Y］が揃ったデータセットを作製することを
目標とする。
　ここで，Z1，Z2，Z4，Z7については，同
時点の情報をキー変数として利用することが
できる。ただし，標本が重複していれば，そ
れら同時点の情報はほぼ識別子の役割を果た
す可能性があるが，本研究では重複標本がな
いケースを検討するために，同時点であって
も recipientとdonorで異なる標本要素を割り

表１　データセット
［Recipient Data A：2001年Q1］ ［Donor Data B：2000年Q4］

X 　missing

Y 　総資本経常利益率（2001年Q1）
Z1　前期流動比率（2000年Q4）
Z2　前期自己資本比率（2000年Q4）
Z3　従業員数
Z4　前期資本金（2000年Q4）
Z5　売上高
Z6　経常利益
Z7　前期総資本（2000年Q4）
Z8　従業員給与

X 　前期自己資本比率（2000年Q3）
Y 　missing

Z1　当期流動比率（2000年Q4）
Z2　当期自己資本比率（2000年Q4）
Z3　従業員数
Z4　当期資本金（2000年Q4）
Z5　売上高
Z6　経常利益
Z7　当期総資本（2000年Q4）
Z8　従業員給与
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当てており，これら同時点の変数が識別子と
同等の役割を果たすものではないことに注意
が必要である。
　表 2には，検証に使用するデータの基本統
計量を示している。基本統計量に関しては，
その多くが，右に裾野が長い分布形状を示し

ていることが想定される。パラメトリック手
法を適用する際には，各変数の正規性の成立
が不可欠であることから，これをQ－Qプロッ
トにより確認すると，図 1⒜からはX，Y，
Z1を除いて，正規性を満たしていないこと
が分かる。対数変換によりある程度正規化を

表２　基本統計量

Z1 Z2 Z3 Z4 Z5 Z6 Z7 Z8 Y X

下位 3％平均  33.0 －8.1  13.6 267.2  178.8 －218.5   931.6   17.2 －2.5 －7.2

中央値 114.4 30.2 218.0 494.0 1693.0  15.0  7327.0  272.0 0.3 30.0

平均値 123.5 32.3 258.0 554.8 2058.2  29.1  8291.5  312.9 0.4 32.1

上位 3％平均 294.2 75.6 849.9 971.9 6499.6 382.3 25221.7 1012.2 3.9 75.0

標準偏差  53.7 18.8 185.2 190.7 1468.5 111.5  5429.5  223.9 1.3 19.0

（注）　キー変数のZ1からZ8は，Data A の変数を用いた結果であるが，Data Bについても同様の傾向を示している。
（出所）　著者により作成。

図１⒜　Q－Qプロット
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ング精度の改善が見込めるので，単純に比較

すると，Z1，Z2，Z6 はよいキー変数であり，

そのほかのキー変数はマッチングに有効な情

報をあまり含んでいないようにみえる17）。	
 

3.2	
 検証のプロセス	
 

本稿では，6つの手順により検証を進める。	
 

（1）まず，母集団として，識別子により完全

マッチングが可能な検証用のデータセ

ットA，B（各データのサンプルサイズは

それぞれ𝑛𝑛 = 622である）を用意し，こ

こから相関係数の真値  𝑟𝑟  を算出する。	
 

（2）母集団からサンプルサイズ  𝑛𝑛!（100）で

ランダムにサンプリングを行う。ただし，
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（注）Data	
 A	
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図１⒝　対数変換した変数のQ－Qプロット
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（注）　Data Aの変数について分析したものであるが，Data Bについても同様の傾向を示している。
（出所）　著者により作成。
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図ることは可能であるが，負の値を含む変数
については処理が難しいため，本稿ではZ3，
Z4，Z5，Z7，Z8のみ対数変換を行い，正規
化を図った（図 1⒝）。
　相関行列の特徴としては（表 3），キー変
数 Zは X（または Y）との相関が強いほどマッ
チング精度の改善が見込めるので，単純に比
較すると，Z1，Z2，Z6はよいキー変数であり，
そのほかのキー変数はマッチングに有効な情
報をあまり含んでいないようにみえる17）。

3.2　検証のプロセス
　本稿では，6つの手順により検証を進める。
⑴ 　まず，母集団として，識別子により完全
マッチングが可能な検証用のデータセット
A，B（各データのサンプルサイズはそれぞ
れn＝622）を用意し，ここから相関係数
の真値 rを算出する。

⑵ 　母集団からサンプルサイズ n1（100）で
ランダムにサンプリングを行う。ただし，
データAとBからはそれぞれ異なる要素を
抽出する。データAのサンプリングデータ
には，Xが含まれないためデータAXmisとし，
同様に，BからはYが得られないためデー
タBYmisと表記する。
⑶ 　この二つのデータAXmisおよびBYmisを統
計的マッチングにより融合することで，［X, 

Y, Z］が揃ったデータセットを作成する。
⑷ 　マッチングによりXが補定されたデータ
（AXmisの補定済みデータ）から必要な統計
量（相関係数）を算出する。この一回限り
のマッチングから得られた推定結果は単一
代入法（Single Imputation）による推定値 
SI
Ar となる。下付の Aはデータセット Aの

欠損変数Xへの補定であることを示してい
る。
⑸ 　NIBASについては，⑶と⑷をM＝30回
繰り返して得られる推定値の集合から，
Multiple Imputationによる推定値 ,

MI
A kr およ 

びその 95％信頼区間 , ,[ , ]MI MI
A k A kr r を算出す 

る。
⑹ 　標本の違いによる影響を考慮するために，
⑵から⑸の作業をK＝100回繰り返し， ,

MI
A kr  

の期待値の推定値 ( ),ˆ MI
A kE r およびカバレッ 

ジを算出する。

 
⒁

　なお，カバレッジはK＝100回の試行のうち，
95％信頼区間 , ,[ , ]MI MI

A k A kr r に真値が含まれる
割合を示す。

４．検証結果
4.1　統計的マッチング手法とバイアス
　まずはマッチング手法による結果の違いを
評価するために，Z1～Z8の 8個全てのキー
変数を適用したケースから始めよう。表 4に
は，完全データと統計的マッチング・データ，
それぞれについて100回の抽出実験により算
出された推定値の期待値（実際には，推定値
の期待値に関する推定値であるが，簡略化し
て「推定値の期待値」と表現する）が示され
ている。母集団要素をすべて使った真値
（TRUE）を基準としたとき，まず完全デー
タの抽出実験により得られた推定値の期待値
（COMP）は真値と一致している。これと比
べてNIBASによる推定値の期待値は，COMP

よりも精度は劣るが，ほぼ真値の近傍に位置
している。ただし，MHLはNIBASよりさら

( ), ,1

1ˆ
=

= ∑ KMI MI
A k A kk

E r r
K

表３　相関行列

Z1 Z2 log（Z3） log（Z4） log（Z5） Z6 log（Z7） log（Z8）

X 0.65 0.98 0.04 －0.17 －0.25 0.04 －0.12 －0.11

Y 0.17 0.21 0.00 －0.01 0.09 0.81 －0.06 －0.02

（出所） 　著者により作成。
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に精度が悪く，下方にバイアスをもつ。
　また，カバレッジについては，NIBASが
97％とCOMPの結果に近い数値を示しており，
95％信頼区間には100回の抽出実験で95回以
上真値が含まれていることが分かる。ただし，
MHLについては，カバレッジ95％を下回っ
ており，マハラノビス法で得られた95％信
頼区間を疑問視させる結果であった。マハラ
ノビス法に対して求めた相関係数の標準誤差
は，通常のデータに適用する標準誤差であり，
マッチングによる不確実性が反映されていな
いことから，信頼区間が過小に設定されてい
ることを示している。以上より，目標統計量
を相関係数としてZ1～Z8の全てのキー変数
を使用する場合，バイアスの観点からも，ま
た統計的マッチングの精度を適切に評価して
いるという点でも，MHLよりNIBASが適切
といえる。

4.2　キー変数の選択とバイアス
　統計的マッチングの精度を規定する条件付
き独立性やキー変数と目標変数との相関は，
キー変数に左右されることから，キー変数の
数やその組み合わせがマッチング精度に与え
る影響を明らかにしたうえで，利用可能な精
度でマッチング・データから推定量を得るた
めのキー変数の条件を特定しておく必要があ
る。そこで，キー変数Z1～Z8に対して，1

個だけをキー変数として利用した場合から，
8個全てを利用した場合まで，全ての組み合

わせ（全255通り）についてマッチング実験
を行った。
　その結果を，マッチングにより得られた推
定値の期待値を縦軸，条件付き従属性CIDを
横軸として，マッチング手法別に図 2に示し
ている。なお，傾向として 5つの郡に分けら
れるため，それぞれA群からE群として大別
している（マークについては図 3とともに後
述する）。
　まず，NIBASおよびMHLともに，CIDが
ゼロ付近であるときバイアスが小さく，CID

の値が高い場合にはバイアスが大きくなる傾
向がみてとれる。しかしながら，A群とB群
のようにCIDがゼロ付近にあっても，バイア
スが小さい場合と大きい場合の 2群に分かれ
るケースがある。さらにNIBASでは，CIDが
低いC群よりもCIDが高いD群が，バイアス
が若干小さいケースもある。すなわち，キー
変数の組み合わせによってCIDは異なるが，
CIDとバイアスは直線的な関係で捉えること
はできず，統計的マッチングの精度とCIAの
関係に関する理論的条件が示すような「CID

がゼロ付近＝バイアスが小さい」という関係
が必ずしも成立していないことが分かる。
　そこで，マッチングによる推定量のバイア
スを，目標変数X，Yそれぞれとキー変数と
の相関関係から捉え直してみよう。図 3にお
いて，縦軸は目標変数Xとキー変数Zの相関
の強さを示す正準相関係数（CCE），横軸は
Yとキー変数Zの相関の強さを示すCCEを示
している。とくにNIBASにおいては，A群，
B群・D群，C群・E群の順にバイアスは低
かったが，図 3の縦軸における目標変数Xと
キー変数Zの相関が強さの順位が，バイアス
の低さの順位と同じであることが分かる。す
なわち，NIBASを用いて，recipientを固定し
Xの補定のみにより［X, Y］データセットを
作成する場合には，YとZよりもXとZの相
関が強いことが不可欠であると考えられる。
これに対して，MHLでは，キー変数ZとX

表４　Ê Cor X,Y[ ( )]とカバレッジ

推定方法 ˆ[ ( , )]E Cor X Y Coverage

TRUE（n＝622） 0.213

COMP（n1＝100） 0.213 98％
NIBAS（n1＝100） 0.192 97％
MHL（n1＝100） 0.160 92％

（注） 　COMPは完全データについて標本抽出実験を
行った結果である。なお，CIDは約0.029である。

（出所） 　著者により作成。
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の相関のみではなく，ZとYの相関の強さも
精度改善に寄与しており，とくにYとZの相
関が強いC群については，NIBASよりもバイ
アスが軽減されている。
　さらに，各群のキー変数セットの特徴を詳
細に検討すると，表 5のように，正準相関係
数の大きさに応じて，各群に共通する特徴を

抽出することができる。本稿での課題の場合，
キー変数セットの中で目標変数と最も相関が
強い変数によってマッチングの良し悪しのパ
ターンが分類できる。逆にみれば，望ましい
キー変数選択の基準として，正準相関係数が
そのようなデータサイドの事情を適確に捉え
ているものと考えられる。

図２　キー変数セット別，Ê Cor X,Y[ ( )]とCIDの関係
⒜　NIBAS ⒝　MHL

図３　データAとBの正準相関係数 図４　キー変数の数と Ê Cor X,Y[ ( )]の関係
（NIBAS，A・B・C群）

（注）　図 2および図 4のマークは，図 3の結果をもとに分類している。
（出所）　著者により作成。
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 各群と  𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑋𝑋   および  𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑌𝑌   の最大値	
 

群	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑋𝑋   の最大値	
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 と CID の関係	
 

(a)	
 NIBAS	
 

	
 

(b)	
 MHL	
 

	
 

図 3	
 データ Aと Bの正準相関係数	
 

	
 

図 4	
 キー変数の数と𝐸𝐸[𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑋𝑋,𝑌𝑌 ]の関係

（NIBAS，A・B・C群）	
 

	
 
（注）図2および図4のマークは，図3の結果をもとに分類している。	
 

（出所）著者により作成。	
 

表 5	
 各群と  𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑋𝑋   および  𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑌𝑌   の最大値	
 

群	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑋𝑋   の最大値	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍,𝑌𝑌   の最大値	
 備考	
 

A	
 (○)	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍2,𝑋𝑋 = 0.98	
 
𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍6,𝑌𝑌 = 0.82  	
 

または  𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍2,𝑌𝑌 = 0.21	
 Z2 を含む組み合わせ	
 

B	
 (△)	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍1,𝑋𝑋 = 0.65	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍6,𝑌𝑌 = 0.82	
 
Z1	
 と	
 Z6 を含み Z2 は含ま

ない組み合わせ	
 

C	
 (+)	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍6,𝑋𝑋 = 0.20	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍6,𝑌𝑌 = 0.82	
 
Z6	
 を含み Z2	
 と Z1 は含ま

ない組み合わせ	
 

D	
 (×)	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍1,𝑋𝑋 = 0.65	
 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑍𝑍1,𝑌𝑌 = 0.16	
 Z1	
 を含み Z2	
 と Z6 は含ま

ない組み合わせ	
 

E	
 (◇)	
 上記以外	
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　なお，図 4からキー変数の数とバイアスの
関係（NIBAS）について確認することができ，
特に変数の数の多寡で推定精度が決まるわけ
ではないことがわかる。

4.3　キー変数の選択とカバレッジ
　点推定量の特性を踏まえたうえで，統計的
マッチングによる 95％信頼区間の特性を，
キー変数の組み合わせとの関連で確認してお

こう。
　図 5には，NIBASの結果として，信頼区
間のカバレッジ（縦軸）を⒜XとYの相関係
数の推定値の期待値との関連で，また⒝分散
推定値の期待値との関連でグラフ化したもの
である。
　図5⒜によれば，真値の近傍にあるA群（○）
はカバレッジも95％以上であり，若干バイ
アスのあるB，D群（△，×）の95％信頼区

表５　各群と Cor(Z, X)および Cor(Z, Y)の最大値

群 Cor(Z, X)の最大値 Cor(Z, Y)の最大値 備考

A（○） Cor(Z2, X)＝0.98
Cor(Z6, Y)＝0.82

またはCor(Z2, Y)＝0.21
Z2を含む組み合わせ

B（△） Cor(Z1, X)＝0.65 Cor(Z6, Y)＝0.82
Z1とZ6を含みZ2は含まない
組み合わせ

C（＋） Cor(Z6, X)＝0.20 Cor(Z6, Y)＝0.82
Z6を含みZ2とZ1は含まない
組み合わせ

D（×） Cor(Z1, X)＝0.65 Cor(Z1, Y)＝0.16
Z1を含みZ2とZ6は含まない
組み合わせ

E（◇） 上記以外

図５　カバレッジの特徴（NIBAS）
⒜　Cor(X, Y) の期待値 ⒝　総分散の期待値

（注）　マークの種別は図 3と同様である。またTotal Varianceは，相関係数の変換値に対する分散である。
（出所）　著者により作成。
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ことが不可欠であると考えられる。これに対

して，MHL では，キー変数 Z と X の相関のみ

ではなく，Z と Y の相関の強さも精度改善に

寄与しており，とくに Y と Z の相関が強い C

群については，NIBAS よりもバイアスが軽減

されている。	
 

さらに，各群のキー変数セットの特徴を詳	
 

細に検討すると，表 5のように，正準相関係

数の大きさに応じて，各群に共通する特徴を

抽出することができる。本稿での課題の場合，

キー変数セットの中で目標変数と最も相関が

強い変数によってマッチングの良し悪しのパ

ターンが分類できる。逆にみれば，望ましい

キー変数選択の基準として，正準相関係数が

そのようなデータサイドの事情を適確に捉え

ているものと考えられる。	
 

なお，図 4からキー変数の数とバイアスの

関係（NIBAS）について確認することができ，

特に変数の数の多寡で推定精度が決まるわけ

ではないことがわかる。	
 

	
 

4.3	
 キー変数の選択とカバレッジ	
 

点推定量の特性を踏まえたうえで，統計的

マッチングによる 95%信頼区間の特性を，キ

ー変数の組み合わせとの関連で確認しておこ

う。	
 

図 5 には，NIBAS の結果として，信頼区間

のカバレッジ（縦軸）を（a）Xと Yの相関係

数の推定値の期待値との関連で，また（b）分

散推定値の期待値との関連でグラフ化したも

のである。	
 

図5(a)によれば，真値の近傍にあるA群（○）

はカバレッジも 95%以上であり，若干バイア

スのあるB，D群（△，×）の 95%信頼区間に

ついても，多くが 90%以上の比率で真値をカ

バーしている。図5(b)から推察できるように，

バイアスが大きい B，D群については，推定量

の分散（Total	
 variance）が大きくなること

でカバレッジが高く保たれていることが分か

る。ただし，比較的バイアスの大きい C,E群

（＋，◇）については，カバレッジが 90%を

下回るケースもある。	
 

図 5	
 カバレッジの特徴（NIBAS）	
 

(a) 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶 𝑋𝑋,𝑌𝑌 の期待値 

 

(b) 総分散の期待値 

 
（注）マークの種別は図3と同様である。またTotal	
 Variance は，相関係数の変換値に対する分散である。	
 

（出所）著者により作成。 
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間についても，多くが90％以上の比率で真
値をカバーしている。図 5⒝から推察できる
ように，バイアスが大きいB，D群については，
推定量の分散（Total variance）が大きくなる
ことでカバレッジが高く保たれていることが
分かる。ただし，比較的バイアスの大きいC，
E群（＋，◇）については，カバレッジが
90％を下回るケースもある。
　これらの結果を正準相関係数との関係から
整理すれば，A，B，D群のようにある程度，
XとZの正準相関係数が高ければ，CIDがゼ
ロ付近でなくバイアスがあったとしても，も
しくはCIDの確認が困難な場合でも，信頼区
間を頼りに分析を進めることができる。しか
しながら，C，E群のように，XとZの正準
相関係数が低い場合には，信頼区間自体も妥
当性を欠く。結論的にはXと強い相関を示す
キー変数を改めて探すこと，もしくは補助情
報の獲得と利用が求められる18）。
　なお，MHLから得られた推定量の期待値
とカバレッジとの関係からは（図 6），推定
量のバイアスが大きくなるにつれカバレッジ
は低下しており，95％信頼区間とは名ばかり
の結果である。とくに，本稿で適用したマハ

ラノビス距離関数に基づく信頼区間に関して
は，マッチングによる不確実性をその評価方
法に反映させることができないため，そのま
ま分析に利用するのは問題である。マハラノ
ビス法に関しては，マッチング誤差の評価方
法を含めてさらなる検討が必要である。

５．おわりに
　本稿では，法人企業統計調査の調査票情報
を対象に，マッチング・データからの推定量
（相関係数）とマッチング手法およびキー変
数選択との関連について検証した。
　法企データの一部の調査変数に関しては，
調査票情報として前期と当期のデータが与え
られているため，パネルデータを作製する際
の障壁となるキー変数の時点間のズレに関す
る問題を，ある程度回避できる。そのため法
企データは統計的マッチングによるパネル化
という点では，他統計に比して有利な条件が
揃っている。このような条件を活用しながら，
とりわけ精度の高いマッチング推定量（相関
係数）を得るための条件を抽出実験により明
らかにすることを試みた。
　その結果，バイアスおよびカバレッジにお
いて，ノンパラメトリック手法であるマハラ
ノビス法よりもパラメトリック手法である
NIBASのほうが，良い推定量を与えている
こと，またキー変数選択の際には，CIDがゼ
ロ付近であり，かつキー変数と目標変数Xと
の相関（正準相関係数）が極めて強いことが
不可欠である。CIDの観測には完全データが
必要だが，完全データに代わって補助的な小
サンプルデータなどが入手できれば，これら
の条件を満たすようキー変数の選択を行えば
よい。なお，キー変数の数の多寡はマッチン
グの精度に強い作用を及ぼすものではないた
め，キー変数を増やすことよりも，可能なか
ぎり目標変数XおよびYとの相関が両者とも
に強いキー変数を用意する方が効果的といえ
る。

図６　カバレッジの特徴（MHL）

（注）　マークの種別は図 3と同様である。
（出所）　著者により作成。
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これらの結果を正準相関係数との関係から

整理すれば，A，B，D群のようにある程度，X

と Z の正準相関係数が高ければ，CID がゼロ

付近でなくバイアスがあったとしても，もし

くはCIDの確認が困難な場合でも，信頼区間

を頼りに分析を進めることができる。しかし

ながら，C，E群のように，Xと Zの正準相関

係数が低い場合には，信頼区間自体も妥当性	
 

を欠く。結論的には Xと強い相関を示すキー

変数を改めて探すこと，もしくは補助情報の

獲得と利用が求められる18）。	
 

なお，MHL から得られた推定量の期待値と

カバレッジとの関係からは（図 6），推定量の

バイアスが大きくなるにつれカバレッジは低

下しており，95%信頼区間とは名ばかりの結果

である。とくに,本稿で適用したマハラノビス

距離関数に基づく信頼区間に関しては，マッ

チングによる不確実性をその評価方法に反映

させることができないため,そのまま分析に

利用するのは問題である。マハラノビス法に

関しては，マッチング誤差の評価方法を含め

てさらなる検討が必要である。	
 

	
 

5.	
 おわりに	
 

本稿では，法人企業統計調査の調査票情報

を対象に，マッチング・データからの推定量

（相関係数）とマッチング手法およびキー変

数選択との関連について検証した。	
 

法企データの一部の調査変数に関しては，

調査票情報として前期と当期のデータが与え

られているため，パネルデータを作製する際

の障壁となるキー変数の時点間のズレに関す

る問題を，ある程度回避できる。そのため法

企データは統計的マッチングによるパネル化

という点では，他統計に比して有利な条件が

揃っている。このような条件を活用しながら，

とりわけ精度の高いマッチング推定量（相関

係数）を得るための条件を抽出実験により明

らかにすることを試みた。	
 

その結果，バイアスおよびカバレッジにお

いて，ノンパラメトリック手法であるマハラ

ノビス法よりもパラメトリック手法である

NIBAS のほうが，良い推定量を与えているこ

と，またキー変数選択の際には，CID がゼロ

付近であり，かつキー変数と目標変数Xとの

相関（正準相関係数）が極めて強いことが不

可欠である。CID の観測には完全データが必

要だが，完全データに代わって補助的な小サ

ンプルデータなどが入手できれば，これらの

条件を満たすようキー変数の選択を行えばよ

い。なお，キー変数の数の多寡はマッチング

の精度に強い作用を及ぼすものではないため，

キー変数を増やすことよりも，可能なかぎり

目標変数Xおよび Yとの相関が両者ともに強

いキー変数を用意する方が効果的といえる。	
 

さらに，95%信頼区間に含まれる真値の割合

を示すカバレッジ指標（NIBAS）については，

目標変数との相関が強いキー変数の組み合わ

せにおいて，高いパフォーマンスが示されて

図6	
 	
 カバレッジの特徴（MHL）	
 

	
 
（注）マークの種別は図3と同様である。	
 

（出所）著者により作成。	
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　さらに，NIBASの95％信頼区間に含まれ
る真値の割合を示すカバレッジ指標について
は，目標変数との相関が強いキー変数の組み
合わせにおいて，高いパフォーマンスが示さ
れており，マッチング誤差に起因する不確実
性が，ある程度，多重代入法によりカバーさ
れていることがわかる。もしCIDがゼロ付近
にあるか否か確認できない場合には，正準相
関係数がある程度高い水準にあることを確認
のうえ，マッチング誤差も含めて推定値を評
価する信頼区間を分析に利用すればよい。

　統計的マッチングの実用化のためには，理
論面からのアプローチだけでなく，具体的な
統計調査データに即してより多くの検証事例，
または適用事例を蓄積していくことが重要と
いえる。そのような経験の蓄積が，真値が不
明な状況下で適切なキー変数セットを選択す
るための方法論の確立，およびマッチング誤
差計測の精度向上に不可欠といえる。本稿の
成果を用いた統計的マッチングによる法人企
業統計調査の疑似パネルデータ分析について
は，稿を改めることにしたい。
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注

1  ）統計的マッチングを実行することなく，分析に必要な変数が全て揃ったデータを完全データと呼
ぶことにする。

2  ）法人企業統計調査（財務省）には，年次別調査（1948年から実施）および四半期別調査（1950年
から実施）があり，1983年以降の調査設計では，資本金10億円以上の企業は全数調査，10億円未
満の企業は標本調査が行われている。また，四半期別調査の調査実施時期は，4～6月，7～9月，
10～12月，および 1～3月の仮決算計数を，それぞれ 8月，11月，2月，および 5月に調査してい
る（財務省，2011）。なお，四半期別調査では，1年間は固定標本であるから，資本金規模によら
ず識別子（あるいは企業名，住所などの照合）により年度内については完全照合によるリンケージ
は可能である。ただし実際には，無回答などによりリンケージできない要素もある。

3  ）データAとBに同一の標本が含まれ，かつキー変数Zとして個体識別子（ID）が付与されている
場合には完全マッチングが可能となる。

4  ）統計的マッチングの詳細は，Rässler（2002），pp.15－43およびD’Orazio et. al. （2006） pp.13－64を
参照。

5  ）近年，傾向スコアを用いた手法（Propensity Score Matching; PSM）も多用されている（Guo ＆ 
Fraser，2010，pp.127－210；星野，2009，pp.191－212）。マハラノビス法では，キー変数（共変量）
をそのまま照合に用いて最近隣距離法によりマッチングを行うが，PSMは共変量を傾向スコアに集
約してその近さでデータをマッチングするという違いがある。これに対して，NIBASは実際には
donor ファイルのデータを recipientファイルにリンケージしているのではなく，donorファイルと
recipientファイルからなる多変量分布を想定して，モデルベースでの補定値をマッチング・データ
とする点で，これらとは大きく異なる（注 7を参照）。なお，Rässler （2002） pp.25－42には，3変量
正規分布により発生させたシミュレーション・データをもとに，傾向スコアを用いた統計的マッチ
ングの精度を検証し，マッチング後のXとYの相関係数のバイアスが大きいことを示している。

6  ）マハラノビス距離関数に基づくマッチングは，データAに属する i番目の要素のキー変数ベクト
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ルを zi
A，データBに属する j番目の要素のキー変数ベクトルを zj

B，またAとBをマージしたキー変数
の分散共分散行列をΣZZとする。このとき，これら任意の要素間の距離は以下のように定義でき，マッ
チングの際には，この距離が最小となるような要素同士を接合する。

　dAB＝（zi
A－zj

B）T ΣZZ
－1（zi

A－zj
B）

　　なお，MHLの理論的詳細は Rässler （2002） p.56を参照のこと。
7  ）NIBASは，多変量正規分布のパラメータ（μX|ZY, μX|ZY, ΣX|ZY, ΣY|ZX）をベイジアンベースにより展
開し推定する方法である。

　X|y, β, Σ～N（μX|ZY ; ΣX|ZY）
　Y|x, β, Σ～N（μY|ZX ; ΣY|ZX）

　 μX|ZYおよびμY|ZXはそれぞれ回帰モデルを想定して正規分布により発生させ，またΣX|ZYおよび
ΣY|ZXは逆ウィシャート分布により発生させたうえで，上記モデルに適用し欠損値を確率的に発生
させる。なお，NIBASの理論的詳細はRässler （2002） pp.96－107を参照のこと。

8  ）これに対して 1回限りの補定を単一代入法（Single Imputation）と呼ぶ。
9  ）プログラムコードの詳細は，Rässler （2002） pp.214－221を参照のこと。なお，SPLUSとRのコマ
ンドには相違がある場合もあるため注意が必要である。

10 ）CIAに関する計測方法は，荒木・美添（2007）に提示されており，栗原（2012a）では相関係数
とCIDの理論的関係とともにモンテカルロ・シミュレーションによりその特性を検証している。

11 ）栗原（2012a）では，ノンパラメトリック法を用いたシミュレーション結果から，XとYの少な
くとも一方がキー変数と相関が強ければ，統計的マッチングは利用可能であることを示している。

12 ）変数群のひとつが 1変量で構成されている正準相関係数は重相関係数と一致するが，本稿では一
般性を保つために正準相関係数として議論している。

13 ）検証用データセット（622サンプル）からは，マハラノビス距離にもとづき有意水準 5％で外れ
値を検出・除外している（奥野・山田，1995，pp.134－137）。

14 ）法企データの場合，1ファイル内に前期と当期の値が与えられていることから，統計的マッチン
グによりパネル化をせずとも，一期前の値との相関係数は容易に求められる。

15 ）統計的マッチングの基本は同時分布を捉えることにあるため，実際の分析に利用する変数が比率
や合成値などの場合には，原データをマッチングした後に比率や合成値に変換するのではなく，変
換後の値に対してマッチングを適用し，推定量を求めたほうが精度がよい。

16 ）キー変数には，目標変数との間に可能な限り多様な相関を示す変数を選択している。
17 ）なお，完全データによるXとYの相関係数は0.21であった。このことから，大企業・製造業（外
れ値除外）サンプルに限れば，総資本経常利益率（Y）に対する相関は，1期前の自己資本比率（Z2）
であっても 2期前の自己資本比率（X）であっても0.21と不変である。

18 ）本稿の精度検証をもとに，資本金10億円未満の企業に関して，統計的マッチングを試行したと
ころ，最も正準相関係数が高い（ZとXのCCEは0.98，ZとYのCCEは0.51）キー変数の組み合わ
せは全てのキー変数を使用したケースであり，目標変数の相関係数は0.055，信頼区間は［0.006，
0.104］であった。資本金10億円以上の企業では，0.21であったことから，資本金規模が小さい企
業に関しては，当期収益性と 2期前の安全性との相関は無い（または極めて小さい）ことが示され
ている。
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Estimation Precision of Statistical Matching and
Selection Effects of Common Variables

Yukiko KURIHARA＊

Summary

　This study verifies the precision of correlation coefficients based on statistical matching and multiple im-

putation under different matching methods and combinations of common variables. The matching methods 

for verification are a non－parametric approach based on Mahalanobis distance and the Bayesian regression 

imputation method （NIBAS）̶ a parametric method. Questionnaire data from the Financial Statements Sta-

tistics of Corporations by Industry （Ministry of Finance） were used to clarify the effectiveness of matching 

data created from different sample datasets.

　The three main findings are as follows: First, NIBAS enables the estimation of correlation coefficients 

with lesser bias than those of the Mahalanobis matching method. Second, the primary condition for high－
precision estimation is a combination of common variables with both low conditional dependence and strong 

correlation with target variables. Finally, the confidence interval computed by multiple imputation with NI-

BAS suitably covers the true value and measures the uncertainty inherent in statistical matching, except in 

the case of point estimates with extremely large bias.

Key Words

Bayesian regression imputation, Multiple imputation, Mahalanobis method, Canonical－correlation coeffi-

cient, Sampling experiment

＊　 Faculty of Humanities, Hirosaki University
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はじめに
　本稿の目的は，消費者物価指数（Consumer 

Price Index：以下CPI）の算出における「下
位集計」に注目し，「下位集計」の段階で生
じると指摘される「下位代替バイアス」につ
いて，「上位代替バイアス」との比較を通じ
て詳細に検討し，その特徴を明らかにするこ
とである。
　CPIの算出には，「下位集計」（Lower Lev-

el of Aggregation）および「上位集計」（Upper 

Level of Aggregation）という 2つの集計段階
（集計レベル）がある。日本のCPIを例にと
れば，「下位集計」とは，店舗ごとに得られ
た各品目の価格データから「市町村別品目別
価格指数」を算出する集計段階のことであり，
「上位集計」とは，「下位集計」により得られ

た「市町村別品目別価格指数」から，地方別，
都市階級別，全国平均の指数，あるいは，よ
り上位の類指数，総合指数を算出する集計段
階のことである1）。
　「下位集計」において生じると指摘される
「代替バイアス」が「下位代替バイアス」で
あり，「上位集計」において生じると指摘さ
れる「代替バイアス」が「上位代替バイアス」
である。すなわち，The advisory commission

（1996）において類型化されたように，「代替
バイアス」は「下位代替バイアス」および「上
位代替バイアス」から構成される。それ以前
から，各種バイアスに関する研究が蓄積され
てきたものの，「代替バイアス」に関して言
えば，「下位代替バイアス」に関する研究が，
「上位代替バイアス」に関する研究と比較し
て少ない。「下位代替バイアス」は，「上位代
替バイアス」とともに「代替バイアス」とし
て一括して議論されることも多いが，「代替

【論文】

下位集計における価格変動とバイアス

鈴木雄大＊

要旨
　CPIの算出には，大別して 2つの集計段階，すなわち，「上位集計」と「下位集計」
がある。品目間および銘柄間における消費者の代替行動と関連して，「上位集計」
では「上位代替バイアス」，「下位集計」では「下位代替バイアス」の存在が指摘さ
れている。「上位代替バイアス」は，ラスパイレス式が品目間の相対価格の変動に
伴うウエイトの変化を考慮しないことから，ウエイトの過大評価，過小評価を通じ
てもたらされる，上方のバイアスである。他方，「下位代替バイアス」は，「上位代
替バイアス」と 2つの点で異なる。第 1に，「下位代替バイアス」は，ウエイトの
過大・過小評価を通じてもたらされるものではない。第 2に，「下位代替バイアス」
は，相対価格が上昇した場合には上方のバイアスが，下落した場合には下方のバイ
アスが生じる。

キーワード
消費者物価指数，下位集計，下位代替バイアス，生計費指数

＊　立教大学大学院経済学研究科博士課程後期課程
E－mail：suzuki-t@rikkyo.ac.jp
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バイアス」の議論を見ると，その多くが「上
位代替バイアス」に関する議論である。これ
は，「上位集計」におけるウエイトの問題，
銘柄変更に伴う「品質調整バイアス」への傾
注等によるものであると推察され，「下位代
替バイアス」を解消するための手法が確立さ
れているからではない。また，「下位代替バ
イアス」が無視しうる水準にとどまるためで
もない2）。
　「上位代替バイアス」は，指数算式の選択，
特にウエイトのとり方からみた指数算式の選
択と密接に関連する。「上位代替バイアス」
は「上位集計」における消費者の代替行動を
指数に反映できないことにより生じ，「下位
代替バイアス」は「下位集計」における消費
者の代替行動を指数に反映できないことによ
り生じる。「上位代替バイアス」をもたらす
消費者の合理的行動は，「生計費指数」（Cost－
of－Living Index：以下COLI）の定義とともに
論じられるところであるが，「下位代替バイ
アス」に関連して，消費者の合理的行動が具
体的に論じられることはほとんどない。しか
し，「下位集計」における価格の変化と，そ
れに対する消費者の合理的行動によってもた
らされる指数のバイアスは，「上位代替バイ
アス」をもたらすそれと同一ではない。「下
位代替バイアス」を論じるとき，議論される
べきは，「下位集計」における価格の変動と
消費者の行動でなければならない。
　他方で，主要国のCPIの作成方法を顧みる
と，「下位代替バイアス」に関する研究蓄積
が少ないにもかかわらず，各国で採用される
指数算式は統一されていない。「上位集計」
で利用される指数算式としては，ウエイト参
照時点や基準改定の間隔等に相違が見られる
ものの，ラスパイレス指数が共通して採用さ
れている。参考系列として公表される指数に
は，米国における連鎖ツルンクヴィスト指数
等が見受けられるが，CPIの主要系列では，
一貫してラスパイレス指数が採用されている。

「下位集計」では，G7諸国に限定しても，算
術平均指数を採用する国，幾何平均を採用す
る国，両者を併用する国というように，国に
よって指数算式が異なる。「下位集計」の採
用指数が異なるドイツ，フランス等から構成
されるEUが作成する調和平均物価指数
（Harmonized Index of Consumer Prices，以下
HICPs）では，統一して算術平均指数が利用
されている。
　このように，主要国で利用される「下位集
計」の指数算式は統一されておらず，加盟各
国のCPIsを基に作成されるHICPsも，加盟
国の作成方法と一致していない。HICPsの作
成機関であるEurostat（2013）によれば，「下
位集計」において採用される指数算式は
Dutot指数と Jevons指数のいずれでもよいと
され3），議論の定立をみない。いずれの指数
算式を採用するかは，銘柄の選定方法等にも
関わるため，安易に結論付けすべきではない。
　CPIの算出手順は，細部においては各国の
CPI作成機関によって異なるものの，地域お
よび品目の詳細な分類から，より広範囲にわ
たる地域およびより大きな品目分類へと指数
を積み上げる点で共通している。「下位集計」
で算出される基本価格指数は，より上位の地
域別指数，類指数，全国の総合指数（すなわ
ち，CPI）を算出するための基礎となり，こ
れらの上位指数の精度に多分に影響する。「上
位集計」における価格の変化とバイアスの関
係だけでなく，「下位集計」における価格と
バイアスの関係，およびその特徴を明らかに
することは，CPIの精度について論じるうえ
で不可欠である。

１．CPIの集計段階
1－1．下位集計と上位集計
　CPIの算出における 2つの段階，すなわち
「下位集計」と「上位集計」，およびこれらの
集計段階で生じると指摘される「下位代替バ
イアス」と「上位代替バイアス」の一般的解
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釈について，CPIの作成過程とともに以下に
示す。
　総務省統計局（2010）によれば，日本の
CPIの作成過程は以下の 7つから構成される。
すなわち，「第 1　比較時価格の算出」，「第
2　比較時価格の算出時における品質調整」，
「第 3　基準時価格の算出」，「第 4　ウエイ
トの作成」，「第 5　指数の算出方法及び作成
系列」，「第 6　新・旧指数の接続」，「第 7　
季節調整」である。「下位集計」に特に関連
するのは，「第 1　比較時価格の算出」，「第
3　基準時価格の算出」，「上位集計」に特に
関連するのは，「第 4　ウエイトの作成」，「第
5　指数の算出方法及び作成系列」，である4）。
　「第 1　比較時価格の算出」は，次式によ
り行われる5）。なお，記号等は総務省統計局
（2010）に従う。

⑴

　ここで，t：比較時，i：品目，j：市町村，
　　　　　k：店舗，n：調査価格数
　「第 3　基準時価格の算出」は，次式によ
り行われる。基準時価格は，原則として，基
準年の各月の比較時価格を単純平均して算出
される。

⑵

　ここで，0：基準時，M：価格のある月数，
　　　　　t：月，i：品目，j：市町村
　なお，生鮮食品については，月別ウエイト
により加重平均する。

⑶

　ここで，w：ウエイト
　生鮮食品において月別ウエイトを作成する
のは，旬などにより月ごとに購入量・支出額
の変動が大きいためである。生鮮食品は旬の
時期に生産量・流通量・購入量が増加する傾
向にあることから，月別ウエイトを作成しな
い場合，旬の時期にはウエイトを過小評価す
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ることになり，旬以外の時期にはウエイトを
過大評価をすることになる。
　以上の方法により，市町村別品目別

4 4 4 4 4 4 4

の比較
時価格および基準時価格が算出される。比較
時価格と基準時価格の比をとることで，市町

4 4

村別品目別
4 4 4 4 4

の価格指数を得る。これが「下位
集計」である。

市町村別品目別価格指数＝

⑷

　⑷式から明らかなように，原則として，「下
位集計」ではウエイトは考慮されない。
　「上位集計」では，市町村別品目別のウエ
イトを作成し，このウエイトと，「下位集計」
において算出された市町村別品目別価格指数
とを利用して加重平均を行う。「上位集計」
の指数算式は，基準時加重相対法算式（ラス
パイレス型）である。

⑸

　ここで， I：総合指数，p：価格，q：購入
数量，w：ウエイト（＝pq）， 

i：品目，j：市町村，0：基準時，  

t：比較時
　日本のCPIの算出手順は図 1のとおりであ
る。
　まず，図 1左上の「⑴市町村別品目別価格
指数」が算出され，次に「⑵全国及び地方・
都市階級別の品目別価格指数」が算出され，
その後地域ごとに「⑶上位類及び総合指数」
が算出される。「⑵全国及び地方・都市階級
別の品目別価格指数」は，「⑴市町村別品目
別価格指数」と各市町村の品目別ウエイトに
よる加重平均で求められる。
　「⑵全国及び地方・都市階級別の品目別価
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格指数」の算出では，「地域」という側面か
ら階層化された最下層の「市町村」から，よ
り上位の「都道府県」や「全国」へと指数が
集計される。同様に，「⑶上位類及び総合指
数」の算出では，「品目階層」という側面か
ら階層化された最下層の「品目」から，より
上位の「類指数」や「総合指数」へと指数が
集計される。したがって，図 1においては，
左上に位置する「⑴市町村別品目別価格指
数」の算出のみが「下位集計」となり，その
他の集計段階はすべて「上位集計」となる。
図 1における縦方向の集計は一般に「上位集
計」として理解されるが，横方向の「地域」
の集計については品目の場合と比較して言及
されることが少ないものの，地域に関する上
位の層への集計も「上位集計」である。
　「下位集計」および「上位集計」の区分は
以上のとおりであるが，両者はしばしば，そ
こで採用される指数算式に基づいて区別され
る。たとえば菅（2005）は，「下位集計」に
ついて次のように指摘する。「基本類価格指
数［市町村別品目別価格指数，あるいは基本
集計項目に相当する―筆者］の特徴は，そ

の作成において購入量あるいはウェイトに関
する情報が利用不可能なことである。」6）。つ
まり，「下位集計」では，ウエイトに関する
情報が利用できないことから，基本集計項目
を算出する指数には購入量あるいはウエイト
が含まれないことになる。実際，「下位集計」
において利用される指数は価格データのみか
ら市町村別品目別価格指数を算出するため，
2つの集計レベルについて指数算式を基準と
して区分する場合と，地域・品目の層を基準
として区分する場合とでは，ほとんど不一致
は生じない7）。「上位集計」におけるウエイト
は当該地域，当該品目の重要度を考慮するた
めに利用される。

1－2．下位集計の指数算式
　「下位集計」で利用される指数算式には代
表的な 3つの指数がある。すなわちCarli（カ
ルリ）指数，Dutot（デュト）指数，Jevons

（ジェヴォンズ）指数である。Carli指数およ
びDutot指数は算術平均指数であり，Jevons

指数は幾何平均指数である。各指数算式は以
下のとおりである。

図１　CPIの算出手順

（出所）　総務省統計局（2010）『平成22年基準消費者物価指数の解説』を基に一部加筆

4 
 

図 1 CPI の算出手順 

 
出所）総務省統計局（2010）『平成 22 年基準消費者物価指数の解説』を基に一部加筆 
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Carli指数

⑹

Dutot指数

⑺

Jevons指数

⑻

　G7諸国で採用されている「下位集計」の
指数算式を見ると，日本のCPIでは価格の算

4 4 4 4

術平均の比
4 4 4 4 4

，すなわちDutot指数が採用され
ており，ドイツのCPIでもDutot指数が採用
されている。他方，カナダ，イギリス，フラ
ンス，イタリアでは価格比の単純幾何平均

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
すなわち Jevons指数が利用されている。米
国は他のG7諸国と異なり，全体の61％の品
目で Jevons指数が，残る39％の品目で価格

4 4

比の単純算術平均
4 4 4 4 4 4 4 4

，すなわちCarli指数が採
用されている8）。米国の指数算式は，かつては
すべての品目でCarli指数であった。The ad-

visory commission（1996）およびBLS（1997）
での議論とその後の検討を踏まえ，BLSは
1999年 1月の公表指数から，61％の品目の
指数算式を幾何平均指数に切り替えた。採用
される指数算式は品目の（支出の）価格弾力
性に基づいて選択され，価格弾力性の高い品
目では幾何平均指数が，価格弾力性の低い品
目では算術平均指数が引き続き採用されてい
る。
　「下位集計」における指数算式の選択は，
「上位集計」における指数算式の選択と同様
にこれまでも議論されてきた。たとえば，指
数算式が満たすべき望ましい性質について複
数のテストを設定し，より多くの望ましい性
質を備えた指数を採用する「公理論的接近
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法」があり，米国のように価格弾力性の高低
によって算式を決定するという方法があり，
調査銘柄の選定方法との関連から指数の選択
を判断する方法等がある。
　米国では，いずれも算術平均指数ではある
ものの，Dutot指数ではなく，Carli指数が採
用されている。他方，日本やEUにおける「下
位集計」ではCarli指数ではなく，Dutot指数
が採用されている。Eurostat（2013）によれば，
指数算式はDutot指数と Jevons指数のいずれ
でもよいとされているが9），この根拠は指数
算式への「公理論的接近法」による。すなわ
ち，Jevons指数は，「連続性」，「同一性」，「現
在時点価格に関しての単調性」，「基準時点価
格に関しての単調性」，「現在時点価格に関し
ての比例性」，「基準時点価格に関しての比例
性」，「中間値検査」，「店舗の対称的取り扱い」，
「価格飛び跳ね検査」，「時間逆転」，「推移性」，
「単位共通性」という12項目のテストのすべ
てを満たす。Dutot指数は「単位共通性検査」
以外のすべてのテストを満たし，Carli指数
は「価格飛び跳ね検査」，「時間逆転検査」，
「推移性検査」以外のテストを満たす10）。
　Dutot指数が満たさない「単位共通性検査」
は，各商品の計測単位の変更が指数値の変更
をもたらさないことを要求する。したがって，
これを満たさないDutot指数は単位の選択・
変更に慎重になるべき指数ということになる。
米国のCPIは他国のCPIと比較して品目数が
少なく11），同一の品目に分類される商品の同
質性という観点からすれば，品目内の同質性
は他国のCPIの同質性と比較して，相対的に
低くなる。「下位集計」において算出される
基本価格指数に異質的な財を含む品目がある
場合，Dutot指数は不適当となる。他方，品
目数が多く，品目内の商品の同質性がかなり
の程度確保されると考えられる日本のCPIや
欧州のHICPsでは，Dutot指数の「単位共通
性検査」を満たさないことの重要性が，米国
の場合と比較して小さくなる。これが，米国
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においてDutot指数ではなくCarli指数が採用
される理由である。
　「下位集計」の指数算式の選択は調査銘柄
の選定方法とも関連する。日本のCPIでは基
本的に，具体的な銘柄を統計局が指定する方
法（原則として 1品目 1銘柄，あるいは典型
抽出法と呼ぶ）が採用されている。米国では
詳細な銘柄の指定は行われず，品目内におけ
るある程度の異質性を認めたうえで，販売額
に応じた確率で調査銘柄を抽出する確率比例
抽出法が採用されている。確率比例抽出法で
は，店舗ごとに当該店舗の販売額に比例した
確率で銘柄が抽出される。この方法では，価
格調査が行われる店舗によって調査銘柄が変
化し得る。品目内における銘柄のある程度の
異質性が認められていることを考慮すれば，
同一の品目に分類されるものの同質の財とは
みなせないものが混在する可能性があり，そ
の場合には，品目内の変動が大きくなるため，
Carli指数では過大な偏りが生じることにな
る。
　確率比例抽出法を用いた場合，Carli指数
によって過大な偏りが生じるのは，調査銘柄
が入れ替わることで，同質ではない財の比を
とることになるからである。Carli指数では
「品目内」の「銘柄」の比をとっている。他方，
Dutot指数は銘柄が入れ替わっても最終的に
は「品目間」での比をとるので，非同質的な
銘柄が同一品目内に混在する場合には，Carli

指数に比べ偏りは小さくなる。
　日本やEUのように詳細な銘柄指定がなさ
れ，価格が調査される商品の店舗間での同質
性が確保されている場合は，価格の算術平均
の比であるDutot指数によって安定的に集計
できる。EUのHICPsではCarli指数は不適当
だが，Dutot指数と Jevons指数はいずれを用
いてもよいとされているのはこのためである。

２．下位代替バイアス
2－1．下位代替バイアスと上位代替バイアス
　CPIのバイアスは，それをもたらす要因や
類型に関わらず，何らかの測定されるべき正
しい指数と，現実に測定された指数（すなわ
ち，CPI）との乖離を指す総称である。The 

advisory commission（1996）で類型化された
バイアスは，それらのバイアスをもたらす要
因から分類されたものである。「代替バイア
ス」は相対価格の変化に対する消費者の代替
行動を指数に反映させることができないため
に生じるバイアスとして定義される。「代替
バイアス」は「下位代替バイアス」および「上
位代替バイアス」から構成され，「下位代替
バイアス」および「上位代替バイアス」は，
それぞれ「下位集計」，「上位集計」における
消費者の代替行動に起因する。
　ここで，何らかの正しい指数，すなわち，
CPIが測定するべき目標は主要国を見ても統
一された見解は存在しない。日本のCPIは固
定されたマーケット・バスケットの購入に要
する費用の比率によって与えられる，財・
サービス価格指数（Cost of Goods Index，以
下COGI）の測定を目的とし，米国は同一効
用水準を維持するための最小費用の比率に
よって与えられる，COLIの測定を目的とする。
CPIのバイアスは，CPIとCOLIとの開差を
問題とするのが一般的である12）。
　こうした議論では，「代替バイアス」に関
わる消費者の代替行動は，合理的消費者の合
理的行動である。すなわち，「代替バイアス」
は，相対価格が変化した際に，自身の効用を
最大化するように行動する合理的消費者の同
一効用維持指数（すなわち，COLI）とCPI

との開差である。
　「上位代替バイアス」は「上位集計」にお
いて生じる「代替バイアス」，すなわち，品

4

目間
4 4

での消費者の代替行動が指数に反映され
ないことから生じる。日本のCPIには588の
品目が採用されているが13），これらのすべて
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の品目間の代替行動が問題となる。無論，品
目間の代替の程度は様々であり，たとえば，
「食パン（品目 1に分類，品目符号1021）」
と「あんパン（品目 1 に分類，品目符号
1022）」のように，同一の小分類である「パ
ン（小分類 2に分類，類符号0005）」に分類
され14），強い代替関係にある品目から，「胃
腸薬（品目 1に分類，品目符号6012）」と「目
薬（品目 1に分類，品目符号6062）」のように，
同一の中分類である「医療品・健康保持用摂
取品（中分類 1に分類，類符号0108）」に分
類されているものの，ほとんど代替関係にな
い品目もある15）。
　「下位代替バイアス」は「下位集計」にお
いて生じる「代替バイアス」，すなわち，品

4

目内
4 4

における銘柄間
4 4 4

の消費者の代替行動が指
数に反映されないことから生じる。「下位集
計」では，市町村別品目別価格指数が算出さ
れるのだが，⑴式から明らかなように，同一
市町村内の複数の店舗において収集された同
一品目の価格を，店舗について平均すること
で市町村別の品目別価格指数を計算する。こ
の時，同一の品目に分類される商品（あるい
は商標）は一般的に多数存在し，そのすべて
の価格を調査することは通常不可能である。
また，現実に販売される具体的な商品は店舗
によって異なる可能性がある。総務省統計局
は，価格調査を実施する銘柄について，基本
的には 1品目につき 1銘柄を指定する。銘柄
を指定する際には，調査対象となる複数の店
舗で価格調査が実施できるように，代表的で
あると考えられる銘柄を指定することになる16）。
この時，価格が調査される代表的な銘柄と価
格調査の対象となっていない銘柄との間で消
費者の代替行動が生じる可能性がある。こう
した消費者の代替行動を指数が反映しないこ
とから「下位代替バイアス」が生じる。

2－2．下位代替バイアスに関する議論の不足
　本稿冒頭で触れたように，「代替バイアス」

に関連する議論は，その多くが「上位代替バ
イアス」に関する議論であり，「下位代替バ
イアス」それ自体を問題として取り上げた議
論は少ない。「下位集計」に関連する代表的
な議論は，前述のような指数算式について論
じたものである。これは ILO（2014）では「基
本価格指数」として取り上げられている。「下
位代替バイアス」を定量的に評価したものと
してはThe advisory commission（1996）が挙
げられるが，これも指数算式の選択を問題と
したものである。
　「下位代替バイアス」は，品目分類の方法
と密接に関連する。例えば，「バター」と
「マーガリン」を別個の品目として分類する
場合と，「バター」および「マーガリン」を
「油脂類」というひとつの品目とする場合と
を想定する。CPIの集計においては，前者の
場合，まず「バター」の品目別価格指数と
「マーガリン」の品目別価格指数が算出され
る。続いてこれら 2つの品目別価格指数から
「油脂類」の価格指数が算出される。このと
き，「バター」および「マーガリン」の品目
別価格指数の算出は「下位集計」となり，「油
脂類」の価格指数の算出は，複数の品目別価
格指数からより上位の価格指数を算出するこ
とから「上位集計」となる。他方で，「油脂類」
をひとつの品目とする後者の場合，「油脂類」
の価格指数が品目別価格指数となるため，
「油脂類」の価格指数の算出が「下位集計」
となる。
　この例から明らかなように，同一の価格
データ，およびウエイトデータを用いて指数
を算出する場合においても，いかに品目を分
類するかによって，「上位集計」および「下
位集計」の区分が変化しうる。この問題は特
に，ある程度細分化された小分類において重
要となる。他方，ある程度以上（すなわち，
中分類以上）上位の類指数の集計は，「上位
集計」として不変である。
　品目分類との関連から「下位代替バイア
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ス」の議論をみると，「下位代替バイアス」
の議論の不足は，次の 2点による。第 1に，
品目の分類如何によって，それまで「下位集
計」として扱われていた問題が「上位集計」
として扱われるべき問題へと変化する可能性
があり，また逆に，それまで「上位集計」と
して扱われていた問題が「下位集計」として
扱われるべき問題へと変化する可能性がある。
第 2に，「下位集計」においてバイアスが生
じたとしても，「上位集計」の段階でそれら
のバイアスが互いに相殺される可能性がある。
究極的には品目別価格指数のバイアスそれ自
体よりも，算出された総合指数のバイアスが
問題となる。
　品目分類との関連以外にも次の 4点が指摘
できる。第 1に，CPIの作成に関連した重要
な論点として，ウエイトの更新，ウエイトの
参照時点の設定・変更等があるが，こうした
議論は「上位集計」に密接に関連しており，
「上位集計」における指数算式の選択とも関
わる。第 2に，「上位集計」における指数算
式が，「下位集計」における指数算式よりも
圧倒的に多い。「下位集計」では，前述の
Carli指数，Dutot指数，Jevons指数が主要な
指数である。ILO（2014）では，これらの指
数に加え，「品目の価格比の調和平均」，「カ
ルリ算式と調和算式の幾何平均」への言及が
あるが17），「上位集計」の指数算式と比較す
れば少数である。「上位集計」における指数
算式は，平均のとり方，ウエイトのとり方，
参照時点の相違等に加え，連鎖指数や，
Fisher指数のように指数と指数の幾何平均等，
無数の指数が考えられる。第 3に，「代替バ
イアス」は消費者の代替行動を完全に把握す
ることができないために生じるものだが，代
替行動を説明する際には，異なる品目間での
代替行動の例が一般的に利用される18）。第 4

に，「上位代替バイアス」は，指数の持つ意
味が分かりやすいという利点を持つラスパイ
レス指数に基づいて消費者の代替行動が説明

されるために，その意味も理解しやすい。ラ
スパイレス指数が採用されている最大の理由
は，速報性の確保にあるが，同一バスケット
の購入費用の比率により示される指数の意味
が理解しやすいことも，ラスパイレス指数の
利点と考えられている。これらの理由から，
より上位の集計段階に議論が集中してきた。
　しかし，「下位集計」における指数の精度
は指数全体の精度に影響する。また，基本指
数のバイアスがより上位の指数への集計の中
で無視しうる水準まで相殺される保証はない。
The advisory commission（1996）で指摘され
た「下位代替バイアス」は，当時の米国で採
用されていた手法に関連して生じる部分が大
きいとされたため，現在の日本のCPIに直接
適用可能な議論ではないが，このバイアスの
指摘が後に米国の手法を変更させるに至った
という事実は，軽視されるべきではない。

３．品目内相対価格の変化と下位代替バイアス
　これまで，「下位代替バイアス」は「上位
代替バイアス」の議論，解説の後に，僅かに
言及される程度にとどまっているか，あるい
は，「下位集計」についての議論が，指数算式，
指数算式のテスト，弾力性等に論点が絞られ
てきた。たとえば，BLS（1997）では，「下
位代替バイアス」について「現在，個別調査
価格を基本指数の形に集計する際に利用され
る算式は，それらの品目の相対価格が変化し
た際に，消費者の同一品目内における銘柄間
の代替行動を説明しない」と指摘されるにと
どまる19）。
　また，菅（2005）における議論は，米国に
おいてはStigler et al. （1961）およびThe ad-

visory commission（1996）に着目し，日本に
おいては後者の影響が強かった1990年代を
対象としている。したがって，「下位代替バ
イアス」に関する議論は概ねこれに対応した
ものとなる。すなわち，「下位代替バイアス」
は幾何平均算式と算術平均算式との乖離とし
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て定義され，専ら指数算式について議論して
いる。なお，「下位集計」における指数算式
の議論は，主にDiwertの公理的接近に依拠
している。
　「下位代替バイアス」は「上位代替バイア
ス」の品目間の議論を，単純に品目内・銘柄
間の議論にあてはめることによって理解しう
るものではない。消費者の代替行動を十分に
反映できないことに起因するバイアスである
という点において共通するとはいえ，バイア
ス発生のメカニズムは相当異なるからである。
　「上位代替バイアス」は前述のとおりであ
るが，無差別曲線図を利用すると図 2のよう
に説明可能である。
　ここで，qA，qBはそれぞれ品目A，品目B

の購入数量を表し，0，tはそれぞれ基準時，
比較時を表す。l および l’は無差別曲線であ
る。
　CPIに利用されるラスパイレス指数は，基
本的に数量を基準時点に固定している。この
指数は，基準時点と同じ購入量を比較時点の
価格体系で購入した際の支出総額の比率であ
るから，「全く同一の消費を行った場合の支
出総額の比率」であり，COLIの定義，すな
わち，同一の効用を得るために必要な最小限
の支出比率と異なる。ラスパイレス指数では，
「全く同一の消費」を行っていることから，

消費者の趣味嗜好の不変を仮定した場合，全
く同一の消費を行うことは，同一の効用を得
ていることに他ならない。したがって，この
点でラスパイレス指数とCOLIに差はない。
両者の相違は「支出総額の比率」か「最小限

4 4 4

の
4

支出総額の比率」かにある。
　図 2は，品目Aの価格が上昇した場合を図
示している。品目Aの価格が上昇したこと
（品目Aの相対価格が上昇し，品目Bの相対
価格が下落した）により，予算制約線が mか
らnに変化し，合理的消費者は購入数量をqA

t，
qB

t，すなわち消費ベクトルを Cから Dへと
変更する。このとき，ラスパイレス指数は購
入数量を qA

0，qB
0，から変化させず，mの価

格体系下で Cの消費を行った支出額と，nの
価格体系下で Cの消費を行った支出額（す
なわち，nと平行な sと Cとの組み合わせ）
との比率によって求められる。したがって消
費者の消費ベクトルは Cのまま不変であり，
消費ベクトル Cは sと無差別曲線との接点
でないことから，効用最大化が達成されてい
ないことになる。COLIは，相対価格の変化
に伴って購入数量を変化させ，mの価格体
系下で Cの消費を行った支出額と，nの価格
体系下で Cと同一の効用が得られる消費を
行った支出額（すなわち，nと平行な rと E

との組み合わせ）との比率によって求められ

図２　代替行動によるラスパイレス指数とCOLI（基準時効用水準）の乖離
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る。ラスパイレス指数はこのような消費者の
代替行動を反映しないことによってバイアス
を持つことになる。
　「上位代替バイアス」の特徴は，消費者の
代替行動が購入量，すなわちウエイトの変化

4 4 4 4 4 4 4

を通じて
4 4 4 4

もたらされることにある。「上位集
計」では，ウエイトを考慮した加重平均指数
が採用されるが，「下位集計」ではウエイト
は基本的に考慮されない。したがって，「上
位集計」と同様の方法で価格の変動とバイア
スを結びつけることはできないはずである。
　以下で，相対価格の変化を上昇，下落に分
け，「上位集計」と「下位集計」のそれぞれ
について検討する。なお，「上位集計」の指
数算式は，ラスパイレス指数を想定する。

①　「上位集計」・相対価格の上昇
　相対価格が上昇した品目の購入量は，通常
減少すると考えられるから，ウエイトを固定
するラスパイレス指数では，相対価格が上昇
した品目のウエイトを過大評価することにな
る。したがって，ウエイトの変更を伴った場
合と比較して指数が高くなる。

②　「上位集計」・相対価格の下落
　相対価格が下落した品目の購入量は，通常
増加すると考えられる。ラスパイレス指数で
はこの購入量の増加を一切考慮しないため，
相対価格が下落した品目のウエイトを過小評
価することになる。したがって，ウエイトの
変化を伴った場合と比較して指数が高くなる。

③　「下位集計」・相対価格の上昇
　「下位集計」における相対価格は，同一品
目に分類される銘柄間の相対価格である。日
本のCPIでは，総務省統計局によって調査対
象銘柄が事前に指定されるため，価格が調査
される銘柄と調査されない銘柄との間での相
対価格の変化が検討の対象となる。したがっ
て，ここでの「相対価格の上昇」は，「調査
対象銘柄の調査対象外銘柄に対する相対価格
の上昇」を意味する。
　調査対象となる銘柄の相対価格が上昇する
と，一部の消費者は同一品目内の別の調査対
象外銘柄に消費をシフトさせると考えられる。
その結果，消費者が実際に購入している銘柄
よりも，相対価格の高い銘柄の価格のみから
指数が算出されることになるため，算出され
た指数はこの代替行動を反映していない分だ
け高くなる。なお，品目内における調査対象
銘柄の代表性は低下する。

④　「下位集計」・相対価格の下落
　調査対象となる銘柄の相対価格が下落する
と，他の調査対象外銘柄を購入していた消費
者の一部が，調査対象銘柄の購入にシフトす
ると考えられる。この時，同一品目内におい
て相対的に価格が下落した銘柄のみから指数
が算出されることになるため，調査対象外銘
柄を含む品目全体の指数値よりも，品目別価
格指数は低くなる。品目内における調査対象
銘柄の代表性は上昇する。
　要約すると，以下のとおりである。

表１　相対価格の変化と各集計レベルへの影響

上位集計 下位集計

品目，銘柄の相対価格 ウエイト バイアス 代表性 バイアス

上昇 過大 上方 低下 上方

下落 過小 上方 上昇 下方
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　以下に簡単な具体例を示す。1品目につき
2つの銘柄が存在し，2つの店舗で販売され
ている単純なモデルケースを想定する（価格
が調査されている銘柄は銘柄Aとする）。各
店舗において販売される各銘柄の価格とシェ
アが表 2のとおりであったとする。表 2では，
比較時において調査対象銘柄Aの価格が相対

的に上昇したケース，相対的に下落したケー
スをそれぞれ示している。
　基準時価格および比較時価格は，2つの店
舗の価格の単純算術平均による。基準時価格
と比較時価格の比によって銘柄別の価格指数
を算出している。公表値は，1品目 1銘柄を
想定しているため，調査対象銘柄Aの価格指

表２　価格，価格変化のモデルケース
基準時

銘柄A（価格調査の
対象銘柄）

銘柄B（価格調査の
対象外銘柄）

品目内における
銘柄Aのシェア

品目内における
銘柄Bのシェア

店舗a 100 160 60％ 40％

店舗b 120 140 70％ 30％

基準時価格 110 150

比較時（調査対象銘柄の価格が相対的に上昇した場合）

銘柄A（価格調査の
対象銘柄）

銘柄B（価格調査の
対象外銘柄）

品目内における
銘柄Aのシェア

品目内における
銘柄Bのシェア

店舗a 110 130 70％ 30％

店舗b 120 150 60％ 40％

比較時価格 115 140

比較時（調査対象銘柄の価格が相対的に下落した場合）

銘柄A（価格調査の
対象銘柄）

銘柄B（価格調査の
対象外銘柄）

品目内における
銘柄Aのシェア

品目内における
銘柄Bのシェア

店舗a 110 170 80％ 20％

店舗b 120 160 70％ 30％

比較時価格 115 165

表３　モデルケースによる計算結果

銘柄Aの相対的価格上昇 銘柄Aの相対的価格下落

指数値 公表値との差 公表値との差

銘柄Aの価格指数 104.5 ― 104.5 ―

銘柄Bの価格指数  93.3 ― 110.0 ―

公表値 104.5 0 104.5 0

A，B単純算術平均  98.9 5.6 107.3 －2.7

A，B加重算術平均（基準時シェア） 100.6 3.9 106.5 －1.9

A，B加重算術平均（比較時シェア） 100.6 3.9 105.9 －1.4
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数となり，これと調査対象銘柄Bの価格変化
を考慮した指数とを比較している。調査対象
外銘柄Bの価格変化を考慮した指数は，単純
算術平均指数，AおよびBのシェアをウエイ
トとする加重算術平均指数（基準時シェアお
よび比較時シェア。店舗a，bのシェアの単純
平均をウエイトとしている。）を示している。
表 3から明らかなように，調査対象銘柄Aの
価格が相対的に上昇した場合には，上方のバ
イアスが生じ，相対的に下落した場合には，
下方のバイアスが生じる。
　「上位集計」では，ラスパイレス指数が採
用される場合，相対価格の変化は，それが相
対価格の上昇であっても下落であっても，指
数は基準時の効用水準で測った

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

COLIに対し
て，上方のバイアスを持つことになる20）。他
方，「下位集計」では，相対価格の変動は指
数にバイアスをもたらすと考えられるが，バ
イアスの方向は相対価格の変動の方向によっ
て異なる。すなわち，「上位集計」では，相
対価格の変動

4 4

によるウエイトの変化を指数に
反映させない場合，指数に上方の

4 4 4

バイアスを
生じさせると結論付けることが可能であるが，
「下位集計」では，その変動の方向

4 4 4 4 4

によって
上方，下方のバイアスが生じることになるた
め，相対価格が変動したという事実のみから
では，バイアスの方向を確定することができ
ない。
　「下位集計」において代替行動の問題を議
論するとき，単に「代替行動が反映されない」
ことが問題であるだけでない。品目内におけ
る銘柄の価格の動向，すなわち価格の変化の
方向とバイアスの方向を把握しなければなら
ない。

おわりに
　本稿の課題は，CPIの作成過程における
「下位集計」に注目し，銘柄間の相対価格の
変動と「下位代替バイアス」の関係，および
その特徴を，「上位代替バイアス」との比較

を行いつつ明らかにすることにあった。
　「下位集計」はより上位の地域，品目類の
集計の基礎となる重要な要素であり，この集
計段階における指数の精度に問題があると，
それは指数全体に影響する。さらに，「下位
代替バイアス」は「上位代替バイアス」の議
論と完全に共通の解釈ができるものではない。
　「下位代替バイアス」では「上位代替バイ
アス」と異なり，相対価格の変動がもたらす
消費者の消費行動の変化と，その代替行動を
反映しないことによるバイアスは，ウエイト
の変化を通じて説明され得ない。ラスパイレ
ス指数とCOLIとの開差として定義される
「上位代替バイアス」は，相対価格が上昇（下
落）した品目に対して過大な（過小な）ウエ
イトを与えることから生じる。「上位代替バ
イアス」の特徴は，相対価格が上昇した場合
も下落した場合も，過大な，あるいは過小な
ウエイト付けがされることによって，同一方
向（すなわち上方）のバイアスをもたらすこ
とである。
　他方「下位代替バイアス」は，集計に利用
される指数算式が加重平均指数ではないこと
から，ウエイトの過大，あるいは過小評価を
通じてバイアスがもたらされるのではない。
さらに，「下位代替バイアス」の偏りの方向は，
相対価格の変化の方向，すなわち相対価格が
上昇したか下落したかによって異なる。すな
わち，銘柄の相対価格が上昇した場合には，
価格が上昇した銘柄から品目別価格指数が算
出されるために上方のバイアスが生じ，下落
した場合には，価格が下落した銘柄から品目
別価格指数が算出されるために下方のバイア
スが生じる。これら 2点が，「下位集計」に
おける価格変動とバイアスとの関係における
主要な特徴であり，「上位集計」と異なる点
である。
　CPIの測定目標をCOGIとする日本では，
消費者の代替行動の反映や「代替バイアス」
は，測定目標をCOLIとする米国と比較して
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相対的に重要度が低下する。しかし，同一の
バスケットの購入に要する費用を比較する
COGIであっても，指数の対象は消費者の購
入する店舗，商品，数量に合致していなけれ
ばならず，品目分類の構造等，本稿で取り上

げた問題は無視しえない。なお，「下位集計」
における「真の指数」の検討，「下位代替バ
イアス」の定量的評価等は今後の課題とした
い。

注

1  ）美添（2007a）では，「上位集計レベル」および「下位集計レベル」に関して，次のように指摘さ
れている。すなわち，「Laspeyres，Paascheや上記の［固定ウエイトの価格指数―筆者］一般的な
Lowe指数などは，いずれも「上位レベル」の指数で，基本価格指数と呼ばれる「下位レベル」の
指数をさらに合成する方法である。ここで基本集計項目（elementary aggregate）とは小分類以下の
相対的に同質な財を指している。…中略…品目の市町村ごとの価格が基本集計項目であり，各月の
各市町村における個々の価格を集計して得られるものである。」（美添，2007a，p.4）

2  ）The advisory commission（1996）を例にとれば，そこで指摘されたバイアスは，「上位代替バイア
ス：0.15」，「下位代替バイアス：0.25」，「新製品，品質調整バイアス：0.60」，「新店舗バイアス：0.10」
であり，「下位代替バイアス」は「上位代替バイアス」を上回る。もっとも，The advisory commis-
sion（1996）に対応する形で公表されたBLS（1997）では，「下位代替バイアス」の推計値について，
過大評価の可能性があるとして反論しているため，この推計値のみに基づいて比較することに問題
もある。なお，BLS（1997）では，「上位代替バイアス」の推計値については基本的に同意している。
両文献の詳細な検討については鈴木（2014a）を参照。

3  ）Eurostat（2013）p.28.
4  ）「第 2　比較時価格の算出時における品質調整」，「第 6　新・旧指数の接続」および「第 7　季節
調整」はいずれも重要な論点ではあるが，紙幅の都合により本稿では割愛する。

5  ）なお，「生鮮食料及び切り花」のうち，日々の価格変動が大きい品目で，毎月上・中・下旬の 3
回調査が実施される品目は，旬別価格の単純算術平均により価格が算出される。その他，これらの
基本算式によらない品目がある。

6  ）菅（2005）p.92.
7  ）2つの基準により，区分が変化し得る例を挙げておく。基準時価格は通常⑵式により算出される
が，生鮮食品の基準時価格は⑶式により算出される。⑶式では比較時価格の算出の際にウエイトが
考慮される。これをウエイトが考慮されるか否かという観点のみから判断すれば，「下位集計」で
はないとの判断も可能である。ただし，生鮮食品の基準時価格の算出は，市町村別品目別価格指数
を算出するために行われるもので，地域的にも，品目分類的にも最下層の段階であることを考慮す
れば，「下位集計」ということになる。

8  ）G7諸国のCPI作成方法については，たとえば梅田（2009）を参照。
9  ）Eurostat（2013）p.28.
10 ）ILO（2014）第20章．なお，指数のテストにおいて「時間逆転」テストとともに重要視される「要
素逆転」テストは，ウエイトが考慮されない「下位集計」の指数算式では問題とされない。

11 ）G7のCPIに採用されている品目数をみると，日本588，米国211（詳細品目305），カナダ約600，
イギリス650超，フランス1000超，ドイツ750，イタリア930となっている。米国は他のG7諸国と
比較して調査品目数が少ない（梅田，2009）。

12 ）CPIの測定目標をCOLIとすること，また，「生計費指数」それ自体の定義についての考察は鈴木
（2014b）を参照。

13 ）沖縄県のみで調査する 5品目を含めた587品目に，持家の帰属家賃 1品目を加えた588品目とな
る（平成22年基準）。

14 ）「中分類 2及び小分類 2は，原則として家計調査の収支項目分類に対応させ」た分類となる（総
務省統計局，2010，p.115）。これは，「家計調査が収支項目分類に採用している品目…中略…には，
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［CPIに採用される］指数品目と内容が異なっているものがあ」ることから，「家計調査の品目別支
出金額を指数品目へ配分」しているためである（総務省統計局，2010，p.22）。

15 ）医療品・健康保持用摂取品は中分類であり，その中分類の下に12の品目がある。ただし，これ
らの間に小分類は存在しない。

16 ）基本銘柄は，次の 4つの設定基準，すなわち，「代表性」（その品目の価格変動を代表する銘柄で
あること），「市場性」（全国的に出回っている銘柄であること），「継続性」（継続的に調査が可能な
銘柄であること），「実地調査の容易性」（調査員が識別しやすい銘柄であること）を満たすような
ものが指定される。

17 ）ILO（2014）pp.360－361.
18 ）たとえば代表的な例として，「肉」と「米」（中分類「肉類」，「穀類」に相当），より詳細な分類
では，たとえば，「牛肉」と「豚肉」（品目分類に相当）などである。いずれも品目間の代替行動で
ある。

19 ）BLS（1997）p.3.
20 ）ラスパイレス指数以外の代表的な固定ウエイト指数算式であるPaasche指数について，同様に品
目間相対価格の変動とバイアスの方向を検討する。固定ウエイト指数は一般にLowe指数と呼ばれ，
「一般に「バスケット」と呼ばれる，ある一定の数量を購入するために必要な全費用の，比較され
る時点間における割合の変化（ILO，2014，p.3）」として定義される。指数算式は次のとおりである。

　算式から明らかなように，数量の参照時点が基準時点 0であればラスパイレス指数，比較時点 t
であればPaasche指数となる。Paasche指数は以下のとおりである。

　Paasche指数では，品目の相対価格が上昇した場合，品目の基準時におけるウエイトを過小評価
することになり，比較時の効用水準で測った

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

COLIに対して，下方のバイアスが生じる。品目の相
対価格が下落した場合，品目の基準時におけるウエイトを過大評価することになり，比較時の効用

4 4 4 4 4 4
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COLIに対して，下方のバイアスが生じる。
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The Relationship between Price Variation and Bias in the 
Lower Level of Aggregation

Suzuki TAKAHIRO＊

Summary

　The CPI is constructed in two stages, namely the lower level of aggregation and the upper level of aggre-

gation. In these two stages, the upper level substitution bias and the lower level substitution bias are 

caused by not reflecting the consumers’ substitute across item categories or across items within an item 

category. Because the Laspeyres index formula, used in the upper level, holds the market basket fixed at 

base period quantities, the overstatement or understatement of weights incurs the upper level substitution 

bias （upward bias）．The lower level substitution bias differs from that in the upper level in two points. 

First, the bias in the lower level does not be caused by putting too much （too little） weight on the relatively 

more expensive （cheaper） items. Second, the calculated subindex overstates the index which accounts for 

consumers’ substitute when the relative price of item increases. The calculated subindex understates the 

index which accounts for consumers’ substitute when the relative price of item decreases.

Key Words

Consumer Price Index, Lower Level of Aggregation, Lower Level Substitution Bias, Cost－of－Living In-

dex

＊　 Graduate School Department of Economic Research, Rikkyo University.
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１． 日中の実質GDP推計と経済成長率の算
出

　社会経済に関連するほとんどすべての統計
データを動員して推計されるGDP統計（gross 

domestic product，国内総生産）は，経済統
計の集大成といえる。それは経済の全体像を
国際比較可能な形で記録することを目的にし
て定められている国際基準であるSNA（Sys-

tem of National Accounts）によって定義され
るが，この高度な加工統計は当然ながら作成
国の既存統計に全面的に依存し，実際，各国
がそれぞれ異なる推計方法を確立しているの

が現状である。
　特に日本のような先進国と中国のような発
展途上国のGDP推計方法は，そのSNAの導
入経緯や統計制度1），既存統計の相違によっ
て大きく異なる。
　GDP三面等価は経済学で最も重要で基本
的な概念であるが，この原理的三面等価に統
計からの接近を実現するために，1968SNA

では投入産出フレームワークが勘定体系に導
入された2）。日本は年次ベースでは，1968SNA

以来提唱されるこの物的接近法をほとんど忠
実に実践してきた。産業連関統計はフィル

＊　 本稿は平成26年文部科学省科学研究費（基盤研究C）「中国GDP統計に関する現状と課題―日本との比較―
（代表者：埼玉大学・李潔）」（課題番号23530247）による研究の一部である。
　 　また，本稿の内容について，経済統計学会関東支部2014年12月例会に報告した際に，東京農工大学吉田央
氏より貴重なコメントをいただき，ここで感謝の意を記する。

†　埼玉大学経済学部
E－mail：lij@mail.saitama-u.ac.jp

【研究ノート】

付加価値の数量測度としての
ダブルデフレーションとシングルデフレーション

李　　潔†

要旨
　付加価値の数量測度としてのダブルデフレーションは，詳細な産業連関統計と精
確な価格指数を前提とする。SNAでは，その代替案としてシングルデフレーショ
ンによる接近法が勧告されている。日本では前者，中国では後者で実質GDPを求
めている。本稿では，投入産出のフレームワークで，産業を中間財と最終財に区分
する場合，物価水準の相対変化による両者の乖離方向について考察し，シングルデ
フレーションの推計値は，中間財産業の価格上昇が大きい場合に過小に，最終財産
業の価格上昇が大きい場合に過大になる傾向がある結論を導いた。

キーワード
SNA，実質付加価値，経済成長率，ダブルデフレーション，シングルデフレーション

―日中GDP統計に関連しながら＊―
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ターとしての役割を果たし，生産側GDPは
付加価値法，支出側GDPはコモディティ・
フロー法によって推計されている。このため，
本来の三面の「統計上の不突合」は産業連関
統計作成の過程で調整され，両者の開差率を
ほぼ 1％に抑えている。そして，伝統的に支
出側GDPを基準としている3）。
　一方，中国では，計画経済期に物的生産物
バランス体系（MPS；A System of Material 

Product Balances）に準拠して国民所得統計
が作成されていたことはよく知られている。
中央計画経済から社会主義市場経済への移行
は，MPSベースの国民経済計算統計がSNA

ベースの統計へ移行するプロセスでもあった。
GDP統計作成の枠組みも当然ながらこうし
た歴史的背景の中で構築されてきた。中国の

場合，5年ごとに産業連関表が作成されるが，
基礎統計の制約を受け年次ベースでの整備が
なく，GDP統計は産業連関表との連携がほ
とんどなく，諸統計から人的推計法によって
各産業の付加価値と各支出項目が別々に推計
されるため，両者の開差は日本より大きい。
また，基礎統計が相対的に充実している生産
側の推計値を基準GDPとしている4）。
　生産規模の変動を見るための経済成長率は
実質GDPから算出される。実質GDPの推計
方法についても日本と中国は大きく異なって
いる。図 1に日本と中国の実質GDP推計と
経済成長率の算出についての概要を示す。
　日本では，世界的に見ても珍しいほどの詳
細な産業連関統計と豊富な物価指数がある。
実質化にあたって，約2000品目に対応する

図１　日中の実質GDP推計と経済成長率の算出

四半期は
支出側 GDPのみ

日本の実質GDP推計

名目 GDP（生産側） 基準とする
名目 GDP（支出側）

連鎖方式を基準とする
 実質 GDP（支出側）

　シングルインディ
ケーター法による
四半期生産側
GDPを検討中

連鎖方式と固定基
準年方式の両方で，
毎年作成する U表
に基づき，ダブル
デフレーションに
よって経済活動別
実質値を求め，集
計する

連鎖方式と固定基
準年方式の両方で，
約 2000需要項目ご
とに対応する物価
指数を用いてデフ
レートし，段階別
に実質化する

実質 GDP（生産側）

経済成長率を算出

四半期は
生産側 GDPのみ

中国の実質GDP推計

名目 GDP（支出側）基準とする
名目 GDP（生産側）

実質 GDP（生産側）

以前は，不変価格表示
（基準年価格 ×比較年
数量）による。現在で
は，固定基準年方式で，
基本的にシングルデフ
レーションによって，
一部は数量外挿法より
直接実質値を求める

経済成長率を算出
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各種物価指数が用いられている。従来では固
定基準方式であったが，2005年からさらに
連鎖方式も導入して，各需要項目実質値を求
め，その連鎖方式による集計値を基準実質
GDPとし，これを用いて経済成長率が算出
される。また，約400品目の産出額と中間投
入の名目値をそれぞれデフレートし，その実
質値の差額として実質付加価値額を求める。
生産側の実質GDPはこのダブルデフレー
ション法によって算出されるため，実質
GDPの二面等価が図られている5）。
　一方，中国では実質GDP推計に使用でき
る基礎統計は必ずしも豊富とはいえず，とく
に物価指数の分野では，日本に比べかなり貧
弱である。近年，速いペースで整備されつつ
あるものの，まだ物価指数の分類が粗く，と
くにサービス業に関する生産者価格指数や，
輸出入品に関する価格指数は未作成の状態で
ある。実質GDPについては，支出側の推計
がなく，生産側のみになっている。また，前
述したように年次ベースの産業連関表がない
ため，ダブルデフレーション法が利用できず，
各産業の付加価値は主としてシングルデフ
レーション法，一部は数量指数を使った外挿
法によって推計されている6）。経済成長率は
この生産側の実質GDPから算出される。
　また，カレントな景気判断を行うために最
も利用度の高い四半期GDP速報については，
中国は生産側のみの推計を行っているが，日
本は次回基準改訂に向け，現行の支出側
GDP等に加え，シングルインディケーター
による生産側GDPの推計が検討されている7）。

　本稿では，まず第 2節で生産側実質GDP

である不変価格表示付加価値の推計方法及び
SNAにおける関連勧告の変遷について考察
を行う。そのうえで第 3節で，よく使われる
ダブルデフレーション法とシングルデフレー
ション法について，投入産出のフレームワー
クで検討する。その際に，実質GDP二面等
価の実現という意味で理論的に優れていると
されるダブルデフレーション法に対し，シン
グルデフレーション法による実質付加価値の
集計値であるGDPはどのような場合に過大
評価，あるいは過小評価になるかを考察する。

２．付加価値の数量測度とSNA関連勧告
2－1　付加価値の数量測度
　付加価値は産出額と中間投入の差額として
定義され，また，実質付加価値も同じように
産出の実質値から，各中間投入実質値の合計
を引いた差額として定義される。
　実質付加価値を推計する方法は表 1に示す
ように，産出と中間投入の両方の不変価格表
示値を推計する上でその差額を求めるダブル
インディケーターと，不変価格表示付加価値
の近似値として求めるシングルインディケー
ターがある。ダブルインディケーターには，
さらに，①産出と中間投入の両方をデフレー
トすることで実質値を求めるという「ダブル
デフレーション法」，②産出と中間投入をそ
れぞれ数量指数によって実質化する「ダブル
数量外挿法」，あるいは，③産出と中間投入
の一方が数量外挿，他方がデフレーションと
いう「ミックス法」がある。また，シングル

表１　付加価値の実質方法

　 ダブルインディケーター シングルインディケーター

価格デフレー
ション法

①産出と中間投入のダ
ブルデフレーション法

③産出と中間投入は一
方が数量外挿法，他方
がデフレーション法と
いうミックス法

④当期名目付加価値を主として産
出デフレーターによるシングルデ
フレーション法

数量外挿法
②産出と中間投入のダ
ブル数量外挿法

⑤基準期付加価値を主として産出
数量指数によるシングル外挿法
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インディケーターには，④名目付加価値を直
接価格指数でデフレートする「シングルデフ
レーション法」と，⑤基準期付加価値からそ
のまま数量指数で延長推計する「シングル外
挿法」がある。

2－2　SNAにおける関連勧告の変遷
　GDP統計のマニュアルである SNAでは，
実質付加価値の測定についてどのように勧告
されてきたかを見てみよう。
　1968SNAでは，基準年価格表示の付加価
値の推計に「他のはるかに粗野な諸方法」を
退け，ダブルデフレーション法の使用が勧告
された。日本では，この勧告を受け，1978年
の「新SNA」移行にダブルデフレーション
法が全面的に採用され，実質GDPの二面等
価を図ってきた。この経緯もあって，日本で
は，今日でもダブルデフレーション法による
付加価値の実質化は当然で唯一の方法と考え
られている。
　その後，1993SNAでも，「U行列や産業連
関表における財・サービス・フローに関連す
るような価格・数量測度の統合された枠組み
の中では，総付加価値はダブルデフレーショ
ンによって測定されなければならない。そう
でないと，使途側と源泉側とをバランスさせ
ることができなくなる（1993SNA，16.61段）」
とし，付加価値の数量測度としてダブルデフ
レーション法が依然として勧告されている。
　しかし，1993SNAは，同時に問題点とし
て「ダブルデフレーション法は，産出と中間
消費の両系列の測定誤差の影響を受けるため，
誤差が累積しやすく，付加価値系列を極端に
誤差に敏感にしてしまう。とくに，その産出
に対して付加価値の比率が小さい産業では問
題が大きい」と言明する。そこで，1993SNA

では，「場合によっては，誤差をもつ 2つの
系列の差額として付加価値を測定するという
方法を放棄して，ただ一つの系列を用いて付
加価値の数量的な動きを直接的に推計する方

が――すなわち，ダブルデフレーションで
はなくて＜シングルインディケーター＞を用
いる方が―― 良い（1993SNA，16.68段）」
と述べる。また，シングルインディケーター
については，まずシングルデフレーションを
提示し，「当期価格表示の付加価値のデータ
がないときに」その近似としてシングル外挿
法を提示した8）。
　しかしながら1993SNAでは，シングルイ
ンディケーター法があくまで「利用可能な
データがダブルデフレーションを使用し得る
ほどには十分に信頼し得ず，また，頑健でも
ない場合には，容認し得る次善の解決方法

4 4 4 4 4 4 4

で
ある（1993SNA，16.70段）」とも明示されて
いる。
　さらに，2008SNAでは，ダブルデフレーショ
ン法に対する1968SNA以来の強い勧告の姿
勢から，一層柔軟性を見せるようになった。
「ダブルデフレーション法は理論的に良いが，
しかしその推計結果は産出数量と中間消費数
量という両系列の測定誤差の影響を受ける。
とくに中間消費に産出PPIが利用されている
にもかかわらず，その中間消費に多くの輸入
品が使用されている場合に，その誤差の影響
がなおさら大きい。というのは，差額として
の付加価値は 2つのはるかに大きい数字に比
べ，わずかであり，それを極端に誤差に敏
感にしてしまう（2008SNA，15.134段）」と，
1993SNAより一歩進んで，現実経済と推計
実務に使用できる価格指数との乖離の問題ま
で提示する。
　すなわち，2008SNAでは1968SNAと異なり，
ダブルデフレーション法の方が最善でほかは
次善であるというくだりがどこにもなく，そ
れぞれの推計法に一長一短があり，それらが
並列に提示されている。「シングルインディ
ケーター法（バイアスをもつ結果をもたらす
可能性がある）が採用されるべきか，あるい
はダブルデフレーション法（不安定な結果を
もたらす可能性がある）が採用されるべきか
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という選択は，判断に基づくものでなければ
ならない。すべての産業について同じ方法を
採用する必要はない（2008SNA，15.134段）」
と勧告されている。
　付加価値の数量測度をめぐるSNAの関連
勧告のこうした変遷からは，以下のようなこ
とを読み取ることができる。すなわち，冷戦
時代の産物でもある1968SNAは基本的に先
進市場経済国家向けのマニュアルである。一
方，1993SNAと 2008SNAは，発展途上国を
含む全世界に向けての国際基準である。前者
は理論的に優れているダブルデフレーション
法を勧告している。一方，後者は精緻な価格
指数や中間消費などの統計が必ずしも存在す
るとは限らない多くの国々に対し，統計作成
の実務上への配慮をしているようである。
　中国の基準年固定価格表示の付加価値の推
計法は，基礎統計の現状をよく踏まえた上で，
この領域における1993SNA及び2008SNAの
勧告内容を十分吟味した結果と考えられる。
2008SNAで例示された「中間消費に産出PPI

が利用されているにもかかわらず，その中間
消費に多くの輸入品が使用されている場合に，
その誤差の影響がなおさら大きい（前掲）」
というケースは，まさに加工貿易の多い中国
の現状に当てはまる。中間消費に多くの輸入
品が使用されている一方，輸入品に関する価
格指数が存在しない。このような基礎統計の
現状から無理にダブルデフレーション法を導
入して不安定な結果をもたらすことより，シ
ングルデフレーション法を中心に，一部は数
量指数を使った外挿法を産業区分によって使
い分けるという賢明な選択をとったといえる。

３． ダブルデフレーション法とシングルデフ
レーション法との大小関係

　この節では，シングルデフレーション法か
ら求める各産業の不変価格表示付加価値の集
計値であるGDPは，どのような場合にダブ
ルデフレーション法（実質GDP二面等価を

満たす）より過大評価あるいは過小評価にな
るかを，投入産出のフレームワークで考察す
る。
　一般的に当該産業に使用される各中間投入
額をウェイトとする各産業の産出価格指数9）

の加重平均である投入価格指数の値がその産
業の産出価格指数より大きい場合は，シング
ルデフレーション法から求める当該産業の不
変価格表示付加価値が過小評価になる。逆に
当該産業の投入価格指数の値がその産業の産
出価格指数より小さい場合は，シングルデフ
レーション法による実質付加価値が過大評価
になる。ここでは産業を中間財と最終財に区
分する場合，物価水準の相対変化による両者
の乖離方向について考察する。
　また，通常の統計調査では複数の財・サー
ビスを生産する事業所を統計調査の基本単位
とするために，各財・サービスレベルの生産
費用構造が把握できない。この実務上の問題
を考慮し，SNAでは需給構造では商品分類
をとるが，生産の費用や付加価値の形成の把
握においては産業分類（事業所を基本単位と
する）をとるという区別があるが，ここでは，
各商品と各産業とは 1対 1の対応関係にある
ことを仮定し，産業分類と商品分類の違いを
捨象する。

3－1　 ダブルデフレーション法とシングルデ
フレーション法との大小関係

　表 2に示すように，各産業の産出額をX，
最終需要をF，付加価値をV，産業間中間取
引を小文字 x と記し，各産業の産出デフレー
ターをDと記す。また，ダブルデフレーショ
ン法から求める生産側実質GDPをDRVA，シ
ングルデフレーション法から求める生産側実
質GDPをSRVAと表す。
　付加価値の数量測度としてダブルデフレー
ション法とは，デフレートされた産出額から，
それぞれデフレートされた各産業からの中間
投入の合計を差し引くことである。したがっ
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て，ダブルデフレーション法から求める生産
側実質GDPは次式となる。

A産業実質付加価値＋B産業実質付加価値

　これは支出側実質GDPと等しくなる。

支出側実質

　ここで「中間需要＋最終需要＝産出額」と
いう産業連関表の行バランスから，

x11＋x12＋F1＝X1

x21＋x22＋F2＝X2

　「最終需要＝産出額－中間需要」となり，
F1＝X1－(x11＋x12)

F2＝X2－(x21＋x22)

　これを支出側実質GDPの式に代入すると，
上のダブルデフレーション法から求める生産
側実質GDPと同値になることがわかる。

支出側実質

　一方，詳細な産業連関統計と精確な価格指
数という完全情報が利用できない場合に，生
産側実質GDPを推計する一つの代替案とし
て，各産業の産出額デフレーターでそのまま
名目付加価値額をデフレートするというシン
グルデフレーションによる接近法がある。シ
ングルデフレーション法による生産側実質
GDPは次式になる。

1 11 21 2 12 22

1 1 2 2 1 2

X x x X x x
DRVA

D D D D D D

⎧ ⎫ ⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎪ ⎪ ⎪ ⎪= − + + − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎨ ⎬ ⎨ ⎬
⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭ ⎩ ⎭

1 2

1 2

GDP = +
F F
D D

1 11 12

1 1 1

2 21 22

2 2 2

GDP
⎧ ⎫⎛ ⎞⎪ ⎪= − +⎜ ⎟⎨ ⎬
⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

⎧ ⎫⎛ ⎞⎪ ⎪+ − +⎜ ⎟⎨ ⎬
⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

X x x
D D D

X x x
D D D

　ここで「中間投入＋付加価値＝産出額」と
いう産業連関表の列バランスから，

x11＋x21＋V1＝X1

x12＋x22＋V2＝X2

　「付加価値＝産出額－中間投入」となり，
V1＝X1－(x11＋x21)

V2＝X2－(x12＋x22)

　これを上のシングルデフレーション法の式
に代入すると，次にようになる。

　シングルデフレーション法から求める生産
側実質GDPとダブルデフレーション法から
求める生産側実質GDPとの差は，次のよう
になる。

　したがって，自産業生産物による中間投入
分は，シングルデフレーション法とダブルデ
フレーション法の結果に影響しない。他産業
からの中間投入分だけが，産業間における相

1 2

1 2

V V
SRVA

D D
= +

1 11 21

1 1 1

2 12 22

2 2 2

⎧ ⎫⎛ ⎞⎪ ⎪= − +⎜ ⎟⎨ ⎬
⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

⎧ ⎫⎛ ⎞⎪ ⎪+ − +⎜ ⎟⎨ ⎬
⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

X x x
SRVA

D D D

X x x
D D D

1 11 21 2 12 22

1 1 1 2 2 2

1 11 21 2 12 22

1 1 2 2 1 2

12 21 12 21

1 2

−

⎧ ⎫ ⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎪ ⎪ ⎪ ⎪= − + + − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎨ ⎬ ⎨ ⎬
⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭ ⎩ ⎭

⎧ ⎫ ⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎪ ⎪ ⎪ ⎪− − + − − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎨ ⎬ ⎨ ⎬
⎪ ⎪ ⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭ ⎩ ⎭

− −
= +

SRVA DRVA

X x x X x x
D D D D D D

X x x X x x
D D D D D D

x x x x
D D

表２　２部門産業連関表とデフレーター（記号の定義）

　 中間需要
最終需要 産出額

デフレー
ターA 産業 B 産業

中間投入 A 産業 x11 x12 F1 X1 D1

B 産業 x21 x22 F2 X2 D2

付加価値 V1 V2

産出額 X1 X2
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対的価格変化の影響を受けるため，シングル
デフレーション法とダブルデフレーション法
の乖離をもたらす。
　ここでは，A産業は中間財産業，B産業は
最終財産業としよう。
　したがって，x12－x21＞0である。2つのケー
スが考えられる。
　ケース 1 .

　D1＞D2の場合は，SRVA＜DRVA。
　すなわち，中間財産業の価格上昇が最終財
産業より大きい場合，シングルデフレーショ
ン法から求める実質GDPはダブルデフレー
ション法から求める実質GDPに比べ過小評
価になる。
　ケース 2 .

　D1＜D2の場合は，SRVA＞DRVA。
　すなわち，最終財産業の価格上昇が中間財
産業より大きい場合，シングルデフレーショ
ン法から求める実質GDPはダブルデフレー
ション法から求める実質GDPに比べ過大評
価になる。
　このことを 2部門産業連関表の数値例で確

認しよう。

3－2　 中間財産業の価格上昇が相対的に大き
い場合の数値例

　表 3では，A産業（中間財産業）の生産物
価格は20％上昇，B産業（最終財産業）の生
産物価格は 10％上昇した場合（D1＞D2）の
名目産業連関表（左辺）と実質産業連関表（右
辺）を示す。A産業とB産業の産出額や各需
要項目をそれぞれ1.20と1.10でデフレートし，
このように実質化された各産業の産出額から，
実質化されたその中間投入計を引き，ダブル
デフレーション法による実質付加価値となる。
　この場合，支出側実質GDP（75＋150＝
225）と生産側実質GDP（115＋110＝225）
とは二面等価である。
　一方，シングルデフレーション法から求め
る実質付加価値とダブルデフレーション法の
それとの比較を表 4に示している。各産業の
産出デフレーター1.20と1.10を用いて名目付
加価値をそれぞれデフレートし，この場合の
シングルデフレーション法から求める生産側

表３　名目産業連関表と実質産業連関表（中間財産業の価格上昇が大きい場合の数値例）
名目産業連関表 実質産業連関表

中間需要 最終
需要

産出
額

　 中間需要 最終
需要

産出
額

デフ
レー
ターA産業 B産業 　 A産業 B産業

中間
投入

A産業  48  72  90 210 　中間
投入

A産業  40  60  75 175 1.20
B産業  22  33 165 220 B産業  20  30 150 200 1.10

計  70 105 255 430 計  60  90 225 375 

付加価値 140 115 　 　 実質付加価値 115 110 

産出額 210 220 　 　 産出額 175 200 

表４　シングルデフレーション法とダブルデフレーション法との比較
（中間財産業の価格上昇が大きい場合の数値例）

A産業付加価値 B産業付加価値 GDP

ダブルデフレーション法から求める実質値 115 110 225
ダブルデフレーション法の場合のデフレーター 1.22 1.05 1.13

シングルデフレーション法から求める実質値 117 105 222
シングルデフレーション法の場合のデフレーター 1.20 1.10 1.15
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実質GDP（117＋105＝222）は，支出側実質
GDPやダブルデフレーション法の生産側実
質GDPより過小評価（SRVA＜DRVA）にな
ることがわかる。
　また，デフレーターを比較してみよう。生
産側GDPデフレーターは各産業の名目付加
価値の合計÷各産業の実質付加価値の合計で
求められる。このようなデフレーターの算出
方法をインプリシット方法といい，求められ
たデフレーターをインプリシット・デフレー
ターと呼ぶ。名目GDP（255）÷ダブルデフ
レーション法の実質GDP（225）で求める
GDPデフレーター（1.13）より，シングルデ
フレーション法によるGDPデフレーター
（1.15）のほうが大きい。それを産業別につ
いて見ると，相対的に価格上昇の低い（1.10

＜1.20）B産業（最終財産業）は，付加価値
デフレーターがその産出デフレーターよりも
低くなり（1.05＜1.10），一方，相対的に価格
上昇の高い（1.20＞1.10）A産業（中間財産業）
は付加価値デフレーターが産出デフレーター
よりも高くなっている（1.22＞1.20）。産業別

付加価値デフレーターは産出デフレーターの
相対大小関係と同方向で，その傾向をさらに
拡大させることが読み取れる。

3－3　 最終財産業の価格上昇が相対的に大き
い場合の数値例

　表 5では，B産業（最終財産業）の生産物
価格は同じく10％上昇するが，A産業（中間
財産業）の生産物価格は変化しない，つまり
最終財産業が相対的に価格上昇した（D1＜
D2）場合の名目産業連関表（左辺）と実質産
業連関表（右辺）を示す。A産業とB産業の
産出額や各需要項目をそれぞれ1.00と1.10で
デフレートし，ダブルデフレーション法に
よって実質付加価値を求める。この場合も上
の数値例と同様，支出側実質GDP（90＋150

＝240）と生産側実質GDP（142＋98＝240）
は等価である。
　この場合のシングルデフレーション法から
求める実質付加価値とダブルデフレーション
法との比較を表 6に示す。シングルデフレー
ション法から求める生産側実質GDP（140＋

表５　名目産業連関表と実質産業連関表（最終財産業の価格上昇が大きい場合の数値例）
名目産業連関表 実質産業連関表

中間需要 最終
需要

産出
額

　 中間需要 最終
需要

産出
額

デフ
レー
ターA産業 B産業 　 A産業 B産業

中間
投入

A産業  48  72  90 210 　中間
投入

A産業  48  72  90 210 1.00
B産業  22  33 165 220 B産業  20  30 150 200 1.10

計  70 105 255 430 計  68 102 240 410

付加価値 140 115 実質付加価値 142  98

産出額 210 220 産出額 210 200

表６　シングルデフレーション法とダブルデフレーション法との比較
（最終財産業の価格上昇が大きい場合の数値例）

A産業付加価値 B産業付加価値 GDP

ダブルデフレーション法から求める実質値 142 98 240
ダブルデフレーション法の場合のデフレーター 0.99 1.17 1.06

シングルデフレーション法から求める実質値 140 105 245
シングルデフレーション法の場合のデフレーター 1.00 1.10 1.04
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105＝245）は，支出側実質GDPやダブルデ
フレーション法の生産側実質GDPより過大
評価（SRVA＞DRVA）になることがわかる。
　また，デフレーターを比較してみると，ダ
ブルデフレーション法によるGDPデフレー
ター（1.06）より，シングルデフレーション
法のGDPデフレーター（1.04）のほうが小
さい。産業別では，相対的に価格上昇の高い
（1.10＞1.00）B産業（最終財産業）は，付加
価値デフレーターが産出デフレーターよりも
大きくなり（1.17＞1.10），相対的に価格上昇
の低い（1.00＜1.10）A産業（中間財産業）
は付加価値デフレーターも産出のそれよりも
小さくなる（0.99＜1.00）。産業別付加価値デ
フレーターは上のケースと同様に産出デフ
レーターの相対関係を増幅するという傾向が
読み取れる。

４．結び
　付加価値の数量測度としてのダブルデフ
レーション法は，詳細な産業連関統計と精確
な価格指数という完全情報が利用可能な理想
的状況が前提となる。しかし，年次ベース，

さらに四半期ベースでこれを整備することは
現実には非常に困難な場合が多い。SNAでは，
完全情報が利用できない場合に，それを推計
する一つの代替案として，各産業の産出額デ
フレーターでそのまま名目付加価値額をデフ
レートするというシングルデフレーション法
による接近法が勧告されている。つまり，あ
まり長くない期間において，各産業の中間投
入率または付加価値率に大きな変化がなく，
付加価値が受ける価格変動は当該産業産出額
の価格変動によって近似できることを仮定す
る。
　本稿では，投入産出のフレームワークで，
産業を中間財と最終財に区分する場合，産業
間における物価水準の相対変化が，シングル
デフレーション法による推計結果がダブルデ
フレーション法の推計結果と比べてどの方向
への乖離を生じるかについて考察し，シング
ルデフレーション法による推計値は，中間財
産業の価格上昇が大きい場合に過小に，最終
財産業の価格上昇が大きい場合に過大になる
傾向があるという結論を導いた。

注

1  ）日本は行政課題に対応して所管する府省ごとに統計を作成する分散型の仕組みをとっているが，
中国は政府統計を一元的に国家統計局で作成する集中型の仕組みになっている。また，中央と地方
の関係においては，日本は度合いの強い集権型である。一方，中国は中央と地方の関係においては
日本と比べ分権型で，地方統計作成機構が地方政府の関与を受けやすい一方，中央統計作成機構に
対してかなりの独立性を持っている。

2  ）もちろん，1968SNAは，国民所得勘定，産業連関表，マネーフロー表，国際収支表，国民貸借対
照表という 5大勘定の統合を目指すものであり，GDP推計だけの目的ではない。また，「三面等価」
という用語は都留重人によって提案・命名され，日本では広く浸透されているが，国際的には必ず
しもポピュラーな表現でなく，SNAには実際使用されていない。

3  ）日本のGDP推計方法の詳細については，内閣府（2007）や内閣府（2012）を参照。
4  ）中国のGDPの推計方法については，中国国家統計局（2003）と中国国家統計局（2008）を，また，
日中GDP推計方法の比較については，李（2012）を参照。

5  ）日本の実質GDP推計方法の詳細については，最近，高山・金田・藤原・今井（2013）がある。
6  ）中国の実質GDPの推計方法については，中国国家統計局（2003），中国国家統計局（2008）と李
（2013）を参照。
7  ）日本の四半期GDP速報の推計に関する最新の動向について，内閣府経済社会総合研究所（2014），
吉沢・小林・野木森（2014）を参照。
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8  ）「当期価格表示の総付加価値のよいデータがあるならば，ダブルデフレーションに代わる一つの
方法は当期価格の付加価値を産出の価格指数によって直接デフレートすることである．この方法は
シングルデフレーションと呼ぶことができる．これは，少なくとも短期においては，不変価格表示
の付加価値の変化に対するよい近似をもたらすものと思われる．考えられるもうひとつの手続きは，
基準年の付加価値を産出数量指数で外挿することである．後者の方法でも前者の方法と類似の結果
が得られ，当期価格表示の付加価値のデータがないときに使うことができる（1993SNA，16.69段）」
を参照。

9  ）中間投入に輸入財が使用される場合，輸入価格指数も含まれるが，ここの 2部門モデルによる考
察では閉鎖経済モデルに単純化している。
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はじめに
　統計調査及び統計データに関する詳細な情
報は総務省統計局のホームページや各統計調
査の報告書にも掲載されているが，初学者に
とってはそれら情報への到達と入手自体が困
難であり，また内容や説明，文章表現なども，
初学者にとってはやや難しいものと言えるの
が現状である。
　大学教育においては，統計調査や統計デー
タに関する学習，統計の利用に関する基本的
な知識を身に付ける手助けになるような学生
向け学習教材の開発が必要かつ重要であり，
その目的のために開発されたのが，本稿で検
討する政府統計学習システムOfficial Statis-

tics Navigator，通称「すたなび」である1）。

　本システムは，総務省統計局が管轄する統
計についての自習用 e－ラーニングシステム
で，立教大学社会情報教育研究センターが
2010年 4月より学生向けに提供している2）。
プラットフォームはHTMLで構成された
Webベースコンテンツで，内容は，統計学習，
統計リンク集，原統計のミラーデータのスト
レージ，理解度クイズ，レポート作成演習な
どから構成されており，経済統計や統計利用
に関する学習に利用するだけでなく，レポー
ト作成用自習教材としても活用されている。
　このような学習教材を学生向け講義や自習
用教材として活用することで，学生の理解力
や授業中の確認小テストにおけるスコアアッ
プ，学習姿勢や意識の変化など，どのような

＊　 法政大学日本統計研究所

【研究ノート】

政府統計学習システム「すたなび」の 
活用効果に関する考察

小野寺　剛＊

要旨
　立教大学社会情報教育研究センターが学生向けに提供している統計学習用web
ベース e－ラーニングシステム「すたなび」を講義や自習用教材として活用するこ
とで，学生の理解力や実際の理解度テストにおけるスコアアップ，学習姿勢や意識
の変化など，どのような効果が期待できるのか，実際に利用した学生グループと未
使用グループとの比較を用いて統計的に検討している。
　理解度確認小テストをデータとして 2群事前事後実験法の t 検定結果より，「す
たなび」は講義内容に関する理解力を高めることに少なからず効果があることが明
らかとなった。また，アンケートの集計結果から，統計制度や公的統計に関する興
味をわずかながら高めさせる傾向があることや，統計検索とアクセスなどの作業の
軽減化を助け，学生自身のレポート作成を捗らせること，分析事例を示すことで，
内容的にもよくまとめられたレポート作成を可能にしていることを指摘した。

キーワード
政府統計，e－learning教材，効果量，2群事前事後実験法，t 検定
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効果が期待できるのか，実際に「すたなび」
を授業資料ならびに自習教材として利用した
学生グループと未使用グループとの各種比較
データを用いて統計的に検討することが本稿
の狙いである。

１．「すたなび」の紹介
　上述したように，「すたなび」は総務省統
計局統計に関する自習用 e－ラーニングシス
テムで，その特長点は，統計データを利用し
ながら調査及びデータについて学べるように
情報が整理されてまとめられており，主な調
査については基本的な問題や事例を通して統
計データに触れられるように配慮されている
点である。提供者の立教大学社会情報教育研
究センターによれば本システムの目的は「統
計データに関する学習初学者が，最初にいく
つかの統計データを利用してみることにより

他の項目についても自然に興味を持てるよう，
この最初の『統計データに触れてみる』部分
を担うこと」とされている。
　システムの構成は，大きく分けて自習用学
習教材部分とデータストレージ（本システム
に保管された統計データ）部分から構成され
ており，自習教材部分は「統計」，「基礎知識」，
「基本問題」，「分析事例」，「匿名データ」に
区分されている。
　「統計」パートは，総務省統計局の主要な
20の統計について，その概要を紹介した「統
計カード」と12の統計について，その結果
の集計事項をまとめた「統計集計カード」が
提供されており，ここで利用者は各種主要統
計の概要を一挙に入手することができる（図
1）。
　その他「基礎知識」パートでは，各統計を
利用する上で知っておきたい基礎知識が，

 
（出所）　URL http://stanavi.rikkyo.ac.jp/

図１　すたなび「統計」（統計カード）画面
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「統計制度」や「統計の種類」といった項目
別に章立てされ，全 4項目29章の解説が用
意されており（図 2），「基本問題」パートで
は，「統計」パートで扱った統計調査のうち

主要 13調査に関する確認問題が用意され，
選択肢による回答の正誤をその場で確認する
ことができるようになっている（図 3）。
　「分析事例」パートでは，国勢調査の他，

 

 
（出所）　URL　図1に同じ

 
（出所）　URL　図1に同じ

図３　すたなび「基本問題」画面

図２　すたなび「基礎知識」画面



「すたなび」の活用効果に関する考察小野寺　剛

45

匿名データが利用可能な住宅・土地統計調査，
全国消費実態調査，就業構造基本調査，社会
生活基本調査の 4調査の計 5調査について，
より進んだ利用を促すための分析事例が紹介
されている。
　これら教材を，授業内で学生に提示する解
説資料として利用したり，また学生向け自習
教材並びに期末レポートの参考資料として提
供することで，経済統計や統計利用に関する
学習に役立っている。

２．活用効果の測定方法
　「すたなび」を利用することで期待される
効果は，1）統計調査の基礎知識に関する理
解の向上と，2）各調査統計の特徴や集計結
果に関する知識力の向上といった学習効果で
ある。1）については，主に利用者自身が「基
礎知識」部分の解説を読み進めていくことで
理解を高めていくため，本稿では，「すたな
び」の持つ「テキスト（教科書）効果」と呼
ぶこととする。また，2）に関しては，web

ベースのシステムであるという特徴を活かし
て，確認問題を繰り返し反復練習・学習する
ことができるため，「すたなび」の持つ「練
習問題効果」と呼ぶこととする。
　その他，「すたなび」を利用することで期待
される効果には，3）公的統計に関する意識
や学習に関する姿勢に影響する効果，4）自
由レポートにおけるテーマ設定や分析方法選
択への効果などが考えられる。
　そこで，「すたなび」の持つそれら効果の
検討のために，ある講義（経済関連の講義）
を受講する大学生を対象に，「すたなび」利
用の事前―事後の理解度確認テストとアン
ケートを実施し，「すたなび」利用効果の測
定を行うこととした。

2.1　実験手法の選択
　今回の実験では，効果の測定のためのデー
タを，講義における「理解度確認小テスト」

から入手することを前提としている。これは
あくまでも，実験のために学生にテストを
行ってもらうのではなく，授業の進度に合わ
せて行う理解度確認と成績評価への加味が主
目的である小テストを，いわば二次的に利用
することを意図する。この前提によって，効
果測定のための実験手法が大きく制約を受け
ることとなる。
　ある集団に追加的要素を実施する前と実施
した後に，調査によってその効果を測定する
代表的手法は，古典的実験計画法もしくは事
前事後調査統制群法（pretest－posttest control 

group design）とも呼ばれるものである。こ
の手法は真実験法とも呼ばれ，今回のような
効果測定実験の場合，最も目指すべき実験手
法であるが，調査対象を追加的要素が提供さ
れる集団（実験群）と，提供されない集団（統
制群）に分けて実施後に両者を比較すること
が絶対的に必要となる。
　これに対し今回行う実験は，効果の測定の
ためのデータを講義における「理解度確認小
テスト」から入手するため，講義クラス内で
追加的要素，つまり「すたなび」を授業や自
習に利用するグループと利用しないグループ
に分割することは不可能である。
　そこで，実験群に似通ったグループを比較
する疑似実験計画法（quasi－experimental de-

sign）のひとつである「不等価 2群事前事後
実験法」を採用することとした。この手法は
準実験とも呼ばれ，真実験を適用することが
困難な場合（具体的にはランダムサンプリン
グが困難な場合など）に適用される手法であ
る。

2.2　実験対象グループと実験データの選択
　1つの講義（教室）内で「すたなび」を利
用するグループと利用しないグループを区別
することが不可能なため，2クラスの講義を
選択して，一方を「すたなび」を利用しない
統制群（グループA），もう一方を，「すたな
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び」を利用する実験群（グループB）に設定
する必要がある。そこで，対象とする 2クラ
スは同大学の同学部の同一科目とし，開講時
期・時限のみが異なる 2クラスを選択した。
　両クラスとも受講生は100名程度であるが，
対象学年は 1年生から 4年生までとなってい
るため，グループの同質性をできる限り確保
する目的で，実験対象は 1年生だけとした3）。
　そして，同じくグループ間の同質性を確保
する目的で，実験対象となるすべての期間の
講義，および 2回の小テストを休まなかった
ものだけをデータとして選択した。その結果
グループA（統制群）は51人，グループB（実
験群）は44人が対象データとなった。

2.3　実験手順
　両クラスとも，講義はPowerPoint画面の
レジュメ（要点箇条書き）を配布し講義を進
める。また，ガイダンス時に成績評価はレ
ポートおよび平常点で行うこと，数回の小テ
ストがあることを事前に周知している。
　講義開始から 3回目の講義時に，これまで
の内容に関する理解度確認小テストを実施す
る（テスト 1）。このテスト 1を事前事後テ
ストの事前テストとし，グループAとグルー
プBの同質性（等分散）の確認をする。また，
両グループ間の平均点に有意差（すなわち受
講クラスの違いによる学力差）がないかどう
かも確認する。
　その後，グループAには引き続きレジュメ
配布方式の講義を行い，グループBには講義
解説画面に「すたなび」を利用しつつ，講義
を進める。また両グループに 2回目の小テス
トがあることを周知し，各自に自習を促すが，
グループBには自習にも「すたなび」を利用
することを指示（練習問題も行うよう指示）
し，グループAには「すたなび」の解説部分
と同等のプリントと，練習問題部分の正解答
を，講義の補足説明として追加配布する。
　そして，その後 3回の講義の後に，前回同

様の確認小テスト（テスト 2）を実施し，そ
のテスト 2の結果を，「すたなび」利用の効
果測定に関する分析データとして利用した。
なお，1回目の理解度確認小テスト（テスト
1）の内容は，「すたなび」の「基礎知識」
パートから，統計に関する記述問題を 5問，
「基本問題」パートから，調査統計に関する
選択式問題を 5問出題した。2回目の理解度
確認小テスト（テスト 2）では，問題数を各
10問に増やして実施した4）。
　出題した問題の一例をあげると，例えば図
2で示されている「基礎知識」項目の「全数
調査と標本調査」の学習内容をもとに，「調
査対象すべてに対して行う全数調査と違い，
調査対象の一部を抽出する調査は何調査と呼
ばれるか」といった問題を出題し，正しい語
句を記述で解答させた。また，基本問題パー
トの設問では図 3のような「基本問題」画面
で出題された問題と同一のもの，例えば「家
計調査はどのような統計調査か。」といった
問題を出題し，解答も「すたなび」での選択
肢と同様の選択肢を示し，解答させた。なお，
「すたなび」を利用しない統制群（グループA）
も，前述したように「すたなび」の解説部分，
練習問題部分と正解答の一覧は，講義の補足
説明として配布されている。

３．実験結果
3.1　事前テスト（テスト 1）
　1回目の小テストの結果をもとにFテスト
を行いグループ間の同質性の確認を行った
（表 1）。表 1の結果の通り，分散比F＝1.234，
p＝0.24＞0.05となり，分散に有意差のない
こと，したがって 2グループ間の同質性が確
認された。
　また，テスト 1の結果について，等分散を
前提とする 2標本パラメトリック t 検定（ス
チューデントの t）を行い，両グループの平
均点の有意差を検定した。受講時限の異なる
2つのクラスの学生にもともと理解度の差が
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あれば，テスト 2の結果が「すたなび」の効
果であるのかクラスの違いに起因する固有の
問題なのか，判定が不明確になると判断した
からである。
　結果は表 2の通り，t＝1.49，p＝0.13＞0.05

より，受講クラスの異なる 2つのグループ間
に，基本的な学力差・理解度の差のないこと
が示された。
　以上を前提に，テスト 2の結果について，
平均差の t 検定を行い，「すたなび」利用後
の効果の測定を行った。

3.2　効果の測定（テスト 2）
　前述のように，小テストの内容は，「基礎
知識」パートから統計に関する記述問題を，
「基本問題」パートから調査統計に関する選
択式問題をそれぞれ出題しているため，それ

ら出題形式の異なる問題群ごとに効果を測定
することが望ましい。そこで，それぞれにつ
いて t 検定を行い，前者の結果を「テキスト
（教科書）効果」，後者の結果を「練習問題効
果」と判断することとした。
　テスト 2の結果から「すたなび」利用の効
果を測定する方法として，平均得点差の有意
差を検定する t 検定が望ましいと判断した。
事前テストの結果に対する t 検定結果から，
もともとのグループ間における基礎的な学力
や理解力の差異がないことが確認できたので，
テスト 2の検定結果に有意差があれば，それ
は「すたなび」の利用による効果から生じた
差異であると判断できると考えるからである。
t 検定には「対応のない等分散を前提にした
パラメトリック t 検定」を採用した5）。
　結果は表 3，表 4のように，「基礎知識」

表１　 事前テスト（テスト１）の分散比 
（F 検定）

A B

平均 5.078 5.455

分散 1.634 1.323

観測数 51 44

自由度 50 43

分散比（F値） 1.234428

P（F＜＝f）　片側 0.241254

F境界値　片側 1.638912

（出所）　実験データより著者が作成

表３　 テスト２（「基礎知識」に関する設問） 
t 検定

A B

平均 4.86275 5.59091

分散 1.60078 1.64271

観測数 51 44

自由度 104

t －2.7803

P（T＜＝t）　両側 0.00657

t境界値　両側 1.9858

（出所）　実験データより著者が作成

表２　 事前テスト（テスト１）の平均差 
（t 検定）

A B

平均 5.078 5.455

分散 1.634 1.323

観測数 51 44

自由度 93

t －1.49739

P（T＜＝t） 　両側 0.137677

t 境界値　両側 1.985802

（出所）　実験データより著者が作成

表４　 テスト２（「基本練習」に関する設問） 
t 検定

A B

平均 6.98039 7.88636

分散 1.25961 1.77748

観測数 51 44

自由度 93

t －3.5963

P（T＜＝t）　両側 0.00052

t境界値　両側 1.9858

（出所）　実験データより著者が作成
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問題については t＝2.780，p＝0.006＜0.05と
なり，両グループの平均点の差に有意差がみ
られる，すなわち「テキスト（教科書）効果」
に関する「すたなび」の効果があったと判断
できる。一方，「練習問題」についても，t＝
3.59，p＝0.0005＜0.05より，こちらも効果が
認められる結果となった。
　以上の結果に基づいて「すたなび」を利用
することの学習効果は認められたが，さらに
Cohen’s dによりその効果量（Effect Size）を
測定する。
　Cohen’s dは帰無仮説と対立仮説との間の
ギャップの程度を示す指標として知られてお
り，2つのグループの平均に大きな違いがあ
るケースなどでは，dが0.80を上回り，この
とき「効果量が大きい」と判断される。一般
的な判定基準では，d＝0.5を中程度の効果量
の目安としており，d＝0.2のとき，効果は小
さいと判断される6）。
　テスト 2における効果量を「テキスト（教
科書）効果」，「練習問題効果」それぞれにつ
いて計算した結果（表 5）をみると，「練習
問題効果」に関しては，0.8に満たないもの
の0.5を大きく上回っており，その効果はや
や大きいと判断できる。一方，「基礎知識」
問題に関連する「テキスト（教科書）効果」
に関しては，中程度の目安である0.5をわず
かに上回る結果であった。
　これらの結果から，「すたなび」の利用に
は一定程度の効果が認められ，特に練習問題
効果に関して，より期待できる結果となって
いると判断できる。

４．「すたなび」利用に関するその他の効果
4.1　統計に対する意識，学習姿勢への影響
　直接的な学習効果の他，「すたなび」を利
用することで期待される効果には，3）公的
統計に関する意識や学習に関する姿勢への影
響が想定される。例えば，統計に関する興味
が，「すたなび」を利用することでより高め
られたり，苦手意識が薄められたり，学習に
時間を割くようになったり，何らかの変化が
期待されるからである。
　そこで，それら変化を確認するために，本
実験対象の両グループに，2回目の小テスト
の終了後，授業内アンケートを実施した。ア
ンケート内容は，1．「統計に関する興味が
増した」，2．「統計は難しいものという意識
が和らいだ」，3．「テストに向けて復習に時
間をかけたと思う」，4．「集中して効率よく
学習できた」，5．「統計に関する知識を整理
できたと思う」の 5点について，「1．とて
もそう思う，2．ややそう思う，3．あまり
そう思わない，4．そう思わない」の 4選択
肢で回答してもらい，集計では，「1．とても
そう思う，2．ややそう思う」を「そう思う」，
「3．あまりそう思わない，4．そう思わない」
を「そう思わない」に再区分して集計した。
集計結果は表 6のようになった。
　「統計に関する興味が増した」，「統計は難
しいものという意識が和らいだ」という 2つ
の質問に対して，「そう思う」と答えた割合
についてみてみると，いずれも「そう思わな
い」という回答割合の方が高いが，グループ
間比較でみると，グループBとグループAの
差異は 17％程度となっており，グループA

に比してグループBでは若干の良化傾向が見
られる。
　一方，「テストに向けて復習に時間をかけ
たと思う」，「集中して効率よく学習できた」
という 2つの質問について見てみると，両者
の傾向には大きな差異があることがわかる。
　「テストに向けて復習に時間をかけたと思

表５「すたなび」利用に関する効果量

効果量（Cohen’s d）

テキスト（教科書）効果 0.572

練習問題効果 0.735

（出所）　実験データより著者が作成
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う」に対して「そう思う」割合は，いずれの
グループも極めて高い割合であるが7），「集
中して効率よく学習できた」については，グ
ループBにおいて，より高い割合を示してい
る。このことは，「すたなび」利用により，
効率よく学習できたと感じた学生の割合が非
常に高く，レジュメ参照による自己整理型学
習では，時間をかけた割に効率よく学習でき
なかったと感じる学生が多いことを表してい
る。同様の傾向は，「統計に関する知識を整
理できたと思う」という質問への回答結果か
らもうかがうことができる。

4.2　レポート作成への効果
　今回の分析対象クラスでは，期末評価を平
常点とレポートで行うため，学生たちに自由
テーマのレポート課題を課した。学生たちは，
関心のあるテーマを自分で設定して，度数分

布表やクロス集計表による分析などを自由に
行いレポートを作成する。以下の指定項目以
外，詳細も各自の自由としている。
　テーマ設定の理由，事前予測，結果と考察
など通常のレポート要件については，グルー
プA，グループB双方に同内容を講義し，統
計検索方法として，グループAには総務省統
計局のポータルサイト「e－stat」の利用，グ
ループBにはe－statの他，「すたなび」の「統
計カード」ならびに「統計集計カード」機能
の利用を講義した。その他，「利用した統計
の性質や特徴点に関する説明」を記すことを
指示し，レポートの最後には，今回の自身の
レポート作成に関する時間的・労力的負担に
ついて感想を記すよう指示した。
　採点したレポートの傾向として，グループ
Aのレポート（レポートA）では公表されて
いる各統計の「調査の概要」欄を参考に記述

表６　アンケート回答結果のグループ間回答割合比
回答（％）
グループB

アンケート項目 そう思う そう思わない

統計に対する興味が増した 45.10 54.90

統計は難しいものという印象が和らいだ 29.41 70.59

復習にしっかり時間をかけたと思う 78.43 21.57

集中して効率よく学習できた 54.90 45.10

統計に関する知識を整理できたと思う 52.94 47.06

回答（％）
グループA

アンケート項目 そう思う そう思わない

統計に対する興味が増した 27.27 72.73

統計は難しいものという印象が和らいだ  6.82 93.18

復習にしっかり時間をかけたと思う 90.91  9.09

集中して効率よく学習できた 22.73 77.27

統計に関する知識を整理できたと思う 27.27 72.73

（出所）　実験データより著者が作成
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しており，それら説明項目が統計ごとにバラ
つきがあるため，学生自身のレポートにおい
ても十分要約せず説明過多のケースや，説明
不足のケースが数多く見られた。
　これに対しグループBのレポート（レポー
トB）では，「すたなび」の「統計カード」
の記載内容を参考に記述するレポートがほと
んどのため，調査概要の内容・順序ともほぼ
合致しており，その結果，非常によくまとまっ
ていることが見て取れた。また，「統計調査
の分類」と「集計地域単位」，「e－stat提供デー
タ開始年」の記載があるのも特徴的で，e－
statのみを参照したレポートAではこのよう
な傾向は見受けられない。
　また，レポートAでは，利用統計の種類が
非常にバラエティに富んでおり，例えば，あ
るレポートでは「釣り人口の都道府県比較」
をテーマとし，テーマ設定理由は「自身が釣
りが好きだから」，「実家の宮城県では釣りが
娯楽として盛んであったが上京してからは友
人との会話であまり話題にならない」，「都道
府県別に釣り人口にどれほど違いがあるのか
知りたい」といった理由を挙げ，レポートを
作成している。レポートでは「社会生活基本
調査」の「10歳以上の行動者率（過去 1年
間にその活動を行った人の比率）」を都道府
県別に調べ，「地元宮城が全国平均以下で
あったことが意外だった」，「東日本と西日本
では明らかに西日本の釣り人口比率が高い」
とし，その理由を「海岸線の長さ」との関係
で説明するなど，自分の関心事に即した形で
テーマを設定し，結果の考察が行われている
点は興味深い点である。
　ただし，レポートAでは全体的に，利用可
能最新年の主要表を利用し，主要項目に関す
る都道府県比較や 2時点間比較に基づくレ
ポート構成となっているものがほとんどで，
集計項目に関する説明，用語の解説，表に関
する説明などがレポートBに比べ不足してい
る点が見受けられる。

　一方，レポートBでは，「すたなび」内の
「分析事例」を参考にしたと見受けられるも
のが多い点が特徴的で，したがって，利用統
計も偏っている結果となっている。例えば，
「結婚のため離職した女性はどれくらいで復
帰しているのか」をテーマとしたあるレポー
トでは，「復職理由とその離職期間との関係」
を分析項目に挙げ，「就業構造基本調査」か
ら過去 5年間に「結婚のため」前職を離職し
た25歳から44歳の女性の有業者割合を離職
後の年数別に検討したり，復職理由とその離
職後年数との関係を検討したりするなどして
いるが，「すたなび」内の「分析事例」には
「育児のため離職した女性は離職後 3年以内
で 2割弱が仕事に復帰する」という分析事例
（Topic5）があり，上記のレポートはこの分
析事例を参考にしたことがうかがえる。この
ような，「すたなび」の分析事例を参考にし
たと思われるレポートが非常に多い印象を受
けた。

５．まとめ
　以上の点を整理し，「すたなび」を講義に
活用した効果を以下のようにまとめる。
⑴　学習効果について
　理解度確認小テストの得点を用いた t 検定
結果より，「すたなび」を授業や自習に活用
することは講義内容に関する理解力を高める
ことに少なからず効果があることが明らかと
なった。この点を考慮すると，「すたなび」は，
統計の学習や統計利用に関する初学者にとっ
ては，非常に用途の高い補助教材と成り得る。
　また，効果量の測定（Cohen’s d）の結果
からは，解説を読み進めて理解する「テキス
ト（教科書）効果」よりも，反復練習を行う
「練習問題」効果の方がより期待できること
が明らかとなった。これは，「すたなび」が
Webベースのプラットフォームのため，繰り
返し練習がしやすい，暗記作業に適している
ことを表しているともいえる。この結果をふ
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まえ，今後「すたなび」を改良していくため
には，「テキスト（教科書）効果」と「練習
問題効果」のどちらの効果をより期待するの
か，方向性を明確にし，それらに対応する効
果量が大きいと判断されるd＝0.8以上の水準
になるよう，内容を精査してより分かりやす
い，利用しやすい内容への改善や，何らかの
システム上の工夫が要求される。
⑵　 苦手意識の克服や，学習姿勢の改善につ

いて
　アンケートの結果から，「すたなび」は，
統計制度や公的統計に関する興味をわずかな
がら高めさせる傾向があると言ってよい。こ
れは，「すたなび」のインターフェイスが学
生にとって受け入れやすいwebベースである
ことが大きく影響していると考えられる。ま
た，パソコンの前に座って学習を行わせるこ
とで，学生自身に「集中した質の良い学習を
費やした」と感じさせ，「効率よく学習を行
えている」，「よく整理し理解できた」と実感
させる一要素となっていると考えられる。
　ただし，これら効果の有効性にさらなる説
得力を持たせるためには，今回のアンケート
の回答数，および設問数と内容では不十分で
あり，より詳細なアンケート調査による統計
的分析が必要である。この点は今後の課題と
したい。

⑶　レポート作成への効果について
　レポートに関しては，「すたなび」コンテ
ンツ内で参考事例を示すことにより，統計検
索とアクセスなどの作業の軽減化を助け，学
生自身のレポート作成を捗らせることを可能
にしている。また，内容的にもよりまとまり
のある，いわゆる「得点の高い」レポート作
成を可能にしている。これらの点に関しては，
「すたなび」を活用することの効果を一定程
度認めることができる。
　ただし，参考例を詳細に示しすぎて，すな
わち学生が「すたなび」の分析事例を参照し
すぎて，オリジナリティにやや欠けた印象の
レポートが増えてしまう弊害も確認できる。
今後はこの点を考慮し，分析事例をどこまで
示すべきなのか，検討と改善が必要であろう。
　なお今回の実験では，「すたなび」を利用
するクラスと利用しないクラスに区分して，
2つのクラスに別々の講義を行ったが，学習
効果が認められるのであれば，本来は両クラ
スに「すたなび」を利用するべきであり，教
育の平等性の観点からは若干の問題を有する
可能性がある。この点は今後に向けた重要な
検討課題として認識しつつ，「すたなび」の
有効性についてさらなる研究を継続して行き
たい。

注

1  ）http://stanavi.rikkyo.ac.jp/よりアクセスできるが，現在は主に学内向け公開の段階のため，利用の
ための IDとパスワードが設定されている。学外者で利用を希望する場合は，立教大学社会情報教
育研究センター（https://csi.rikkyo.ac.jp/）へ問い合わせが必要。

2  ）作成および修正は㈶統計情報研究開発センターが中心となって行っている。
3  ）平常点評価にも利用する授業内小テストのため，もちろん他学年も含めた全員がテストを受ける
が，実験のデータとしては除外している。

4  ）2回目の小テストで問題数を 2倍にしているのは，「小テストの結果は平常点として成績評価の
材料となる」，「2回目の小テストは分量を増やして難易度をあげる」という授業運営上の理由によ
るところである。今回の実験に利用する目的においては，2回の小テストの問題数を一致させるべ
きであったかと思われる。

5  ）等分散はテスト 1で確認済みであるが，テスト 2の結果に対してF検定を行っても，分散比に有
意差はないことが確認できた。
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6  ）Jacob Cohen（1988）を参照。Jacob Cohen（1992）のTable 1がより簡潔にまとめられている。Co-
hen’sdの詳細な解説は，Jacob Cohen（1988）を参照。

7  ）これは，1回目の小テストのあとに 2回目の小テストもあること，そして小テストの結果は成績
評価に加味することを宣言したところによると思われる。
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はじめに
　観光は，運輸，宿泊，小売，飲食など非常
に広範囲にわたる経済活動の領域を横断し，
複数産業部門によって構成される分野である
ため，産業分類上，独立した産業として取り
扱うことは難しい。国際連合世界観光機関
（UNWTO：World Tourism Organization）では，
観光統計の国際基準である旅行・観光サテラ
イト勘定（TSA：Tourism Satellite Account）
の作成手法や定義づくりに取り組んでおり，
国土交通省が2000年よりTSAの作成に取組み，
国連世界観光機関が定めた定義に合わせて作
成，公表されている。観光庁は観光統計の量
と質の向上に向けて取り組み，「観光入込客
統計に関する共通基準」（2009年）が作成さ
れた。地域版のTSAの作成は，北海道や沖
縄など一部の団体で作成の試みがなされてい
るが，地域内の観光客入込み客数を正確に測

ることが困難なため，ほとんどの地域では作
成されていない。兵庫県における観光産業の
経済規模を把握し，観光ビジョンに役立てる
ため，観光産業の付加価値額である兵庫県観
光GDPを試算し，その活用方法について考
察した。

１．観光統計の現状と問題点
　観光は，国際連合世界観光機関によると余
暇，ビジネス，その他の目的のため，日常生
活圏を離れ，継続して 1年を超えない期間の
旅行をし，また滞在する人々の諸活動である。
観光関連産業を産業部門別に見ると，運輸・
通信業，商業，飲食・宿泊業などの個人サー
ビス業のうち観光にかかる部門である。観光
産業は，飲食業，宿泊業，土産物などの観光
関連産業だけでなく，小売業や運輸業，農林
水産業まで広がる複合産業であり，地域の生

＊　 本稿は，第58回経済統計学会全国研究大会（2014年 9月11日）において報告した内容をまとめたものである。
†　兵庫県企画県民部（統計課・ビジョン課）

E－mail：tsunenori_ashiya@pref.hyogo.lg.jp

【研究ノート】（『統計学』第108号 2015年3月）

兵庫県観光GDPの推計と利用上の課題について＊

芦谷恒憲†

要旨
　地域振興や地域再生等の取組みの中で観光が果たす役割は大きく，その効果の定
量的な把握が求められるものの，地域では観光客入込数のみ用いられ総合的な経済
指標を用いた把握はなされていない。観光庁では，国際統計基準に沿った観光サテ
ライト勘定の作成及び検討が行われているが，地域ではデータの制約から観光
GDP等の作成事例が少ない。地域観光統計や資料を用いて兵庫県観光GDPを推計し，
その活用方法について考察した。

キーワード
観光統計，観光GDP，サテライト勘定，兵庫県
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活様式や社会インフラとも関わりがある。観
光地までの鉄道，バスなどの交通機関のアク
セス時間や観光協会などの団体や旅行会社が
提供する観光地の情報も観光客入込数に影響
を与えている。旅行を目的別に見ると観光，
帰省，出張に区分される。観光庁「旅行・観
光消費動向調査データから推計すると，宿泊
旅行では観光は約60％，日帰り旅行では約
65％を占めている（表 1）。
　観光産業の経済活動把握は，観光客の訪問
時期や観光客数の年間分布，宿泊施設の稼働
率，観光産業の経済的便益などである。社会
的観点として，住民や観光客満足度の把握が
ある。環境的観点では，エネルギー消費量，
水使用量，下水道，廃棄物処理の活動などが
ある。運営的観点では，観光客利用度や観光
地の観光客入込数の平均やピーク時の把握な
どがある。
　観光分野の経済統計に関する国際基準
（TSA）は，観光産業の特徴に着目して作成
されたサテライト勘定である。TSAは国民経
済計算の枠組の中で観光経済を体系づけるた
めの勘定であり，旅行・観光産業の生産額や
付加価値額等について全国比較や国際比較が
可能となる。この勘定では，旅行は観光，旅
行消費額は観光客最終消費支出という。なお，
観光消費は，観光客の旅行消費額や観光産業
の売上額，旅行前後にその旅行のための購入
した商品を含んでいる。
　TSA観光産業分類でみると，宿泊サービス，
飲食サービス，旅客輸送サービス，輸送設備

レンタルサービス，旅行代理店その他の予約
サービス，文化サービス，スポーツ・娯楽サー
ビス，小売であり，自然，歴史・文化，温泉・
健康，スポーツ・レクリエーション，都市型
観光（買物・食等），その他及び行祭事・イ
ベントに分類される。
　観光庁が作成している観光統計は，供給側
から調査した「宿泊旅行統計調査」，「観光地
域経済調査」，需要側から調査した「旅行・
観光消費動向調査」，「訪日外国人消費動向調
査」，「観光入込客調査（共通基準）」などが
ある。「観光地域経済調査」では，観光経済
活動構造を示す指標として，個人の観光客及
び法人などの観光関連事業所の全体売上額に
占める割合である観光依存度，経済活動にお
ける財貨・サービスについて域外からの移輸
入によらず域内の調達割合である域内調達率
などが作成されている。観光GDPは，これ
らの観光統計を用いて作成したデータである。
　観光GDPの推計対象は，観光客が購入し
た非観光商品は含み，非観光客が購入した観
光商品は含まない。観光GDPは，観光客に
提供された財貨・サービスの付加価値額の合
計であり，付加価値ベースで観光経済を推計
することで，経済の総合指標であるGDPや
他産業総生産と比較ができる。観光産業にお
ける雇用の大きさを示す観光雇用者数は，就
業者数や雇用者数，労働時間で評価した雇用
者数がある。総務省「2012年経済センサス
―活動調査」で見ると，兵庫県全体の民営
事業所の従業者数は，飲食店は118,534人（構

表１　国内旅行平均売上額の推計

宿泊旅行 日帰り旅行
観光 帰省 出張 観光 帰省 出張

金額
（千円）

2012年度 118.3 72.0 28.5 17.8   9.2  6.2  1.6  1.5

2013年度 123.6 76.4 28.8 18.4   9.6  6.3  1.6  1.7

構成比
（％）

2012年度 100.0 60.9 24.1 15.0 100.0 67.0 17.2 15.8

2013年度 100.0 61.8 23.3 14.9 100.0 65.8 17.0 17.2

（出所）　観光庁「旅行・観光消費動向調査」から推計（旅行平均単価×平均泊数）
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成比 5.5％），宿泊業は 16,818人（同 0.8％），
旅行業は 1,294人（同 0.1％）である（表 2）。
　持続可能な観光づくりのため，効果的で効
率的な観光地づくりに対する客観的評価の重
要性が高まっている。事業者数，売上規模，
雇用状況などの観光産業の基本構造や観光の
経済効果を把握することにより，観光が地域
へもたらす貢献度を明確にすることができる。
兵庫県では，「ひょうごツーリズム戦略」な
どの観光ビジョン等の作成などに活用されて
いる。

２．観光GDPの概要と推計方法
2.1　兵庫県観光GDPの推計方法
　観光の経済活動を把握するための基礎的指
標は，事業所数，従業者数，観光産業の売上
額などである。観光統計から観光地における
消費支出額から経済規模（最終需要額）を把
握し，総消費額，費目別消費額，産業別売上
額，付加価値額，雇用者数などの指標を推計

する。観光産業事業所の従業者は，月次で見
ると季節変動が大きく，観光の割合が高い宿
泊サービス業において特に変動が大きく，観
光産業事業所の雇用形態は非正規や臨時・雇
用者の割合が高い。
　観光GDPは，観光産業が構成する各産業
の付加価値のうち観光に対応する付加価値額
の合計であり，ホテル，旅館などの宿泊施設
における宿泊者数や域内の観光客入込数や一
人当たり観光消費額により推計する。推計の
ためのデータとして訪問目的別，居住地別，
宿泊・日帰り別属性別構成比，平均訪問地点
数，平均消費額単価などがあるが，観光の移
動距離は把握が困難であり，行祭事・イベン
トの観光入込客数の把握精度が低く，訪日外
国人，ビジネス目的の観光客は捕捉が困難で
ある。
　観光消費には，旅行消費額，観光産業の売
上高のほか，旅行前後に旅行のために購入し
た商品やサービスが含まれる。観光GDPの

表２　飲食・宿泊業等の基礎データ（兵庫県）
（単位：人，百万円，％）

項　　目
事業所数

（2012年 2月）
従業者数

（2012年 2月）
売上（収入）金額
（2011年）

従業者
構成比

売　上
構成比

75　宿泊業 1,172 16,818 128,952 0.8 100.0

　751　旅館，ホテル 1,013 15,445 114,932 0.7 89.1
　752　簡易宿所 43 305 1,463 0.0 1.1
　753　下宿業 14 41 146 0.0 0.1
　759　その他の宿泊業 102 1,027 12,411 0.0 9.6
　　7591　会社・団体の宿泊所 24 167 1,087 0.0 0.8

76　飲食店 17,993 118,534 466,783 5.5 100.0

　761　食堂，レストラン（除く専門料理店） 1,471 14,596 58,567 0.7 4.0
　762　専門料理店 4,428 38,101 169,470 1.8 4.4
　763　そば・うどん店 766 5,729 21,250 0.3 3.7
　764　すし店 787 8,902 37,596 0.4 4.2
　765　酒場，ビヤホール 2,387 13,690 59,749 0.6 4.4
　766　バー，キャバレー，ナイトクラブ 2,443 7,657 24,977 0.4 3.3
　767　喫茶店 3,865 14,220 42,978 0.7 3.0
　769　その他の飲食店 1,846 15,639 52,195 0.7 3.3

　791　旅行業 219 1,294 70,161 0.1 ―
民営計 218,877 2,173,594 ― 100.0 ―
（出所）　総務省「2012年経済センサス―活動調査」
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推計対象は，①旅行中消費額（宿泊旅行，日
帰り旅行，別荘・保養所の消費額），②旅行
前後消費額（旅行用品の購入，写真プリント
など）である。
　企業等の保養所や会員制宿泊施設を利用す
る宿泊旅行は，企業福利厚生費からの負担額
や所有権の購入分は旅行中の消費行動として
あらわれないため，通常宿泊料金との差額に
ついて帰属計算し，当初推計データに加算し
た。
　観光産業を構成する各産業のうち観光に対
応する付加価値額は，観光産業の産出額（売
上高）に付加価値率を乗じ，観光産業が生み
出す付加価値（観光GDP）を推計した。観

光GDPの推計対象は，旅行中及び旅行前後
の支出額である。関連する項目の詳細な地域
データが得られないため，観光庁「宿泊旅行
統計調査」の全国値データ（平均単価等）を
用いて推計した。国内日帰りや国内宿泊分に
ついて全国ベースの旅行前後支出比率（＝旅
行前後支出計 /旅行中支出計）を年度ごとに
推計し，旅行中支出総額に乗じて推計した
（表 3，4）。
　観光GDPの推計には，観光庁が作成した
宿泊旅行統計や兵庫県が推計した観光客入込
客統計など（1990年～2010年度）を収集し
作成した。2010年度観光客入込統計のデー
タは，従前の統計基準が変わったため，時系

表３　兵庫県観光GDPの推計方法・資料

⑴　推計方法
・観光消費額＝観光客数×観光消費単価
　（内訳）交通費，宿泊費，飲食費（食事，飲食，飲酒），土産代，施設入場料等
・観光産業付加価値額＝観光消費額×付加価値比率
⑵　推計資料
①宿泊者数（資料：兵庫県観光交流課「兵庫県観光動態調査報告」）
　 ホテル，旅館，民宿・ペンション，公的宿泊施設，ユースホステル，寮・保養所，その他
②交通利用者（資料：兵庫県観光交流課「兵庫県観光動態調査報告」）
　JR・私鉄・路線バス，貸し切りバス，自家用車，その他
③飲食費（資料：兵庫県観光交流課「兵庫県観光動態調査報告」）
　日帰り客，宿泊客別に推計
④消費支出単価：㈳日本観光協会「観光の実態と志向」等から推計
⑤中間投入比率（資料：兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」）
　 旅行会社収入（その他の運輸業），交通費（運輸業），宿泊費（旅館業），宿泊費（寮保養所差額帰
属計算）（旅館業），飲食費その他（個人サービス），買物代（商業マージン額）（小売業）

表４　項目別観光消費額の推計方法

項　　目 推計方法
1　旅行会社収入 旅行・運輸付帯サービス生産額×観光消費産出額比
2　交通費 利用交通機関別入込数×単価（1人当たり訪問回数補正）
3　宿泊費 利用施設別入込数×単価（1人当たり宿泊日数補正）
4　宿泊費
　　（寮保養所差額帰属家賃）

寮保養所入込数×単価差額（ホテル―寮保養所）

5　飲食費その他 ① 日帰り客：入込数×その他費用単価―買物代（商業マージン額）
1人当たり訪問回数補正（1回当たり訪問場所による補正）

② 宿泊客：入込数×その他費用単価―買物代（商業マージン額）
1人当たり宿泊日数補正（1回当たり宿泊日数補正）

6　買物代（商業マージン額） 飲食費その他消費支出額×小売業マージン率
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列データの調整を行った。2010年度から新
基準により集計されたデータであるため，
2009年度以前は，新しい統計作成基準を合
わせるため2010年度の新旧データから接続
係数を作成し調整した。

2.2　兵庫県内地域別観光GDP推計の概要
　兵庫県内地域別観光GDPの推計対象の県
内10地域ブロック区分は次のとおりである。
兵庫県地域ブロック別地域区分
［神戸市］神戸市
［阪神南地域］尼崎市，西宮市，芦屋市
［阪神北地域］伊丹市，宝塚市，川西市，三
田市，猪名川町
［東播磨地域］明石市，加古川市，高砂市，
稲美町，播磨町
［北播磨地域］西脇市，三木市，小野市，加
西市，加東市，多可町
［中播磨地域］姫路市，市川町，福崎町，神
河町
［西播磨地域］相生市，赤穂市，宍粟市，た
つの市，太子町，上郡町，佐用町
［但馬地域］豊岡市，養父市，朝来市，香美町，
新温泉町
［丹波地域］篠山市，丹波市
［淡路地域］洲本市，南あわじ市，淡路市
　兵庫県内地域別観光GDPの推計方法の概

略は次のとおりである。
　域別宿泊単価補正係数＝当該地域宿泊単価
/兵庫県平均宿泊単価
　当該地域宿泊単価＝兵庫県観光GDP推計
単価×地域別宿泊単価補正係数
　地域別宿泊単価について，兵庫県「2010

年度兵庫県観光ガイドライン調査」及び㈶日
本交通公社「JTB宿泊白書」を用いて地域別
宿泊単価補正係数を作成し，地域別に全県平
均宿泊単価を補正した（表 5）。

３．兵庫県観光GDP推計結果の概要
3.1　兵庫県観光GDP推計結果
　2012年度観光消費額（名目）は 1兆449億
円で，名目兵庫県内観光GDPは5,939億円で
前年度比 2.1％増，名目GDP比 3.8％である。
2012年度名目GDPを項目別に見ると，飲食
費その他（構成比33.0％），交通費（同30.3 

％），買物代（商業マージン額）（同15.0％）
の順である。
　2012年度実質兵庫県内観光GDP（2005年
固定基準）は，6,621億円で前年度比4.2％増
である（表 6）。
　実質経済成長率の推移を見ると，実質観光
GDPの対前年度比は，2006年度以降，実質
GDP成長率に概ね近似している（図 1）。

表５　地域別宿泊単価補正資料

兵庫県宿泊単価を次のデータにより地域別宿泊単価を補正する。
⑴　「JTB宿泊白書」（1998年～2010年）
　①調査項目：宿泊料金（全平均，個人グループ，一般団体，学生団体）（1泊 2食）
　② 調査地点：神戸市（六甲山，有馬温泉），阪神地域（宝塚：一部年施），播磨地域（姫路：一部
年実施），但馬地域（城崎温泉），淡路地域（淡路島），計数がない地域は兵庫県値で代替

⑵　「兵庫県ガイドライン調査報告書」（2010年）
　① 調査項目：県内交通費，県外交通費，県内宿泊費，県内土産物代，県内飲食費，県内入場料，

県内その他費用
　② 調査地点：神戸市（北野異人館，有馬金の湯），阪神南・阪神北地域（中山寺），東播磨地域（明
石市立天文科学館），北播磨地域（東条湖おもちゃ王国），中播磨地域（姫路城），西播磨地域（赤
穂大石神社），但馬地域（城崎温泉），丹波地域（篠山城周辺），淡路地域（奇跡の星の植物館）

⑶　「宿泊施設利用動向」，㈶日本交通公社「旅行年報」（1990年～1998年）
　　調査項目：基本宿泊単価，総消費単価（地域：近畿地域，全国）
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表６　兵庫県内観光消費総生産統計表
（単位：億円，％）

項　　目 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

県内観光消費額（名目） 10,307 10,705 10,822 10,834 10,279 10,484 10,091 10,449

うち旅行中観光消費額（名目） 8,859 9,098 9,194 9,205 8,726 8,910 8,719 8,952

対前年度比（％） ▲2.8 3.9 1.1 0.1 ▲5.1 2.0 ▲3.8 3.6

県内観光消費総生産（名目） 5,761 6,017 6,068 5,980 5,784 6,029 5,738 5,939

1　旅行会社収入 4 5 5 4 4 4 5 5
2　交通費 1,756 1,776 1,780 1,693 1,576 1,887 1,844 1,801
3　宿泊費 331 354 418 390 421 422 436 460
4　宿泊費（寮保養所差額帰属計算） 8 13 12 12 8 8 8 7
5　飲食費その他 1,965 2,056 2,048 2,074 2,027 1,974 1,860 1,961
6　買物代（商業マージン額） 902 928 906 922 896 860 838 890
7　旅行前後消費額 794 885 899 885 851 875 747 815

対前年度比（％） ▲4.1 4.4 0.8 ▲1.4 ▲3.3 4.2 ▲4.8 3.5

県内総生産（名目） 193,636 197,994 194,601 189,892 178,769 185,345 183,136 181,678

対前年度比（％） ▲1.2 2.3 ▲1.7 ▲2.4 ▲5.9 3.7 ▲1.2 ▲0.8

県内総生産比（％） 3.0 3.0 3.1 3.1 3.2 3.3 3.1 3.3

観光消費総生産（実質：H17年固定基準） 5,767 6,059 6,154 6,102 6,140 6,677 6,354 6,621

対前年度比（％） ▲3.4 5.1 1.6 ▲0.8 0.6 8.8 ▲4.8 4.2

民間最終消費支出デフレーター 99.9 99.3 98.6 98.0 94.2 90.3 90.3 89.7

県内総生産（実質） 197,624 205,035 203,935 201,357 192,264 204,839 206,314 205,668

対前年度比（％） ▲1.2 2.3 ▲1.7 ▲2.4 ▲5.9 3.7 ▲1.2 ▲0.8

県内総生産比（％） 2.9 3.0 3.0 3.0 3.2 3.3 3.1 3.2

（資料）　 兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」，兵庫県観光交流課「兵庫県観光動態調査報告」，国土交通省「旅行・
観光動向調査」，㈳日本観光協会「観光の実態と動向」等から推計

図１　県内GDP・観光GDP実質成長率の推移
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3.2　兵庫県内地域別観光GDP推計結果
　兵庫県内地域別名目観光GDP（2005年度
～2010年度）を見ると，2008年姫路菓子博
などのイベント開催により中播磨地域（姫路
市，市川町，福崎町，神河町）は前年度と比
べ25.4％増と大幅な増加になるなど地域別に
見ると増減が異なる（表 7）。

3.3　 兵庫県内観光消費の経済波及効果推計
結果

　産業連関分析により観光消費支出の経済波
及効果を推計した。経済波及効果のうち，直
接効果は，旅行消費が産業売上高に直接的に
貢献する効果である。間接効果は，原材料波
及効果（第 1次間接効果）及び家計迂回効果
（第 2次間接効果）である。原材料波及効果は，

たとえば，宿泊施設の食材（農業）の調達な
ど原材料仕入や営業・一般管理費等の中間投
入を通じた最終需要の増加による波及効果で
ある。家計迂回効果は，直接効果と 1次効果
によって生じる賃金，給与などの雇用者所得
が家計を通じて消費支出される最終需要の増
加による波及効果である。なお，推計資料の
制約から既存の統計から得られるデータによ
る簡易的な方法により算出した。
　観光消費額（直接効果）から産業連関分析
により間接効果（第 1次間接効果：原材料波
及効果，第 2次間接効果：家計迂回効果）を
推計し，生産誘発額，付加価値誘発額及び雇
用誘発数を推計した。経済効果推計には，兵
庫県統計課「平成17年兵庫県産業連関表」
を使用した。

表７　地域別観光GDP（実質：平成17年固定基準年）の推移
（単位：百万円，％）

項　目 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

実
　
　
　
数

兵庫県 576,708 605,943 615,406 610,203 613,975 667,706 635,395 662,056

神戸市 159,268 170,139 178,569 172,386 175,550 184,685 170,196 180,664
阪神南地域 61,664 65,304 66,521 63,724 64,557 70,076 65,218 66,777
阪神北地域 67,529 71,319 72,271 70,373 71,150 79,858 75,534 76,987
東播磨地域 40,190 41,773 42,823 42,135 40,296 44,956 42,205 43,372
北播磨地域 45,267 46,511 47,404 48,245 48,237 60,313 57,043 58,893
中播磨地域 53,785 56,142 55,506 69,593 69,153 64,109 70,110 66,671
西播磨地域 30,466 31,062 30,005 29,901 29,005 32,540 30,946 32,540
但馬地域 57,166 56,780 56,090 52,468 52,271 55,052 52,545 59,477
丹波地域 17,132 17,308 17,163 16,208 15,552 20,997 20,473 21,312
淡路地域 44,241 49,605 49,054 45,170 48,204 55,120 51,125 55,363

増
　
減
　
率

兵庫県 ▲3.4 5.1 1.6 ▲0.8 0.6 8.8 ▲4.8 4.2

神戸市 ▲7.4 6.8 5.0 ▲3.5 1.8 5.2 ▲7.8 6.2
阪神南地域 ▲1.6 5.9 1.9 ▲4.2 1.3 8.5 ▲6.9 2.4
阪神北地域 ▲2.4 5.6 1.3 ▲2.6 1.1 12.2 ▲5.4 1.9
東播磨地域 6.1 3.9 2.5 ▲1.6 ▲4.4 11.6 ▲6.1 2.8
北播磨地域 ▲3.3 2.7 1.9 1.8 0.0 25.0 ▲5.4 3.2
中播磨地域 ▲3.2 4.4 ▲1.1 25.4 ▲0.6 ▲7.3 9.4 ▲4.9
西播磨地域 ▲1.3 2.0 ▲3.4 ▲0.3 ▲3.0 12.2 ▲4.9 5.2
但馬地域 ▲2.1 ▲0.7 ▲1.2 ▲6.5 ▲0.4 5.3 ▲4.6 13.2
丹波地域 ▲1.6 1.0 ▲0.8 ▲5.6 ▲4.0 35.0 ▲2.5 4.1
淡路地域 ▲4.0 12.1 ▲1.1 ▲7.9 6.7 14.3 ▲7.2 8.3

（資料）　 兵庫県統計課「兵庫県市町民経済計算」，兵庫県観光交流課「兵庫県観光動態調査報告」等から推計
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　経済波及効果の推計方法の概略は，直接効
果から観光需要に基づく生産誘発効果として
間接第 1次効果を推計した。これは域内の最
終需要額に逆行列係数を乗じて推計した。間
接第 2次効果の雇用者所得は，直接効果及び
間接第 1次効果を域内雇用者所得率（雇用者
所得額 /域内生産額）により推計した。民間
消費支出額は，雇用者所得に消費性向（消費
支出 /雇用者所得）を乗じた。産業別民間消
費額は，民間消費額に産業連関表で求めた民
間消費支出構成比を乗じ，産業連関表の部門
に配分した。域内需要額は，最終需要額に域
内自給率を乗じで推計した。間接第 2次効果
は域内消費額（最終需要額）に逆行列係数を
乗じた。直接交換と間接第 1次効果，間接第
2次効果の合計値が総合効果である。雇用誘
発効果は，直接効果，間接第 1次効果，間接
2次効果を合計した総合効果に雇用係数を乗
じて推計した。
　観光消費支出の経済効果を2012年度県内
観光消費額（1兆449億円）から推計すると，
県内経済波及効果（生産誘発額）の合計は 1

兆5,813億円であり，これは県内観光消費額
の1.51倍に当たる。県内観光消費による生産
波及から生じた付加価値誘発額は9,328億円
であり，これは2012年度名目県内総生産（18

兆1,678億円）の5.1％に当たる。就業者誘発

数は160,299人である（表 8）。

４．観光統計の活用と課題
　観光庁では，観光客や事業所を対象に標本
調査が行われている。2010年度に観光統計
に新基準が導入され，ホテル等の宿泊者数の
確認方法の変更や道の駅など新たな調査対象
の確保など項目によってはデータが大幅に改
定された。観光客にとっては，観光施設の性
質やタイプにより観光客にとって施設の魅力
度は異なる。経済的に影響を与える項目は，
観光支出の大きさや水準，観光支出の観光地
内の歩留まり率や地域内循環の程度などであ
る。観光産業の経済におけるウェートの高ま
りに伴い，観光地の経済構造に与える影響も
大きくなっている。
　観光の社会的文化的影響は，旅行者の行動
様式やライフスタイルの変化や表現方法，社
会の価値体系の変化，地域の食生活の変化な
どがある。観光客の経済的マイナス面をみる
と外部地域からの観光客の流入による伝統的
な価値観やライフスタイルの変化，観光客増
加に伴う居住環境の悪化などである。
　近年，観光は経済や社会活動に相互依存す
るなど重要性が増してきたため，定量的把握
が必要になってきた。観光の経済規模を客観
的に把握することにより，観光が地域へもた

表８　県内観光消費の経済波及効果
（単位：億円，人）

項　　目 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

最終需要額（直接効果）　A 10,307 10,705 10,822 10,834 10,279 10,484 10,091 10,449

生産誘発額　B 15,618 16,157 16,286 16,358 15,515 15,778 15,263 15,813

波及倍率　C＝B/A 1.52 1.51 1.50 1.51 1.51 1.50 1.51 1.51

付加価値誘発額　D 9,226 9,537 9,606 9,650 9,147 9,302 9,006 9,328

県内総生産（名目）　E 193,636 197,994 194,601 189,892 178,769 185,345 183,136 181,678

名目GDP比（％）　F＝D/E 4.8 4.8 4.9 5.1 5.1 5.0 4.9 5.1

就業者誘発数 157,874 163,999 165,284 166,365 158,902 159,524 153,701 160,299

（資料）　兵庫県統計課「2005年兵庫県産業連関表」から推計
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らす貢献度を明確化することにより観光施策
の企画や立案に当たり客観的データによる成
果検証等が可能となった（表 9）。
　観光イベントは，地域活性化の有力な手段
の一つである。観光イベントを一過性のもの
ではなく継続させるため，費用対効果や事後
的検証など定量的評価を行い，今後の観光政
策に反映させることが不可欠である。従来，
観光客入込数が，イベントの効果を示す指標
として使用されてきたが，観光消費と直接結
びつかないことが増えてきため，イベントを
評価する指標としては適当ではなくなってき
た。そのため，観光消費支出額がイベント効
果を見る上で重要性が認識されてきた。今回
推計した観光消費の経済効果を示す生産誘発
額は，企業の売上高に相当し，企業の活動状
況のあらわす指標であるが，比較的大きな値
が算出されるため付加価値誘発額と比べ注目
される。
　観光イベントの効果は，参加者の関心が高
まることや地域の人々の関心の深まりがイベ
ントの個性の確立につながり，イベント開催
により参加者を中心とした関連消費を拡大す
る。この効果を継続し，地域内の経済効果を
高めていくためには，新たなイベント参加者
の確保や参加者や県民の関心やニーズに見
合った魅力あるソフトやサービスの維持や充
実などが求められる。
　さらに経済効果を高めるためには，幅広く

裾野が広い産業部門への経済効果がある地域
経済へのバランスのとれた貢献，地域内への
投資効率が高く地域内自給率が高い経済効果
がある持続可能な地域づくりへの貢献，関連
分野への新たな分野の消費需要の創出などを
推進していく必要がある。
　兵庫県が策定した「ひょうごツーリズム戦
略」（2011）では，ツーリズムの目標は地域
資源を掘り起こし活かしつなぐこと，ブラン
ド力のあるまちづくり，交流の里づくり，継
続的，効果的に魅力を伝えることとしている。
その上で，ツーリズム振興の具体化のための
実践的な行動プログラムづくりの方向を示し，
その主体的な活動を促進することが求められ
る。観光関連産業の育成やツーリズムの振興
には，観光関連産業の振興が不可欠である。
観光情報の活用度について数値目標を設定し，
その達成を通じて地域の活性化と県民の満足
度の向上を図ることが重要である。さらに，
計画の推進及び実施状況，成果の点検や評価
をすることにより観光振興の効果的な推進に
結びつけることができる（表10）。
　観光消費支出の経済波及効果は，一般的に
イベントの規模をあらわす参加者数に概ね比
例して総観光消費支出額は増加する。地域内
の付加価値額を増やすためには，量産効果に
よる効率化や年間を通じた需要の平準化が必
要である。地域内の原材料調達域内比率を高
めることにより，財・サービスの域内循環や

表９　観光統計の活用分野例

項　　目 内　　容

観光産業の付加価値額の推計（産業構造の特徴
把握等）

域内他産業への影響比較など

観光振興の目標設定・評価 観光関連産業時系列データ比較，地域間比較など

観光施策・公的プロジェクトの基礎データの提
供

観光PR，観光施設整備計画，交通計画，イベン
ト計画，地産地消計画，環境保全計画など

民間観光事業者マーケティングデータの提供 観光客層，旅行内容，費目別消費額，来訪動機，
満足度，ブランド・ロイヤルティなど
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である。さらに，計画の推進及び実施状況，
成果の点検や評価をすることにより観光振興
の効果的推進に結びつける。観光地域内で原
材料等がほとんど調達できる場合は，地域内
で観光産業が他産業に影響を与える場合が大
きいが，原材料の調達先が他地域に向けられ
ている場合，消費支出は他地域に流出し直接
効果に見合う地域内消費支出の拡大につなが
らない。そのため，最終需要額に対応する原
材料を地域内で購入することにより経済波及
効果の地域外への漏れを小さくする仕組みな
どについて検討が必要である。ツーリズムを
推進するための目標値して観光統計の整備が
求められるとともに，その達成を通じて地域
の活性化と住民満足度向上を図ることが望ま
れる。

多様で安定的な調達が高まる。高速道路など
交通網の整備により旅行者の行動圏が拡大し，
インターネットなどを通じた観光情報発信の
充実により観光客の選択肢が拡大し，ツーリ
ズムの形態が多様化する中，観光関連産業の
地域の実態を迅速に把握する指標の作成が求
められる。

おわりに
　ツーリズムは，観光のほか，自己啓発や参
加・体験活動，ビジネスや学術研究・芸術文
化などのため，通常の生活拠点を離れて旅行，
滞在，交流することである。ツーリズムの振
興には，観光関連産業の振興が不可欠である。
観光統計の活用について観光GDPなどの数
値目標を設定し，その達成を通じて地域の活
性化と県民の満足度の向上を図ることが重要

表10　「ひょうごツーリズム戦略」目標値例

⑴　ツーリズム人口の拡大
　県内観光客入込客数150百万人（兵庫県「兵庫県観光客動態調査」）
　県内宿泊客数920万人（観光庁「宿泊旅行統計調査」）
　国際ツーリズム人口（訪日外客数）80万人（JNTO「訪日外客訪問地調査」）
⑵　来訪者の満足度で再来訪問意向90％以上（㈳ひょうごツーリズム協会インターネット調査）
⑶　地域の魅力向上で魅力度ランキング上位（6位から 8位）維持（各種研究機関調査）
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１．本書の目的と構成
　本書は「『農』の統計に関する基本的入門
書」（ⅲ頁）として作成されたものである。「は
しがき」によれば，農林水産省大臣官房統計
部と京都大学学術メディアセンターが連携し
て戦前戦後の農林水産統計のデジタルアーカ
イブの構築，統計調査のデータリンケージ，
統計利用手法に関する理論的実証的研究に取
り組んでいるが，その研究チームにより執筆
されたものである。経済統計学会からは，編
著者の齊藤昭会員（前農水省統計部長，現京
都大学学術情報メディアセンター特命教授），
仙田徹志会員（京都大学学術情報メディアセ
ンター准教授），吉田嘉雄会員（京都大学農
学研究科研究員）が執筆メンバーとして参加
している。
　『「農」の統計にみる知のデザイン』という
タイトルについては，後に吟味することとし，
まず，本の構成と内容をみていこう。構成は，
全 3部10章よりなり，章立ては以下の通り
である。

はしがき
序　章　 「農」の統計データ，その史的展開

の概要
第 1部　 「農」の統計体系と統計にみる農林

水産業
第 1章　「農」の統計調査の設計
第 2章　マクロ関係統計
第 3章　構造・経営関係統計
第 4章　資源・環境・災害関係統計
第 5章　産業関係統計

第 2部　「農」の統計の展開
第 6章　 わが国の農林水産統計の課題と展

開
第 7章　農林水産統計の二次的利用

第 3部　 欧米諸国の農林水産統計の現状と国
際協力

第 8章　 欧米諸国の農林水産統計の現状と
国際協力

第 9章　EUの農林水産統計の挑戦
第10章　 「農」の統計に係る開発途上国に

対する技術協力
おわりに

２．本書の内容
　第 1部は統計理論と各種農林水産統計の成
立経緯とその分析，編者の表現では統計の
「理論軸」と「時間軸」が扱われている。
　まず，第 1章（長行洋）は統計理論の解説
にもとづき農林水産統計の調査設計および推
定方法の実際について簡潔な解説がなされて
いる。第 1節統計と調査方法では標本調査の
基礎理論が解説される。第 2節主な調査の調
査設計の考え方では，本書で取り扱われる主
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要な農林水産統計の個々について調査設計の
概要を示し，とくに耕地面積統計などで比推
定が用いられる根拠を，単純推定と比推定に
よる推定精度の比較により解説している。農
林水産統計の代表的な標本調査である面積統
計や作物統計「対地標本実測調査」がどのよ
うなものであるかを知ることができる。
　第 2章から第 5章（齊藤昭）は，農林水産
統計をマクロ関係統計，構造・経営関係統計，
資源・環境・災害関係統計，産業関係統計の
四分野に整理し，加工統計もふくめ主要統計
を取り上げ，統計の概要，統計の沿革，調査
方法と結果について，解説とコメントがなさ
れている。
　第 2章はマクロ関係統計として，「産業連
関表」「農業・食料関連産業の経済計算」「食
料需給表」が対象である。「産業連関表 IO表」
とそこから農水省が独自に作成している「農
業・食料関連産業の経済計算（フードシステ
ムのフロー表）」の関係を図解したのち，フー
ドシステムをめぐる農業経済学分野での論点
をとりあげ，データを活用しつつ産業構成に
おける農林水産業の位置づけについて編者の
見解を示している。「食料需給表」について
は食料自給率をめぐる論点が取り上げられる。
　第 3章は構造・経営関係統計として「農林
業センサス」「農業経営統計調査（営農類型
別経営統計）」「農業経営統計調査（農畜産物
生産費統計）」「集落営農実態調査」「新規就
農者調査」「農業物価指数」が取り上げられる。
論点としては，農工間の労働移動，労働生産
性の差異，農家数，経営耕地面積の推移，農
業就業人口の推移，組織経営体，作付け規模
別・営農類型別に見た農業所得，生産費と農
産物価格，経営規模と生産費，集落営農，新
規農業就業者の推移，農業物価指数の推移と
多岐にわたる。
　第 4章は資源・環境・災害関係統計として
「耕地及作付面積統計」「東日本大震災関連調
査」「被害応急調査」を扱う。耕地面積の推移，

米麦収穫量の算出プロセスと作付面積の動向
の他，東日本大震災が農林水産業に与えた被
害状況と農業経営体の営農再開状況，農作物
被害の発生件数と被害見込額の推移などが示
されている。
　第 5章は産業関係統計として「6次産業化
総合調査」「食品循環資源の再生利用等実態
調査」「海面漁業生産統計」「木材統計調査」
を扱う。農林漁業のいわゆる「6次産業化」
や食品ロスを当該統計がどう捉えているかを
紹介している。また水産業・林業に関する統
計についても言及する。
　第 2部は，統計をめぐる課題と今後の展開
方向を扱っており，第 1部の「理論と歴史」
に対して，「政策」的課題をクローズアップ
している。
　第 6章（齊藤，仙田徹志，池田龍起，島田
依佐央，吉田嘉雄）では農林水産統計の課題
と展開として，第 1部で取り上げた主要統計
について統計利用の政策的課題をピックアッ
プして概説している。流通構造の把握と 6次
産業，資本制経済システム分析における使用
価値視点の重要性，食料管理体制の構築，「生
産力」総合調査実施の必要性，農業の構造改
革に関わって農業労働力，集落営農の把握と
市町村別統計の整備，統計調査間の関係整理
のためのジオコーディングの活用，営農類型
別経営統計と生産費統計の関係と調査手法・
調査項目の再検討，耕地面積の「かい離問
題」，「耕地」「経営耕地」「耕作放棄地」の関
係と農地総合調査ないし「農地情報データ
ベース」の構築課題，水稲収穫調査に於ける
米のふるい目幅別の測定規準の検討課題他に
ついて論じ，補節で農業統計の組み替え集計
による分析成果を紹介している。
　第 7章（仙田，池田，島田，吉田）では，
農業統計を中心に，統計法改正により公的統
計の調査票情報の二次的利用に与えた影響に
関して考察し，二次的利用の課題を提示して
いる。すなわち，オーダーメード集計，匿名
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データの提供の実績，旧統計法における目的
外使用の状況と統計法第32条および第33条
における調査票情報の利用の動向を検討し，
広報活動，統計メタデータの整備と公開を含
む情報公開の促進，農林水産統計ニーズの地
方行政への対応強化などの課題を提起してい
る。
　第 3部は，農林水産統計に関する国際的動
向を扱っている。「欧米諸国の農林水産統計
の現状と国際協力」と題しているが，欧米諸
国のみならず開発途上国もふくめて農林水産
統計の国際展開の現状を描いている。
　まず第 8章（齊藤）で，欧米諸国の農林水
産統計の現状と国際協力を紹介している。米
国については，農務省農業統計局と経済調査
局の主要な農業統計を，EUについてはフラ
ンスを事例に農業・食料・漁業・農村地域・
国土整備省による農業関係調査とEU統計局
による調整のありようを紹介し，各国の農業
施策どのように利用されているかを紹介して
いる。
　つぎに第 9章（篠﨑一彦）では，EUの農
林水産統計の挑戦として，欧州委員会の農
業・農村開発総局（DG－AGRI）による農家
会計データネットワーク（FAND）をとりあげ，
EUの農林水産統計の体系，調査手法，デー
タの公表，加工分析・利活用の現状をしめし，
さらに，統合管理コントロールシステム
（IACS）の運用状況と整備の経緯，共通農業
政策の補助金申請確認における衛星画像情報
の活用事例などの新しい動向を紹介している。
　最後に第10章（上倉健司）では開発途上
国に対する統計関係の技術協力について述べ
られている。アセアン食料安全保障情報シス
テム（AFSIS）と農業市場情報システム
（AMIS）やアフリカ食料安全保障情報整備に
対する日本の支援状況を紹介している。また，
技術協力に係る要請の背景として政策インフ
ラとしての途上国の統計の不完全性ついて見
た上で，生産統計に係る技術協力パッケージ

の提言として，生産量の推計方法に関して，
坪刈り調査による単収調査やドット標本調査
法による作付面積調査など簡易で効率的な手
法の導入事例を紹介している。

３．本書の特長と課題
　以上，各章の内容を概観したが，本書の特
長として次の 4点をあげうるであろう。
⑴　 現在の農林水産統計の主要統計を網羅し，

簡潔にして要を得た解説を与えている。
⑵　 統計の沿革，政策的背景が詳しく示され

おり，農業経済学に於ける主要論点にも
言及がみられること。

⑶　 新統計法下で展開している統計利用の現
段階に即した農業統計の利用の可能性に
ついて，具体例を提供していること。

⑷　 国際的な農業統計の動向を踏まえ，米国，
EU，アジア，アフリカにおける農業統
計の事例とそれらに対する日本の関わり
について紹介されていること。

　以上の特長を，389頁のなかに盛り込みえ
たのは，農林水産統計の実務経験者と農業経
済学者の共同研究という官学連携の成果であ
り，それを牽引した編者の力量によるところ
が大きいと思われる。もともと農業統計は，
序章に紹介されているように，その統計体系
整備にあたって近藤康男，久我通武，津村善
郎，福島要一，加用信文らの貢献は大きく，
官学の連携が成功した分野という伝統があっ
た。経済統計学会に於いても，木村太郎，鈴
木稔，喜多克己，豊田尚，石井啓雄ら農林統
計の出身者は少なくない。本書が，そうした
伝統を踏まえたものであることは間違いない。
　しかし，その一方で，かなり無理をして内
容を盛り込んでいるため，「途中の論理展開
やプロセスを明示することなく結論が先行し
た記述」（ⅴ頁）とまでは言わないが，農業
経済学や農業政策，具体的には『食料・農業・
農村白書』の内容レベルの前提知識がなけれ
ば，通読は困難であるように思われる。その
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点で，「入門書」というより，「研究入門」と
いう性格が強い。ここでは，評者の問題関心
にひきつけて以下の 3点について指摘してお
く。
　第 1は，＜「農」の統計にみる知のデザイ
ン＞というタイトルである。まず，＜「農」
の統計＞。「農」とはなにか。本文中にその
定義は見当たらない。第 2部以下では，「農
林水産統計」の用語が使われているのでほぼ
同義とみて差し支えない。本書全体を通して
みると，農林水産業の生産部面に限定せず，
加工，流通，消費にわたる全過程にかかわる
概念として使用しているように思われるが，
曖昧さは否めない。「6次産業化」という表
現も含めて，「農」「食」など，いわゆる政策
的流行語については，時代や分野が異なる読
者には理解が困難になる可能性がある。
　つぎに，＜知のデザイン＞。「はしがき」
と「序章」を見ても，言及がないので，「知」
と「デザイン」をキーワードに本文を見てい
くと，「データを読み取るための知見とセン
ス」（ⅰ頁）とあるが，「おわりに」に「国と
しての政策デザイン権」（379頁）「各方面の
責任ある現場の実務家や各分野の専門家が知
恵を出し合い，国民的議論を経て将来の日本
の進むべき道を多元的観点から大胆にデザイ
ンし直すこと」（379頁）とあり，最後のパ
ラグラフで「『農』の統計には『農』の再生
に向けた課題を解決するための『知』が埋め
込まれている」（382頁），「『農』の統計には，
『農』の再編に向けた施策デザインにあたって，
最適な情報データを提出する力がある」（383

頁）と，ようやくタイトルの意味が明かされ
ることになる。
　第 2は，統計の沿革についてである。「豊
富な！あまりに豊富な‼日本の農業統計」［美
濃部（1961）］と評された農林統計機構が行
政改革のターゲットとなったことは，本文や
「おわりに」記されたとおりであるが，作物
報告組織として戦後再出発した農林統計機構

が，どのように縮小されていったのか，また，
そのことが個々の統計の信頼性と正確性にど
ういう影響を及ぼしたか，について行政機構
論的な分析があればと思う。現在，農林水産
省の統計部は，大臣官房に属しているが，戦
後の統計機構改革においては，統計調査局か
ら統計調査部さらに統計情報部として大臣官
房からは独立していた。Evidence Based Policy

を強調する時代の雰囲気は理解できるが，政
策との適度な距離の必要性，EBPの適用可
能な分野の特性についても，ビッグデータも
含めて，慎重な取り扱いが必要であるように
思う。
　第 3は，統計利用者のためのガイドブック
的役割についてである。かつて，農林統計を
利用するものは加用信文編『農林統計の見方
使い方』を座右において，刊行物としての統
計書を読み解いていった。現在では，農林水
産省ホームページに公表されている農林水産
統計データを利用するのが一般であろう。し
かし，ホームページから必要な統計データを
見出すことは，かえって難しくなっているよ
うにおもわれる。それは農林水産統計一般に
ついての認識の枠組みなしには，豊富なデー
タを前にして，どこに何があるかわからない
という状態に陥りやすいからだ。インター
ネットで農林水産統計を利用する際の留意点
についても，一歩踏み込んだ言及を期待した
い。
　なお，本文中，誤植，誤記が散見された。
第 2部第 1章（ⅴ頁）⇒第 2部第 6章，第 2部
第 2章（ⅴ頁）⇒第 2部第 7章。1995（134頁）
⇒ 1955年。一時接近（149頁）⇒一次接近。
岩切磯雄（192頁）⇒岩片磯雄。藤谷（2008）
（197頁），斎藤（1999）（222頁），フィリップ・
ロウ（2012）（379頁）は文献リストに該当
する書名なし。規定（244頁）⇒想定。
　最後に感想めいたこととなるが，農林水産
統計機構の縮小・人員削減にも関わらず，相
対的には「豊富な！農林統計」が存在し，統
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計利用の面においても膨大な論点が残されて
いる。「知のデザイン」と題する本書で，そ
れらがラフ・スケッチから色付けされ農林水
産統計と農業経済研究の鳥瞰図を示している。
個々の論点について細密画を仕上げていくこ

とは，編者，著者，評者を含む本学会の農水
産林統計分野の研究課題である。本書が，農
林水産統計研究の契機となることを期待して
書評のむすびとする。
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１．はじめに
　本書が対象とする19世紀初頭から同世紀
80年代までは，対ナポレオン戦争による混
乱期をはじめ，ドイツ連邦の成立（1815年），
ドイツ関税同盟の成立（1834年），三月革命
とフランクフルト国民会議の開催（1848年），
普墺戦争と終戦に伴う北ドイツ連邦の成立
（1866年），普仏戦争と終戦に伴うドイツ帝
国の成立（1871年）といった，ドイツ統一
に至る激動の時代であった。経済面でもツン
フト制からの脱却と資本主義的経済への移行，
それに伴う労働環境の変化があった。急速な
変化の中で統計に対する要請も大きく変化し
ていく。
　こうした中で，統計後進国であったドイツ
が「「ドイツ社会統計学」という固有名詞を
もってよばれる最高度の理論的構築物を産み
出しえた」（p.456）ほどの社会統計作成体制
を築き上げた過程を，歴史的背景や社会的条
件を踏まえた上で詳細に検討し，ドイツ統計
近代化の特質を明らかにしたのが本書である。
　本書は，ドイツ統計近代化の特質を明らか
とするにあたり，三つの論点を中心に考察を
進めている。まず，第 1の論点となっている
のが，プロイセン王国とザクセン王国におい

て公的調査機関がどのような過程を経て成立
したのか，である。第 2の論点となっている
のが，公的調査機関が資料収集・整理編纂を
主たる業務としていた状態からいかにして独
自に統計調査の企画・実施を行い得る存在へ
と変化したのか，である。そして第 3の論点
となっているのが，既存資料から作成される
営業表からいかにしてセンサス様式での独自
調査にもとづく営業統計作成に至ったのか，
であった。以下では，本書の章立てに沿って
考察の展開を概括していく。

２．プロイセンにおける統計近代化
　第 1章「プロイセン王国統計局の設立」で
は，統計局の設立と初期の活動経過を明らか
にし，その歴史的意義を考察している。
　統計局成立以前は，最高行財政機関であっ
た総監理府の各省が個々に必要とする資料を
地方官庁に定期的に提出させ，その膨大な資
料を総監理府の内局（官房）が統計表に編集
していた。統計表はあくまで内部資料であっ
た。
　総監理府各省が自省の目的を追求したこと
で全体の協働が妨げられたことにより，地方
官庁からの報告システムは煩雑化し，機能不
全を起こしていた。さらには，軍事負担によ
り疲弊した国庫改善のため行財政改革が必要
であったこともあり，財政委員会が統計表作

坂田大輔＊

【書評】

長屋政勝 著
『近代ドイツ国家形成と社会統計： 
19世紀ドイツ営業統計とエンゲル』

（京都大学学術出版会，2014年）

＊　 立教大学社会情報教育研究センター 
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成の簡略化を目指すが成功したとは言えな
かった。
　18世紀中葉以降のイギリスにおける経済
発展の実態を直接見聞した国務大臣のK. v. 

シュタインは，プロイセンの改革を進める中
で，統計を従来の内局の専有物から行政全般
に広く有効な資料にするため，統計局の設置
を求めた。統計局は1805年に設置され，統
一的かつ，比率，指数といった計算を取り入
れた算術的形式による統計表の作成を目指し
た。さらに統計局には，政策面への積極的な
参加も求められた。近代化実現のため，「身
分的制約の解除，土地所有の自由化，営業活
動の自由化，租税負担の平等化」（p.16）な
どに対する阻害要因を明らかにする必要性が
その背景にあったと筆者は指摘している。
　こうして始まった統計局の活動だが，戦争
の影響もあり，1年あまりで停止してしまう。
それでも統計局設立は，「統計作成が内局内
の細分された個別作業から国家行財政にとっ
てより開かれた統一的業務へと転換してゆく，
そのための橋頭堡を築いた」（p.17）とみな
しうるものであった。
　統計局は J. G. ホフマンによって再建され，
「報告形式に整合性・統一性をもたせ，報告
内容に国家経済と国民生活の概括を可能にさ
せる要素を盛り込んだ書式を準備する」
（p.27）ことを最大の任務とする組織となった。
しかしその活動は「既成の記録資料を前提と
した書式様式と分類項目の設定に限られ」
（p.27），独自調査の企画・実施には到達しな
かった。とはいえ，統計局の設立とホフマン
による再建は「社会統計を国状論の呪縛から
解放し，国土記述という形で社会経済と国民
生活の全体的数量像を描写しようとする試み
を提示」（p.30）したという歴史的意義をも
つものであった。
　第 2章「プロイセン王国および関税同盟に
おける統計表」では，既存の行財政資料から
必要な数量を中央への報告書式に転記すると

いう従来の調査形態からの脱却はしえなかっ
たものの，統計局がゲッチンゲン学派からの
強い批判にもかかわらず，当時の社会的要請
に基づき，「国勢を的確に表示する項目を選び，
それを数量でもって正確に表示する知識体
系」（p.35）の構築へと進んでいったことが，
プロイセン王国統計および関税同盟統計の成
り立ちを明らかにする中で示される。
　1810年にホフマンによって作成された統
計表は，その記載項目の多様さと分量の大き
さのため，雑多な統計報告の概略化という目
的を果たせないままに終わった。しかし，「統
計局の下で基本統計の収集と編纂が一元化す
る上での第一歩」（p.37）となった。加えて，
後のプロイセン営業表の特徴となる，手工業
ではその就業者構成を表示し，工場生産では
その物的設備の配置を表示するという二分法
（プロイセン方式）の原型が見られた。
　1815年には，対ナポレオン戦争が終結し，
新領土を含めた統計表の作成に統計局は乗り
出した。新領土の抵抗もあり，一時は統計表
の大幅な簡略化を余儀なくされるも，複雑な
連結表から簡易な複数の統計表からなる国家
統計表体系へと進んでいく。1822年には 5

つの表からなる国家統計表が完成し，毎年作
成の人口目録を除き，以後 3年に一度作成さ
れた。この形式が1860年代まで続くことに
なる。
　1834年の関税同盟成立を契機に，同盟各
国からの報告を関税同盟中央局（プロイセン
王国に設置）が集約・整理して関税同盟統計
が作成されるようになる。関税同盟統計は，
その作成や目的上の問題から，平板な統計で
はあったが，数量で表示する枠組みを用意し，
ドイツ諸邦の統計作成に共通軸をもたらす。
　数量表示の流れは営業表という「一国経済
の人的就業関係と物的生産手段構成を可能な
限り網羅的に数量描写しようとする試み」
（p.76）に繋がっていく。プロイセンでは
1819年より独立した営業表が 3年おきに作
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成された。関税同盟においても同盟全体にま
たがる営業表の作成が1846年と同61年に試
みられている。1846年の関税同盟営業表は，
関税同盟内で極めて大きな影響力を持つプロ
イセン王国の営業表からプロイセン式の二分
法を引き継いだ。そして，1861年の関税同
盟営業表に至っても本質的にはこの二分法に
もとづいて作成される。しかし，この方式に
よる営業表は当時の関税同盟域内に生じつつ
あった社会経済の構造変化に対応できなかっ
た。加えて，線引きの曖昧さに起因する混乱
も生じていた。後で触れるように「この営業
表の欠陥が独自の調査書式による営業調査に
よって克服されてゆく中に，その後のドイツ
社会統計の発展過程が集約的に現われてく
る」（p.76）。

３．ザクセン王国における統計近代化
　第 3章「ザクセン王国統計協会（1831－50

年）」と第 4章「ザクセン王国における初期
人口・営業統計」では，ザクセン王国へと中
心が移る。ザクセン王国は，プロイセン王国
に比べて政治力経済力で大きな差を付けられ，
国家行財政面での制度改革も立ち遅れていた。
しかし，1831年には身分制国家体制から立
憲的国家へと移行し，あらゆる分野で急速に
改革が進んでいく。統計分野でも，同31年
に統計協会が設立され統計近代化が始まって
いる。第 3章では，この統計協会が社会経済
の大きな変動の中で国民各層からの要請に応
えるために統計作成と公表方法を模索する過
程とその歴史的役割が明らかにされる。
　ザクセン王国の市民階級はイギリスと異な
りまだ未成熟であったことから，統計協会は，
民間人も所属しているものの，官僚が中心の
半官的組織となる。その主たる業務は官庁に
よる既存の調査結果，行政記録や資料，地方
支部からの現地報告を整理・要約して公表す
ることにあった。統計協会は，初めの10年
間でW. v. シュリーベンやW. G. ロールマンの

もと，多くの支部と構成員の獲得，機関紙に
よる統計の公表を成し遂げ，統計の地位を大
きく向上させる。独自の調査権を持つには至
らなかったが，全官庁，官僚，団体，個人に
対する資料請求権も得ている。筆者は「統計
によって社会を映し出しそれを公開すること
によって統計の市民権を確立する，この点で
統計協会のザクセン王国統計史で果たした歴
史的役割は大きい。統計資料が中央官庁と一
部特権官僚・学識者の独占物という，これま
で多くの国家でみられた隠匿傾向を乗り越え
たのが統計協会と言える」（pp.114－115）と
評している。しかし続く10年間では，半官
的組織の制約の下，下部官庁の抵抗を超えて
内外からの統計的要請に十分応えることは出
来なかった。「正規の官庁機構に位置づけさ
れた独立の統計局が必須」（p.114）となり，
1850年に統計協会が解体され，統計局が設
立される。
　第 4章では，ザクセン王国における人口調
査および営業調査の成立と発展過程をもとに，
19世紀前半のザクセン王国統計の特質とそ
の歴史的位置付けが明らかにされる。
　1832年，ザクセン王国における人口数把
握は，住民数の近似値ないしは最小値に過ぎ
ない消費者目録にもとづく方式から，家屋リ
スト方式による人口調査へと改められた。こ
れは，選挙区の調整，地方官庁の設置，およ
び自治体・学校・営業などについての制度改
革にとって，より正確な人口数把握が不可欠
であると国王と共同統治者が考えたことに起
因している。当時，世帯リスト方式の一歩手
前とも言える家屋リスト方式で人口調査を行
えた国は，ドイツ諸邦内ではザクセン王国の
みであり，この点で最も進んだ調査様式で
あった。さらに人口調査は，1834年以降 3

年毎の関税同盟人口調査に合わせて実施され
ていくが，個人記名の原則指令，自計式の採
用，調査項目の拡大が行われ，センサス様式
へと近づく。
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　このように比較的順調に発展した人口調査
に比べると営業調査の進展は芳しくなかった。
ザクセン王国は域内有数の工業地帯を有し，
営業活動も活発であったことから営業資料へ
の関心は高かった。しかし，全国的な営業資
料の公開は1837年になってからである。そ
れも，作成過程と記載項目を見ると1836年
と37年の営業税台帳および対人税台帳より
転記して作成された営業経営目録にすぎな
かった。
　1846年の関税同盟における営業表作成で
は，プロイセンを始め他の諸邦が既存資料の
集計作業に留まるなかで，ザクセン王国は
46年人口調査における家屋リストの最後に
特別枠を設け，建物内に存在する，もしくは
そこに属する装置・機械を記入するという方
法を採用した。この方法は失敗し，最終的に
は家屋リストの職業調査項目と営業税記録事
項を情報源とせざるを得なくなるものの，そ
れでもザクセン王国が営業調査の調査手法を
一歩先へと進めたことは確かであった。加え
て，統計表の作成はプロイセン式を基礎とす
るものの，7部門に細分化して個々に統計表
を作成するなど独自の試みも行っている。し
たがって，そこには他の諸邦にはない独自の
特色が見える。しかし，「営業統計に関しては，
その方法論的難点を解決することができず，
それを後代の課題として残す」（p.160）こと
になった。

４．私的統計と官庁統計
　第 5章「レーデンと「ドイツ統計協会」」
では，筆者は多様な形を取りつつも各国統計
発達史に共通してみられる関係，すなわち公
的部分と私的部分の相互補完関係に焦点を当
てている。1846年からわずか 2年間ではあっ
たが，F. V. レーデンに主導されたドイツ統計
協会は，この私的部分に相当する存在であっ
た。筆者はドイツ統計協会の成立経緯やその
体制，レーデンの統計観，およびフランクフ

ルト国民会議での統計問題を巡る議論を検討
することによって，ドイツ統計協会のドイツ
社会統計形成史における意義づけを試みてい
る。
　自由主義的経済政策を推進・擁護する側に
あったプロイセン王国統計局は，自由主義的
経済政策による社会構造の変化から生じた状
況を好ましいものと捉えており，大衆の貧困
化という資本主義的経済発展の負の部分を統
計に反映させようとする意欲に欠けていた。
これに対して，レーデンたちは社会的諸問題
を深刻な危機と捉え，問題解決のためには官
庁統計が対応できていない細部に及ぶ基礎資
料の獲得・提示が必要であると考えた。こう
して，官庁統計を補完する私的統計の構想が
生まれ，その基盤としてドイツ統計協会が立
ち上げられた。ドイツ統計協会は，ほぼドイ
ツ全域で会員を獲得に成功し，各地から集
まった社会経済・国民生活の情報を盛り込ん
だ機関紙の刊行などを進めていった。ただし
各国の金銭的援助はなく，財政状況は深刻で
あった。
　フランクフルト国民会議が開催され，その
中の国民経済委員会下にレーデンたちの文
献・資料収集成果にもとづく統計局が設置さ
れた。国民会議では，中央統計局，議会調査
権，人口調査といった内容についても議論が
なされた。しかし，統計問題は中心的な関心
事ではなく，具体的なプランや指針は提示さ
れなかった。そして，革命の終結により議論
も終結する。フランクフルト国民会議におけ
る議論が，関税同盟統計拡充委員会における
ドイツ全体での統一的統計作成体制と中央統
計局設立を巡る議論へと引き継がれるまでに
は，20年の歳月を要することになる。
　ドイツ統計協会も革命と同様に短命であっ
たが，筆者は統計が社会的諸問題と国民生活
の正確な把握に最も有用であり，そしてその
統計は広く公開される必要があると訴えたこ
とは「ドイツにおける統計近代化プロセスに
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おいて一役を務めた」（p.196）と評価している。

５．エンゲルとドイツ社会統計の形成
　第 6章「エンゲルとザクセン王国統計改
革」とつづく第 7章「エンゲルとプロイセン
王国統計改革」では，A. ケトレーからの強
い影響を受け，ザクセン王国統計局を主導し，
その後，プロイセン王国統計局長も務めたE. 

エンゲルを中心に，ドイツにおける統計近代
化が営業センサスの実施にたどり着くまでの
道のりを明らかにしている。そして第 8章
「営業統計の近代化―営業表から営業センサ
スまで―」では，ドイツ全土を対象とした
調査としては初の直接調査形式の営業調査で
ある75年調査が実施に至るまでの過程，お
よびその統計方法論上の特質と難点が明らか
にされる。そしてその上で，同じくドイツ全
土を対象とし，初の独立した営業調査が実施
された82年調査の成立経過と調査の方法的
特徴について検討がなされ，その歴史的意義
が明らかにされる。
　ザクセン王国統計局でエンゲルは，1849

年に実施されていた人口調査の加工再編，ザ
クセン王国で初の世帯リストを用いたセンサ
ス様式による1852年人口調査の実施，1855

年の人口調査および営業調査の実施，機関紙
等を通じた統計の公開，加えて「エンゲルの
法則」の導出を行っている（第 6章末には附
論「ザクセン王国における生産と消費の均衡
問題―エンゲル法則の起源をめぐって―」
が収められている）。1852年人口調査は近代
的人口センサスといえるものであり，当時の
ドイツで最も先進的な調査であった。一方で，
営業調査は失敗と言うべき結果に終わった。
　プロイセン方式にもとづく関税同盟営業表
はザクセン王国の工業関係を表示するのに問
題が多かった。例えば，織物業における細か
い分類は，個々の業務分野が重なって営まれ
ているザクセン王国の実情を表すのには不適
当であった。このためエンゲルは，1855年

に独立の調査用紙を用いた直接調査形式での
営業調査の実施を試みる。これは当時のドイ
ツの実情を鑑みると極めて先進的な調査で
あった。この調査は革新的と言える調査項目
の綿密さを持っていたが，それ故に営業経営
者層からの調査に対する大きな怖れと不信を
招き，調査票の未回収や不完全回答が多数生
じた。この失敗はエンゲルの政治的姿勢に対
する批判と結びつき，統計局長となった翌年
の 1858年にエンゲルは職を辞す。しかし，
エンゲルの功績はプロイセン王国で高く評価
され，1860年に統計局長として招聘される。
　第 7章では，プロイセン王国統計局長とし
ての 22年にわたる活動が明らかにされる。
エンゲルは，ザクセン王国時代の経験をもと
に人口調査と営業調査の改革に取り組んだが，
それは特に営業調査において容易ではなかっ
た。
　エンゲルが最初に着手したのが人口調査の
改革であった。統計報告の集合体であった国
家統計表や関税決算人口の把握に主眼が置か
れた関税同盟統計から，センサス様式の人口
調査へ転換を目指したのである。加えて，エ
ンゲルは「包括的な国民記述」（p.284）を目
指し，人口調査を単なる数量確認だけでなく，
国民の身体・精神・道徳・社会経済的属性の
把握も可能な調査へと変えようとした。これ
は1864年の調査で実現する。他にも地方統
計の組織化，統計の積極的かつ迅速な公開な
どを進めていった。
　営業調査の改革について見ると，プロイセ
ン方式にもとづく営業表が国民経済の現状描
写に適さないと考えるエンゲルは，世帯リス
トにもとづくセンサス様式の人口調査に，人
口調査用用紙の裏面を使った営業調査を加え
た61年調査を構想する。しかし，この構想
はあまりに先進的すぎ，大幅な簡易化がなさ
れた上に，結局は従来式の家屋リストにもと
づく人口調査だけが実施された。エンゲルの
構想の実現にはまだ多くの時間を必要として
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いた。
　第 8章は，エンゲルが営業統計部門責任者
をつとめた関税同盟統計拡充委員会における
営業統計をめぐる議論から始まる。そこでは，
産業統計への拡充が断念され，営業概念が狭
く捉えられたことや，1870年代のドイツで
は企業系列化の進行が見られていたにもかか
わらず，多角的経営関係や複合的組織関係，
支配系列関係といった経営内の縦横の関係を
考慮せずに，あくまで経営体を一つの区画で
営利活動を行う点的存在とする，という後進
性も見られた。しかしながら，営業表作成か
らは出てこない「自計式にもとづく近代レベ
ルでの統計調査を実施する上で直面する問
題」（p.350）が議論の俎上にあげられた。議
論にもとづき72年調査の構想も提起される
がこれは実施されずに終わった。しかし，こ
の構想は「人口統計を超えて経済統計の分野
で（中略）基本的な点では一気に近代的統計
調査レベルに達し，旧営業統計の桎梏から脱
しえた」（p.351）ものであった。
　72年構想を引き継いだのが75年調査であ
る。しかし本書における両者の比較からも明
らかなように，大幅に簡略化したにもかかわ
らず，75年調査は失敗に終わった。人口セ
ンサスと連動したことによる世帯主と営業経
営者の不一致，営業経営者と営業区画の所在
地の乖離，調査時期の不適合といった点が失
敗の要因となった。その他にも，外部での審
議にもとづき小経営の範囲規程が補助人 2人
以下から 5人以下に引き上げられた結果，織
物手工業を想定して作成されていた小経営用
簡易質問項目によって，それ以外の種類の経
営体が数多く調査されるといった問題等が
あった。
　時のビスマルク政権は，1878年に社会主
義鎮圧法を制定する一方で，労働者階級の体
制内への取り込みを図る営業条例の改定や労
働者保護立法の成立も必要とした。立案の基
礎資料として職業統計の必要性が高まって

いった。そしてついに，職業調査，農業経営
調査，狭義の営業（商工業経営）調査からな
る「1882年ドイツ帝国職業＝営業調査」の
実施に至る。
　82年調査はエンゲルの退職後に行われた
が，72年構想を踏襲しており，課題であっ
た恣意な経営の大小区分も解消された。もち
ろん理論的難点や現実的制約はまだあるもの
の，筆者は82年調査をもって，「人口センサ
スを超えてこのような国民経済の根底に届く
調査を営業センサスとして構想した例は他国
にはなく，それを実現しえたことにドイツ社
会統計の確立を見ることができる」（p.405）
とする。

６．おわりに
　筆者は終章「19世紀ドイツ社会統計形成
の特質」において「統計近代化達成のメルク
マールは人口センサスの実現におかれる。し
かし，これはあくまでも一般論であり，近代
化達成の実質的な契機は別のところに求めら
れるべきである。人口総体という表層からさ
らに進んで一国社会経済の根幹に統計の網が
及んだこと，しかも経済センサスという形で
その全体構造を把握したこと，これをもって
その近代化成就のメルクマールになると考え
られる」（pp.455－456）と述べている。こう
した観点から，営業センサスの実施をドイツ
社会統計の近代化のメルクマールと捉え，そ
こに至るまでの過程の特質を統計局の設立に
遡り，統計表および統計調査の企画・設計に
まで踏み込んで明らかにしたことは，これま
でのドイツ社会統計学研究にはない本書の大
きな成果である。加えて，統計近代化のメル
クマールを経済センサスに置くという視点は，
ドイツ以外の統計史について考察を行う上で
も重要な論点となるだろう。
　82年調査に至るまでの詳細な過程が明ら
かにされたことで，新たな研究課題も生じて
いる。82年調査は「すでにドイツの経済構
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造の基軸をなしつつあった資本主義的工場経
営を全面的に特徴づける調査にまでは進みえ
ず，手工業生産が主軸であった段階の統計か
らの影を少なからず引きずっている」（p.407）。
さらに本書で指摘されているように，営業統
計に対する不信や不満といった被調査者側の
意識に関する問題は完全に解決はされていな
い。こうした問題がどのように検討されて
いったのかという点は極めて興味深い論点で
ある。
　そしてもう一つ，著者は既刊の『ドイツ社
会統計方法論史研究』（梓出版社，1992年）
において，G. マイヤー以降のいわゆる後期
ドイツ社会統計学の発展過程を検討している
が，その際マイヤーの統計学について，ドイ
ツにおける統計制度の発展を短くまとめた上
で「こうした行政統計の充実を背景に19世
紀90年代，マイヤーの統計学が成立可能と

なる。マイヤーの統計学は質，量ともに拡充
したドイツ政府行政統計を眼前におき，まず
その作成・利用の手続様式に方法技術的整理
を与え，ついで社会生活のすべての領域にま
たがり，その状態と関係，変化と発展につい
て数量的具体像をひきだそうとするもので
あった。かかる百科全書的な統計学は行政統
計の充満をもって始めて成立しうる」（上掲
書p.4）と述べている。今回，本書によって
ドイツ社会統計学の基盤が形成される過程が
より詳細な形で明らかにされた。ならば，本
書の成果を土台とすることで，マイヤーをは
じめ，ドイツの統計学者たちがどのようにド
イツ社会統計学を発展させてきたのかという
論題から新しい知見を得られる可能性がある
だろう。今後，ドイツ社会統計学の形成およ
び発展過程の研究がさらに深められることを
評者は強く期待するものである。
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Ⅰ　はじめに
　世界観光機関（UNWTO）によれば，2013

年の国際観光客数は約10億8700万人と推計
されている。さらにこの数字は伸び続け，
2030年には約18億人に到達すると予測され
ている。今や，全世界のGDPの 9％が観光
部門により創出され，雇用者の11人に 1人
は観光産業に従事しているといわれている1）。
このように，日本だけでなく，世界的にみて
も観光市場の発展が経済成長において主要な
原動力であることが強く認識されている。一
方で観光市場にかかわる実証分析については
質量ともに不足している状態にある。この理
由の 1つとして観光統計が十分でないことが
あげられる。ICTの発展により統計処理手法
が向上したといえ，素材となるデータに問題
があれば，その分析結果は無意味となる。今
後，観光市場を対象とした実証研究が高度化
していくためには，観光統計の信頼性や妥当
性の改善が必要となる。
　このような状況の中で，2014年11月17日
から21日にかけて奈良観光統計ウィークが
開催された。奈良観光統計ウィークとは前半
（11月 17・18日）にOECD，Eurostat，観光
庁と奈良県の共催による「第13回観光統計
グローバルフォーラム（13th Global Forum on 

Tourism Statistics）」，後半（11月20・21日）
にUNWTO，観光庁と奈良県の共催による
「UNWTO観光統計スペシャルワークショッ
プ（UNWTO Special Workshop on Tourism 

Statistics）」という 2つの国際会議から構成

されている。開催期間中，40以上の国から
200名以上の参加者が訪れた。
　観光統計グローバルフォーラムは，第 1回
は1993年にオーストリアで開催され，20年
を超える歴史を有する国際会議である2）。EU

加盟国の持ち回りで開催都市が決定し，隔年
に行われる。しかしながら2014年は 5月に
チェコ共和国（プラハ）で第12回が開催され，
その半年後に奈良県で第13回が行われたと
いうきわめて特殊な年であった。さらに
UNWTO観光統計スペシャルワークショップ
が行われることになったが，これはフォーラ
ムが日本で開催されるため，アジア諸国の参
加者が増えることが予想され，観光統計につ
いての世界的な交流を目的としたものである。
　第13回観光統計グローバルフォーラムと
UNWTO観光統計スペシャルワークショップ
の内容については大きな差異はみられない。
基本的には観光統計に関連する概念や定義，
作成手法，分析結果，実務上の経験，および
改善に関する報告を各国の観光統計を担当す
る実務家や研究者が行い，意見交換すること
を中心としている。その後，各自がそれぞれ
の国に戻り，観光統計の改良を通じて世界的
な水準を高めることがこれまでの成果であっ
た。
　第13回観光統計グローバルフォーラムで
は，1つの基調報告，4つの通常セッション，
および 1つの特別セッションが設けられ，計
26本（ポスターセッションの 4本を含む）
の報告が行われた3）。基調講演とセッション
のテーマは以下の通りである（プログラム順
に並べている）。

大井達雄＊

【海外統計事情】（『統計学』第108号 2015年3月）

奈良観光統計ウィーク

＊　 和歌山大学観光学部 
E－mail：oitatsuo@center.wakayama-u.ac.jp
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　基調報告　政策的視点からみた観光統計
（Tourism Statistics: a Policy Perspective）
　セッション 1　地域観光市場の測定と経済
分析（Measurement and Economic Analysis of 

Regional Tourism）
　特別セッション　ヨーロッパとアジアの観
光統計（Tourism Statistics: the European and 

the Asian Cases）
　セッション 2　観光需要の行動と消費の分
析（Analysis of Demand－side Behaviour and 

Consumption）
　セッション 3　観光統計におけるビッグ
データの活用（Using Big Data for Tourism 

Statistics）
　セッション 4　事業，および政策分析のた
めの観光統計の活用（Utilising Tourism Sta-

tistics for Business and Policy Analysis）

　UNWTO観光統計スペシャルワークショッ
プでは，1つの基調講演と 3つのセッション
から構成され，計 16本の報告が行われた4）。
基調講演とセッションのテーマは以下の通り
である（プログラム順に並べている）。

　セッション 1　観光政策のため計測の重要
性（Measurement Tourism for Policy Purpos-

es）
　基調講演　観光統計から観光政策へ，さら
に観光政策から観光統計へ（From Tourism 

Statistics to Tourism Policy and Back Again）
　セッション 2　サステナブルツーリズムの
発展を評価するための枠組みの構築（Towards 

a Framework for Measuring the Sustainable 

Development of Tourism）
　セッション 3　観光サテライト勘定（TSA）
の作成のための制度的，および技術的要件
（Institutional and Technical Requirements for 

Successful TSA Implementation）

　経済統計学会から 4名（宇都宮浄人会員，

坂西明子会員，菅幹雄会員，大井）が参加し
た。宇都宮会員がUNWTO観光統計スペシャ
ルワークショップにおいて報告を行い，菅会
員がワークショップのセッションの座長を担
い，大井が第13回観光統計グローバルフォー
ラムにおいてポスター報告を行った。以下で
は，第13回観光統計グローバルフォーラム
とUNWTO観光統計スペシャルワークショッ
プを区別することなく，奈良観光統計ウィー
クで得られた成果として，観光統計における
ビッグデータの活用と観光サテライト勘定
（TSA）の整備状況の 2つのテーマに絞って
紹介し，最後に奈良観光統計ウィークの成果
と観光統計研究の課題についてまとめること
にする。

Ⅱ　観光統計におけるビッグデータの活用
　第13回観光統計グローバルフォーラムに
おいて，ビッグデータのセッションが設けら
れ，4本の報告が行われた。その中でも沖縄
県の事例を一部紹介する。沖縄県では携帯電
話の位置情報から観光客の特性を把握する分
析が行われた。地域別にみた場合，糸満市と
本部町では日中において観光施設（沖縄県平
和祈念資料館や沖縄美ら海水族館）に多くの
観光客が訪問しているのに対し，恩納村では
夜から朝にかけて宿泊施設を中心に滞在人口
が増加していることが読み取れた。また沖縄
県で行われたプロ野球のキャンプ中にビッグ
データを収集した場合，練習試合やオープン
戦の開始前である12時から13時までの間に
多くの観光客が球場周辺に集まることが判明
し，また観光客の居住地については，沖縄県
以外では大阪府（12％）や兵庫県（9％）の
割合が高かった。
　上記のような分析は従来の観光統計では把
握が困難であった。しかしながらビッグデー
タを活用した場合，より迅速，かつ詳細な分
析が可能となる。それゆえ，効果的な観光振
興策の実施やマーケティング戦略の活用が期
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待される。具体的には一日のうちのピーク時
とオフピーク時，休日と平日，さらに繁忙期
と閑散期といった時間別の観光行動を把握す
ることができる。あわせて空間分析が可能と
なることは，観光統計に限らず，観光学研究
の発展において有意義なものである。
　またビッグデータにあわせて，行政が保有
するデータの活用を促進する，いわゆるオー
プンデータについての報告もあった。具体的
な事例は紹介されなかったものの，オープン
データの利用は，観光統計調査の簡略化（二
重統計の排除）や民間企業との連携などの調
査の共同化によるコストの削減の可能性が指
摘された。一方で行政による統計調査が特殊
なデータ構造を有するために，民間企業の経
営活動には役立たないといった意見もみられ
た。
　従来から指摘されている個人情報の保護の
問題もあり，ビッグデータやオープンデータ
の利用については多くの課題を有することが
確認された。一方で現在の分析手法について
は，大量のデータに対して記述統計の手法を
適用したに過ぎず，より高度な分析手法の開
発がもとめられている。また一部の報告では
GPSに代表される移動位置情報が既存の統計
調査に置き換わることはないという意見がで
た。この意見には個人的には賛成であり，お
そらく，今後もビッグデータと既存の観光統
計は相互補完的な関係を構築することになる
と思われる。

Ⅲ　観光サテライト勘定（TSA）の整備状況
　UNWTO観光統計スペシャルワークショッ
プでは，2日目のすべてを費やして，TSAに
ついての報告や議論が集中的に行われ，有意
義な意見交換がなされた。TSAとはSNAの
サテライト勘定の 1つであり，観光部門の経
済的測定を行う主要なツールとして位置づけ
られている。産業分類において観光産業とい
う定義は存在しないが，TSAを通じて観光を

1つの産業として認識することが可能となり，
その結果，観光産業による国家経済への貢献
の把握や他産業との比較が可能となる。TSA

は以下の10の表から構成されている。

第 1表　 観光消費支出（インバウンド観光の
国内支出）

第 2表　 観光消費支出（国内観光とインバウ
ンド観光の国内支出）

第 3表　 観光消費支出（アウトバウンド観光
の海外支出）

第 4表　観光消費支出（国内観光消費の合計）
第 5表　生産勘定
第 6表　国内供給及び観光消費
第 7表　観光雇用
第 8表　観光総固定資本形成
第 9表　観光集合消費
第10表　非貨幣的指標

　報告において，アジア諸国とEU諸国の
TSAの整備状況に関する内容がそれぞれ紹介
された。アジア地域11カ国（ブルネイ，カ
ンボジア，日本など）においては第 1表から
第 7表まで作成しているのは 6カ国に及ぶ。
また 7カ国が第 7表を作成していた。インバ
ウンド観光に関する外国人消費実態調査を
11カ国すべての国が行っていたもの，宿泊
統計の整備については一部の国でのみ実施さ
れているだけで，全体として遅れている印象
を受けた。
　EU諸国の場合，28加盟国のうち，22カ国
が調査に協力した。その結果，13カ国が表 1

～7を作成していた（部分的に作成している
国も含む）。22カ国中，第 1表と第 4表はす
べての国が作成していた（部分的に作成して
いる国も含む）。第 9表については，6カ国
しか作成されておらず，アジア諸国の結果と
同様に低い水準に留まっている。
　各国の統計制度の状況が異なることもあり，
単純比較はできないが，アジア諸国はEU諸
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国と比較して，TSAの整備状況において必ず
しも遅れているとはいえないことがわかった。
ただし，ヨーロッパ諸国が観光行政機関，統
計作成機関，および中央銀行などの組織間の
連携が良好であるのに対し，アジア諸国の場
合は観光行政機関が中心となって作成してい
る印象を受けた。そのためアジア諸国のTSA

の精度については少し疑問の余地が残る。
　さらに従来から言われていることだが，多
くの報告でTSAを作成するための人材の育
成と予算の拡充がもとめられた。TSAの作成
には高度な能力を有し，かつ時間を要するこ
ともあり，人材の育成は急務である。また予
算の増額についても 1次統計の充実が必要と
なるためである。しかしながら，国によって
観光政策の優先順位が異なることや，財政事
情の厳しい中でTSAの便益について統計部
門の中に疑問視する声も根強い。それゆえ状
況は必ずしも明るいものではない。

Ⅳ　おわりに
　奈良観光統計ウィークの全体的な成果とし
ては以下の点があげられる。

●　 ビッグデータやオープンデータの発展が
行政や観光産業の意思決定に役立つ可能
性があること

●　 今後，多種多様なデータを結合した加工
統計が作成されること

●　 TSAについてはヨーロッパやアジアにお
ける整備状況を確認し，今後さらに発展
するための問題点を確認することができ
たこと

　一方で，利用者の視点に立った研究分析が
少ないことや，観光統計の信頼性や妥当性な
どの問題点の解消にはより一層の努力が必要
となるという課題も浮き彫りになった。
　このように観光統計はまだまだ課題が多い
のが現状である。そのため，世界的な視点で
観光統計に関する現状や課題について実務家
や研究者が日本に集まり，議論したことはと
ても意義深いものであった。おそらく奈良観
光統計ウィークは今後の観光統計制度の発展
に大きく貢献した国際会議であったと評価さ
れるであろう。
　最後に今回の国際会議の誘致にあたっては
観光庁や奈良県の並々ならぬ努力があったこ
とをここで記しておきたい。また奈良観光統
計ウィーク全般の準備，当日の運営，レセプ
ションやエクスカーションなどにおいても報
告者や参加者に対して最高のホスピタリティ
が提供されたこともあり，成功裏に終えるこ
とができた。この成果は今後の観光統計制度
の発展に貢献するだけでなく，国際観光都市
としての奈良県のブランド価値の向上につな
がったといえる。

注

1  ）UNWTO, Tourism Highlights 2014 Edition （http://www.e-unwto.org/content/u03633/fulltext.pdf）
2  ）第 1回から第10回までは，International Forum on Tourism Statisticsという名称で開催されていた。
3  ）第13回観光統計グローバルフォーラムの報告に関する詳細な資料は
　http://www.mlit.go.jp/kankocho/naratourismstatisticsweek/global/index.htmlを参照のこと
4  ）UNWTO観光統計スペシャルワークショップの報告に関する詳細な資料は
　http://www.mlit.go.jp/kankocho/naratourismstatisticsweek/unwto/index.htmlを参照のこと
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【私は，浜砂さんが寄稿者でもあった学会の
政府統計研究部会ニュースレターNo. 25 

（2014年10月26日発行）に追悼文を書いた。
これを念頭においてか編集者から本誌への追
悼文を依頼された。先の追悼文の一部修正に
とどまることをお許しいただきたい】

１．早すぎる逝去
　浜砂さんがドイツに滞在していることは，
8月初めにご本人からメールをもらって承知
していた。夏休みを中心にひんぱんにドイツ
にでかけられているのはいささか羨ましく，
またドイツの刻々の統計事情をフォローされ
ている姿は，現代ドイツ統計の研究者として
見上げたものであると尊敬していた，提供さ
れる情報は，日本の統計界（学会―経済統
計学会のみならず日本統計学会，そして政府
統計分野）にとっても貴重であった。
　その浜砂さんが，フランクフルト大学に滞
留中の 8月 27日に心不全で亡くなられた。
1946年生まれであるから70歳前で，九州大
学経済学部を定年退職した後，長い間をおい
ていない。旺盛な研究は継続しており，大学
の授業や雑務を免れたことで，さらに研究が
積み上げられ，ドイツ統計学，ドイツやヨー
ロッパの統計状況，さらに統計理論一般に関
する著作も射程に入っていただろうことを考
えると，残念というより他ない。
　浜砂さんの研究業績は膨大にわたる。浜砂
さんについてリストを作成し，テーマ分野別
にその主張や特徴を論じるのが研究者に対す

る通常の追悼かとも思う。しかし，九州大学
経済学部は，退職記念の紀要を発行せず，業
績リストを作成してはいないと西村善博さん
からうかがった。私は少しやりかけたが作品
数が多いので無理と判断した。私の手元に数
多くある浜砂さんの著作をフォローし再検討
する時間的余裕をさしあたり持たない。浜砂
さんの業績に関わって個人的記憶によって少
しだけふれ，また思い出を記して追悼に代え
たい。

２．研究
　以下は，個人的記憶・感触・憶測に基づく
ので，浜砂さん自身から矮小化するなと言わ
れ，また関係者から誤解であるとのお叱りを
受ける可能性がある。お許しいただきたい。

2.1　研究一筋
　浜砂さんの若い時にはじまって，40代，50

代，60代と年齢を増すにつれて，年々の論
文等の執筆数は増えていっているのだろうか。
離れて遠くから見ていた私は以下のよう受け
止めていた。すなわち，特に統計利用論の具
体化をドイツの産業連関論に求める中，折か
らのプライバシー侵害からするドイツの国勢
調査中止事件に遭遇した。浜砂さんはこれを，
日本に先立ちながら，以後の先進国の統計に
共通する問題とみて，ミクロデータやレジス
ター・ベース統計に及ぶドイツ・ヨーロッパ
の統計事情を現在まで検討されてきた。もち
ろん日本や合衆国にも言及しながらである。
研究の成果は，九州大学経済学部の紀要，プ
ロジェクトの成果本，『統計学』，日本統計研

伊藤陽一＊

【追悼】（『統計学』第108号 2015年3月）

浜砂敬郎会員を偲んで

＊　 法政大学名誉教授
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究所の諸出版物，科研費ミクロデータ・プロ
ジェクトの冊子類，また政府統計研究部会
ニュースレター等で公にされている。この中
には浜砂さん自身が組織されたと思われるプ
ロジェクトの成果本も多くある。同時に幾つ
かのトピックスを抱え進めつつ，翻訳をふく
めて連続して発表してきた。「研究一筋」を
うかがわせる。

2.2　大屋説の統計利用分野での展開
　いわゆる大屋説は，1960～1970年代のこ
の学会の主流であった「社会科学方法論説」
―統計学の研究対象を統計方法におき，さ
らに「科学方法論」に傾斜した―に異を唱
えたと私はみている。大屋説は蜷川調査論の
再吟味の上に構築された。ここで，統計利用
論ではどう展開されるのかというのが私の関
心だったが，浜砂さんがこの分野を担ったと
思われる。浜砂さんは1976年の学会創立20

年の機関誌記念号の「統計利用」で枠組みを
示し，1990年の大屋編『現代統計学の諸問
題』の第 4章「統計利用の論の基本視角」で
吉田忠会員との論議への回答の形でその見解
を示している。浜砂さんの立場は，記念号 2

号（1986年），第 3号（1996年）でも貫かれ
ている。吉田会員との論争には立ち入らない
が，浜砂さんは，上杉→大屋→浜砂による統
計利用論（記念号で浜砂さんが，上杉→大屋
としているのは非常に興味深い）は，段階的
変化を遂げる国家社会体制の統計利用への影
響をも視野に入れた枠組みをこそ基礎にして
いるのであり，方法論だけを切り離して孤立
的に論じることにまずいとして，社会科学方
法論説を批判しようとしたと私は理解した。
社会科学方法論説は国家による統計利用の批
判を十分に意識していたが，統計学の理論枠
組みとしては，浜砂さんの指摘の方が妥当で
あると私は考える。しかし，枠組みは妥当と
した上でそれぞれの統計手法にそくしての検
討ではどうなるのか。社会科学方法論説の諸

論者の検討がより詳細であったようにも思え
る。社会科学方法論説の論議は大屋説の大枠
に包摂される，というのは，現実社会での統
計や統計方法の在り方がそういう構造になっ
ているからである，と私は考えている。浜砂
さんは，ドイツで統計学・制度・統計環境の
変化を観察しながら，展開しようとしたのだ
ろうか。私の考えとの異同も知りたかったし，
浜砂さんと論議しなかったことが悔やまれる。

2.3　 ドイツ統計学・研究の展開・拡大とフォ
ン・シーボルト賞授与

　浜砂さんのドイツに関する研究は膨大であ
り，幾つかのトピックスに分けなければなる
まい。ドイツの統計学，産業連関論，統計制
度（連邦と州），センサス・ミクロセンサス，
プライバシー保護と国勢調査中止事件，調査
統計から行政記録・レジスターをベースとす
る統計への転換傾向……等々。これらには立
ち入らないが，浜砂さんは，ドイツの統計調
査関係の法規も逐次翻訳しながら詳細な資料
を日本の統計界に提供してくれた。浜砂さん
ならではの独自の大きな貢献である。この研
究はドイツ側からも高く評価されて，1997

年に「学問上すぐれた業績をあげた日本人研
究者」を対象にした「フィリップ・フラン
ツ・フォン・シーボルト賞」を授与されてい
る。このような研究者を同じ学会員・友人に
持てたのは嬉しいことである。

2.4　ミクロ統計，調査環境悪化の検討など
　1996－1998年に日本における政府ミクロ
データの利用の拡大を強く促す大規模な研究
が，松田芳郎氏を代表として科研費交付の下
に進められた。この研究体制を支えた主要メ
ンバーの 1人が浜砂さんで，自らEUやドイ
ツのミクロデータに関する法規を詳細に検討
している。以上とも重なるが，「社会統計研
究者の中で特に統計制度に関心を持っている
若手研究者を中心とする」チームによる
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1982年の翻訳― マーティン・バルマー編 /

日本統計研究所訳『統計調査とプライバシー』
（梓出版社）を含めて，統計調査環境の悪化
の調査など，浜砂さんは多方面に研究の手を
広げている。下の 3 .⑥でふれる2010年国勢
調査での愛知県東浦町事件についても詳細な
記録を作成しつつあった。

2.5　日本統計学会と経済統計学会の橋渡し役
　研究内容ではないが，浜砂さんは大屋先生
の姿勢を受け継いで，日本統計学会に継続し
て参加して研究報告をし，評議員の任を務め
られていた。日本統計学会会員でありながら
―思うにこの学会は今日でいう社会統計学
の代表的論者が結集して発足したのだった―，
たまにしか参加しなかった私からは「御苦労
さま」という他ない。この努力が，日本統計
学会で，社会統計学的関心のあるメンバーと
ともに「官庁統計セッション」の設定を可能
にし，ミクロデータ研究その他で，日本統計
学会と経済統計学会メンバー，さらに政府統
計家との間の研究交流を促し活発化した大き
な要因だろう。大屋先生と浜砂さん（当学会
の代表運営委員をも担われた）は両学会の橋
渡し役を長期にわたり担われたといえるだろ
う。

３．幾つかの個人的思い出
　浜砂さんの研究に関する以上の叙述は，表
層的で申し訳ない限りである。その他に，私
には浜砂さんと幾つか個人的交流・思い出が
ある。幾つかにふれたい。
①　経済統計研究会時代の 1960年代から
1970年代にかけて，私は浜砂さんとそれぞ
れ若手会員あるいは院生会員として顔を合わ
せていたが，1977年10月の経済理論学会・
新潟大会の共通論題で私が「現代日本の階級
構成と資本家」を報告した時に会場で報告終
了後に顔をあわせた記憶がある。おそらく他
の経済統計研究会 （当時） メンバーは出席し

ていなかったろうから，経済理論学会会員で
政治経済学的関心も高い人なのだと印象付け
られた。
②　1970年代に，いわゆる大屋理論が研究
会の論議に登場してくるときに，2.2で書い
たように，大屋会員の説を継承・展開してい
る若手の論者なのだと受け止めていた。
③　次第におつきあいを深めるようになった
のは，1990年代末から2000年代に続く各国
センサス，ミクロデータ，レジスター・ベー
ス統計等の研究の過程であり，2.4でふれた
プロジェクトの特定チーム，法政大学日本統
計研究所のプロジェクト，浜砂さん自身が主
導した科研費その他のプロジェクトを通して，
であった。
④　その間，日本統計研究所の国際セミナー
「各国センサス」に関わって，英米独からの
ゲストのホスト役で浜砂さんとわれわれ夫妻
とで，八王子の「うかい竹亭」でお礼の会を
持ったことがある。特にドイツからの報告者
が竹に囲まれた和室の庭や川に感じ入り，皆
さんとうまい酒を交わして楽しく，浜砂さん
もご機嫌だった。福岡他でも何回か酒を汲み
交わした。
⑤　2003年度に私がメリーランド大学カ
レッジパーク校に滞在してシルバースプリン
グに住んでいたとき，私の家に 1泊して酒と
ともに論議を重ねた。論は日本の左翼の在り
方にも及んだ。大枠で一致しながら細部では
見解の違いが残ったが，浜砂さんは，自分の
道を探りつつ悩む真面目な方なのだと受け止
めたものだった。翌日，国立公文書館Ⅱで館
の利用方法を案内した。浜砂さんはその場で
入館証を作り，独自に資料を借り出して半日
を過ごした。DCの中心で落ち合ってセンサ
ス局に直近の地下鉄駅まで同行したことも
あった。
⑥　最後にお付き合いしたのは，2013年 3

月 3日の日本統計学会の学習院大学での春季
大会であった。愛知県東浦町での2010年国



『統計学』第108号 2015年3月

82

勢調査での人口水増し事件に注目して，浜砂
さんが申請したセッション「政府統計におけ
るモラルハザード」での司会者を請われて引
き受けた。浜砂さんは，日本の政府統計体制
が統計調査環境悪化の中で今後うまく対応・
機能するかについて大きな危惧を持っていた。
　その他にも，浜砂さんは，私が追跡してい
た「統計の品質」論に関心を示してくれたし，
私の反原発等の個人的発信に，賛同のメール
を返してくれたことも多い。
　浜砂さんが幾つかの（酒の入った）場で論

争をいどんだ話を聞いたことがある。幸か不
幸か，どの場にも私は居合わせたことがない
ので状況はわからない。それでも浜砂さんな
りに，研究の積み上げを背景としての自信を
持ってのことでなかったのか，とも思う。
　それはともかくとして，一途にスケールの
大きな研究を積み上げられており，今後も研
究を積み上げられるはずの，そしてある意味
で賑やかな浜砂さんが突然居なくなったこと
は大変に寂しい。日本とドイツの統計研究分
野での大きな損失というべきである。
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支部だより
（2014年 4月～2015年 3月）

 北　海　道　支　部 

下記のとおり研究会が開催されました。

日時：2014年11月 1日（土）　13：00～15：00

場所：北海学園大学 7号館 1階・D101教室
報告：

1．社会統計学と調査論―社会情報との関連―
芳賀　寛（中央大学経済学部）

（水野谷武志　記）

 関　東　支　部 

2014年度 4月例会
日時：2014年 4月12日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・15号館（マキムホール）10階第 1・2会議室
報告：

1．森　博美（法政大学）
「明治31年内閣訓令第 1号乙号と調査票情報」

2．小西　純（（公財）統計情報研究開発センター）
「グリッドモデルによる町丁字別人口の面補間」

2014年度 5月例会
日時：2014年 5月10日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・12号館地下第 2会議室
報告：

1．神宮司一誠
「Google Earthを利用したドット標本調査法による面積調査について」

2．金子治平（神戸大学）
「社会生活基本調査と児童生徒の孤食状況について」

【本会記事】（『統計学』第108号 2015年3月）
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2014年度 6月例会
日時：2014年 6月 7日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・12号館地下第 2会議室
報告：

1．栗原由紀子（弘前大学）
「企業データを用いた統計的マッチングにおける共通変数選択について」

2．伊藤伸介（中央大学）
「政府統計データにおける匿名化について
―パーソナルデータの利活用における基盤整備との関連を中心に―」

2014年度 7月例会
日時：2014年 7月 5日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・15号館（マキムホール）10階第 1・2会議室
報告：

1．鈴木雄大（立教大学・院生）
「下位集計レベルにおける価格変動とバイアス
―上位集計，品質調整との比較および銘柄選定との関連から―」

2．山田　茂（国士館大学）
「2012年経済センサス―活動調査」結果の精度について」

2014年度11月例会
日時：2014年11月 1日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・12号館地下第 1会議室
報告：

1．奥田直彦（総務省統計局統計情報システム課長）
「統計におけるオープンデータの高度化について」

2．菊地　進（立教大学）
「東温市中小企業現状把握調査の分析―統計局統計GISへの利用を中心に―」

2014年度12月例会
日時：2014年12月 6日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・13号館 1階会議室
報告：

1．李　潔（埼玉大学）
「実質付加価値のダブルデフレーション法とシングルデフレーション法について
―日中GDP統計の比較を含めて―」

2．宮崎誠司（㈱クローバー・ネットワーク・コム　営業部）
「電話番号ビッグデータビジネス―電話番号を活用した様々な調査方法のご紹介―」
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2014年度 1月例会
日時：2014年 1月10日（土）　13：30～17：00

場所：立教大学池袋キャンパス・12号館地下第 1会議室
報告：

1．長谷川普一（新潟市都市政策部GISセンター）
「移動利便度と人口・土地利用について」

2．上藤一郎（静岡大学）
「藤澤利喜太郎と統計学」

 関　西　支　部 

2014年度関西支部例会

日時：4月19日（土）　13：30～17：00

場所：阪南大学　あべのハルカスキャンパス
報告：

1．小川雅弘・橋本貴彦
「書評・泉弘志『投下労働量計算と基本統計指標』（大月書店）」

2．金子治平
「社会生活基本調査による孤食・欠食分析の試行」

日時：5月17日（土）　13：30～17：00

場所：立命館大学　衣笠校舎　末川記念会館
報告：

1．藤井輝明
「戦後社会の中の統計学と統計学者：納税権確立過程の事例の紹介」

2．長澤克重
「文化 /クリエイティブ産業分析のための統計的枠組み
―ユネスコ，国連貿易開発会議における議論を中心に―」

日時：6月21日（土）　13：30～17：00

場所：大阪経済大学Ｊ館
報告：

1．木下英雄
「サービス業の発展と1人当たり労働力再生産に必要な労働量の所得階層別変化とその
生産力要因と需要量要因（仮）」

2．橋本貴彦
「分業効果を考慮した技術変化と為替レート：世界産業連関データベースを用いた分析」
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日時：7月19日（土）　13：30～17：00

場所：京都キャンパスプラザ　7F　第一講習室
1．村上雅俊
「『就業構造基本調査』を用いたワーキングプアの規定因の検討」

2．尹　清洙
「パスカルは何を証明したか：“統計学が最強の学問である”への反論」

3．池田　伸
「『統計学概論』80年：蜷川統計学のパースペクティブ」

日時：11月15日（土）　13：30～17：00

場所：神戸大学農学部学舎A301－1室
1．上藤一郎
「藤澤利喜太郎と統計学」

2．武内真美子
「理系学部・院卒女性のキャリア形成― 2000，2010年の個票データによる比較統計分
析」

日時：12月20日（土）　13：30～17：00

場所：関西大学　第 2学舎 2階　経済学部会議室
1．宇都宮浄人
「インバウンド観光の地域間格差と今後の課題―「宿泊旅行統計調査」の実証分析―」

2．岩井　浩
「労働力関連統計の新国際基準，労働不完全と潜在的労働力― ILO第19回国際労働統
計家会議の報告・決議に寄せて―」

 九　州　支　部 

九州支部例会は九州経済学会の分科会として開催されました。

日時：2014年12月 6日（土）　14：00～16：00

場所：九州大学経済学部510A

報告：
1．尹　清洙会員（長崎県立大学）
「偶然性について」

2．松川太一郎会員（鹿児島大学）
「経済統計に照らした，自動車盗に関する犯罪統計と暗数の検討」
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機関誌『統計学』投稿規程

　経済統計学会（以下，本会）会則第 3条に定める事業として，『統計学』（電子媒体を含む。
以下，本誌）は原則として年に 2回（9月，3月）発行される。本誌の編集は「経済統計学会
編集委員会規程」（以下，委員会規程）にもとづき，編集委員会が行う。投稿は一般投稿と編
集委員会による執筆依頼によるものとし，いずれの場合も原則として，本投稿規程にしたがっ
て処理される。
１．総則
1－1　投稿者
　会員（資格停止会員を除く）は本誌に投稿することができる。

1－2　非会員の投稿
⑴　原稿が複数の執筆者による場合，筆頭執筆者は本会会員でなければならない。
⑵　常任理事会と協議の上，編集委員会は非会員に投稿を依頼することができる。
⑶　本誌に投稿する非会員は，本投稿規程に同意したものとみなす。

1－3　未発表
　投稿は未発表ないし他に公表予定のない原稿に限る。

1－4　投稿の採否
　投稿の採否は，審査の結果にもとづき，編集委員会が決定する。その際，編集委員会は
原稿の訂正を求めることがある。

1－5　執筆要綱
　原稿作成には本会執筆要綱にしたがう。

２．記事の分類
2－1　論文
　統計およびそれに関連した分野において，新知見を含む会員の独創的な研究成果をまと
めたもの。

2－2　研究ノート
　論文に近い内容で，研究成果の速やかな報告をとくに目的とする。

2－3　書評
　会員の著書や統計関連図書などの紹介・批評。

2－4　資料
　各種統計の紹介・解題や会員が行った調査や統計についての記録など。

2－5　フォーラム
　本会の運営方法や本誌に掲載された論文などにたいする意見・批判・反論など。

2－6　海外統計事情
　諸外国の統計や学会などについての報告。

2－7　その他
　全国総会（研究総会・会員総会）記事，支部だより，その他本会の目的を達成するため
に有益と思われる記事。

３．原稿の提出
3－1　円滑な発行のため，本誌の各号に投稿の締切日を設ける。締切日以降に原稿が到着し
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た場合，また訂正を求められた原稿が期日までに訂正されない場合，次号への投稿とみな
され，継続して処理される。

3－2　原稿の送付
　原則として，原稿は執筆者情報を匿名化したPDFファイルを電子メールに添付して編集
委員長へ送付する。なお，第一次審査を円滑に進めるために，『統計学』の印刷レイアウ
トに準じたPDFファイルであることが望ましい。

3－3　原稿の返却
　投稿された原稿（電子媒体を含む）は，一切返却しない。

3－4　校正
　著者校正は初校のみとし，大幅な変更は認めない。初校は速やかに校正し期限までに返
送するものとする。

3－5　投稿などにかかわる費用
⑴　投稿料は徴収しない。
⑵　掲載原稿の全部もしくは一部について電子媒体が提出されない場合，編集委員会
は製版にかかる経費を執筆者（複数の場合には筆頭執筆者）に請求することができる。

⑶　別刷は，論文については30部までを無料とし，それ以外は実費を徴収する。
⑷　3－4項にもかかわらず，原稿に大幅な変更が加えられた場合，編集委員会は掲載
の留保または実費の徴収などを行うことがある。

⑸　非会員を共同執筆者とする投稿原稿が掲載された場合，その投稿が編集委員会の
依頼によるときを除いて，当該非会員は年会費の半額を掲載料として，本会に納入
しなければならない。

3－6　掲載証明
　掲載が決定した原稿の「受理証明書」は学会長が交付する。

４．著作権
4－1　本誌の著作権は本会に帰属する。
4－2 　本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者もしくはその遺族がその単著記
事を転載するときには，出所を明示するものとする。また，その共同執筆記事の転載を
希望する場合には，他の執筆者もしくはその遺族の同意を得て，所定の書面によって本
会に申し出なければならない。

4－3 　前項の規定にもかかわらず，共同執筆者もしくはその遺族が所在不明のため，もしく
は正当な理由により，その同意を得られない場合には，本会の承認を必要とする。

4－4 　執筆者もしくはその遺族以外の者が転載を希望する場合には，所定の書面によって本
会に願い出て，承認を得なければならない。

4－5　4－4項にもとづく転載にあたって，本会は転載料を徴収することができる。
4－6 　会員あるいは本誌に掲載された記事の発行時に会員であった執筆者が記事をウェブ転
載するときには，所定の書類によって本会に申し出なければならない。なお，執筆者が
所属する機関によるウェブ転載申請については，本人の転載同意書を添付するものとする。

4－7　会員以外の者，機関等によるウェブ転載申請については，前号を準用するものとする。
4－8 　転載を希望する記事の発行時に，その執筆者が非会員の場合には，4－4，4－5項を準用
する。
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1997年 7月（2001年 9月18日，2004年 9月12日，2006年 9月16日，2007年 9月15日，
2009年 9月 5日，2012年 9月13日　一部改正）
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編集委員会からのお知らせ 
機関誌『統計学』の編集・発行について

編集委員会
　 　
1．常時，投稿を受け付けます。
2．次号以降の発行予定日は，
　　第109号：2015年 9月30日，第110号：2016年 3月31日です。
3． 投稿に際しては，「投稿規程」，「執筆要綱」，「査読要領」などをご熟読願います。これらは学会ウェ
ブサイト＜http://www.jsest.jp/jp/toukeigaku.html＞に掲載されています。

4．原稿は編集委員長（下記メールアドレス）宛にお送り願います。
5． 原稿はPDF形式のファイルとして提出して下さい。また，紙媒体での提出も旧規程に準拠して受
け付けます。紙媒体の送付先は編集委員長宛にお願いいたします。

6．原則としてすべての投稿原稿が査読の対象となります。
7． 通常，査読から発刊までに要する期間は，査読が順調に進んだ場合でも 2ヶ月間程を要します。投
稿にあたっては十分に留意して下さい。

編集委員会，投稿応募についての問い合わせは，
下記メールアドレス宛に連絡下さい。

また，編集委員長へのメールアドレスも下記になります。

編集委員長　長澤克重（立命館大学）
　副委員長　朝倉啓一郎（流通経済大学）
　編集委員
　　　　　　前田修也（東北学院大学）
　　　　　　橋本貴彦（立命館大学）
　　　　　　山田　満（関東支部所属）

　 　
［注記］　2013年度より編集体制の見直しとして，第一次査読を従来のように支部選出委員が担当する
のではなく，編集委員会全体で担当するように方針を変更しています。『統計学』の定期刊行にも力点
をおく所存です。常時，投稿を受け付けていますので，できるかぎり早期のご投稿をお願いいたします。
109号（2015年 9月30日発行予定）への掲載を想定すると，A：「論文」・「研究ノート」の場合，2015
年 7月初旬，B：その他の場合，2015年 7月末を目途に，それまでにご投稿いただく必要があります。

以上

editorial@jsest.jp

編集後記

本号の刊行が予定よりも大幅に遅れることになりましたこと，会員の皆様に心よりお詫び申し上げます。
新編集担当者の未熟さゆえですが，次号はこのようなことがないよう取り組んでまいります。▼本号では，
論文2本，研究ノート3本，書評2本，海外統計事情1本と，通常に比してやや多めの原稿を掲載するこ
とができました。ご多忙な中，研究成果を投稿いただいた執筆者の皆様，査読に関わって下さった会員の
皆様に改めて御礼申し上げます。▼本学会で長い間中心的な立場でご活躍された浜砂敬郎会員が，昨年
夏に急逝されました。心よりご冥福をお祈りいたします。また，急なお願いにもかかわらず追悼文をお寄
せ頂きました伊藤陽一会員には心より御礼申し上げます。浜砂会員が残された膨大かつ他分野にわたる研
究業績の評価には時間を要すると思われますが，その研究成果の全面的な評価と継承・発展は本学会に
残された課題です。▼本号は，岡部純一（前編集委員長）と長澤克重（新編集委員長）が担当しました。

（長澤克重　記）
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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都町田市相原4342 法政大学日本統計研究所におく。

1953年10月9日（2010年9月16日一部改正［最新］）
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